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序

現在の日本において，都市問題ほどあらゆる階層の人々から関心を持たれている

テーマは少ない。それ程に都市問題は深刻であり，かつまた解決の困難な問題であ

るということができる。都市問題を根本的に解決するためには，現代のあらゆる英

知と力とが政治の場に集結される必要があると思われる。そして都市施設の整備は

都市問題をその根本において解決するというより，むしろ，あくまでもその時の法

体系の中で，都市問題の深刻化を防ぎ，より軽減させるための手段であるといえよ

う。しかしながら政治の場において，その根本的解決を図るためには長期間にわた

る国民的合意の培養期間が必要であるとされており，現在の法体系のもとで，しか

も限られた予算という制約の下において，早急に都市問題を改善するためには，都

市施設の整備に頼る他にないのである。ここに都市施設の整備の必要性があり，さ

らに整備計画の合理化への要請が生まれてくる。

本論文は，都市施設計画の合理化を究極の目的として，都市施設計画のシステム

化の方法論を研究したものである。本論で提案した都市施設計画のシステム化の方

法論が.今後のシステム化を推進する基盤となり，究極の目的である都市施設計画

の合理化という課題に少しでも貢献できるなら幸いとする次第である。

本研究に対して終始，御指導，御鞭撞を賜わった京都大学教授天野光三先生，同
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本論文作成のために一方ならぬ御配慮を賜わった徳島大学教授荒木謙一先生に心か

ら深甚の謝意を表する次第である。また貴重な資料を提供していただいた建設省近
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第1章序

第 1節研究 の目的

5l与
日間

都市施設は道路，高速鉄道，下水道，公園等のように都市構築の骨格を形成する

ものであり，都市における住民の活動にとって必要不可欠なものである。しかしな

がら，人口と産業の急激な集中によって都市が膨張してきたのにくらべて，都市施設

の整備は非常に遅れており，特に最近では大都市地域における生活環境施設の不備

が，強く指摘されている。こうした現状から適切な都市施設を早急に整備すること

が望まれている。しかし，地価の高騰等に基づく資金難とともに，合理的な整備と

は何かについての疑問が明快に解決されていない。今後，整備を促進する上でこれ

らは，非常に重要な問題として認識されるに至っている。

都市施設は，簡単に言えば住民の都市活動を円滑かつ快適にし，また企業の生産

活動を効率的にするための手段と考えられるから，都市施設の合理的な整備とは何

かといろ疑問は，都市地域における社会現象との結びつきを考慮することなしで

は答えられない性質のものであるといえよう。

そこで都市施設計画を合理化するためには，都市施設と都市の社会現象との関係

を明示することが必要不可欠となり，またこれらの関係を操作可能なモデル体系と

して把握する必要がある。操作的なモテ.ルを提起することによって，都市施設計画

の矛盾を発見し，また合理的な代替案の探策を実践に移すことが可能になると

思われる。

本研究の目的は，都市施設と都市の社会現象との関係を操作的なモデル体系のシ

ステムとして表現することであり，また本研究が今後の都市施設計画のシステム化

に関する研究の基盤となることである。

第 2節本研究の立 場

都市施設と都市における社会現象との関係をモデル化するに際し，次のような疑

問が生じる1J



I )社会現象という人間の価値観が反映された現象を研究対象として，そこに究

極的な 1つの因果関係を追求することが可能であろうかの

" )あるいはどのようにすればそれが可能になるであろうか。

IIj )たとえ抽象的にそれが可能であるという前提に立っても，都市施設に深い

関係のある社会現象を，具体的に操作可能なモテ'ルに体系づけることが可能

であろうか。

IV) ある社会現象を成立させているいろいろな条件を完全に満たしながら，それ

をモデル化することがどうすれば可能になるであろうか。

上記の一連の疑問が本研究のモチーフであり，またテ マである。これらに明快

な解答を与えることは，非常に困難であると思われる。したがって，社会現象と都

市施設との関係をモテ.ル体系としてシステム化することが可能か否かを議論するこ

とは無意味であり，むしろ各研究者が主観的な判断によってどちらかの立場を選択

すべきであろう。不可能であるという立場の研究者は，その立場に基づいて都市施

設計画の合理化のために何をすべきかを自問し，そこから研究を進めるであろうし，

また可能であるとするものは，同様に自問し，研究を進めるであろう。そして，ど

ちらの立場にあっても都市施設計画の合理化という課題に対し重要な役割を持っと

思われるが，その正否については.今後の判定を待つより他にないだろう。

本研究は，原則として社会現象のすべてをモデル化することはできないという立

場に立つものである。しかし，社会現象の中にはそデル化の可能な部分もあると思

われる。そして，この可能な部分だけをモテ・ル化することによって，都市施設

計画の合理化を計ることを意図する。換言すれば，かりに都市h己立に関係する社

会現象の中に， システムとして把握され得ないものがたくさん存在していても，

可能な限り社会現象をシステムモテ‘ルとして表現することによって，より合理的な

都市施設計画を策定することができるということである。これが本研究の基本的な

立場である。
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第 5節本研究の内容

本研究では，先に述べた研究目的を達成するために，次の内容の研究を行なう 3

まず第 2章において，都市施設の計画システムを概説する。計画システムを評価

システム，現象システム，意志決定システムのるつのサブシステムに分け，このう

ち評価システムと現象システムとを考察の対象として，それぞれの特徴を述べる。

そして，それぞれのシステムの計画システムの中での位置づけを明らかにし，本論を

展開するのに必要な概念を定義する。さらに，ここでの 2つのサブシステムの概念

規定を前提にして，第 5章で評価システムを，また第 4章で現象システムをさらに

詳しく考察する。

第 5章では，都市施設に対する住民や企業の評価を分析する。まず最初に，施設

に対する個人あるいは集団の評価を確率的に把握し，これを一般的なモテeルとして

表わす。そして，この一般的モテ。ルを次の 5つの対象に適用し，モデルの実用性を

検討するとともに，合わせて，それらの対象に対する評価を分析する。ここに 5つ

の対象に対する評価とは，住環境に対する世帯の評価，生活環境に対する住民の評

価および CBDに対する事務所の評価である。そして最後に，適用結果をとりまと

め，評価モデルの意義について考察するとともに，今後に残された課題を指摘する。

第 4章では，都市施設とそれに関係の深い社会現象との関係をモテソレ化する方

法論について考察する。まず最初に，社会現象に対する従来の分析方法について

考察し，これを都市施設と社会現象とのマクロな関係の分析手法に応用する場合の

問題点を明らかにする。そして，この問題点を軽減するために，新たに，都市施設

と社会現象との関係をモデル化する一般的な方法論を提案し，さらに都市施設計画

にとって重要な社会現象について実証的に考察する。 ここにとりあげる社会

現象は.人口分布，市街化現象，土地利用，住宅分布である。そして，これらの分

析結果より，本論の方法論の意義と問題点についてまとめることとする。

さて都市施設の計画システムは原則として，評価システム，現象システム，意志
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決定システムの 5つのサブシステムが明示されるまでは完成しないと考えられる o し

かし，本論では意志決定システムの考察が欠けており，都市施設の総合的な計画

システムを提案することはできない。そこで第 3章と第 4章における評価システム

と現象システムの分析結果をもとにして，第 5章において，部分的な計画モデル

を提案し，これらの分析結果の計画システムの中での位置づけを明らかにする。ま

ず第 3章の生活環境の評価モデルの分析結果を応用して，生活環境施設の配置計画

のモテ)レを提案し，そのモデルの解法を明らかにする。さらに，第 4章における市

街化モデ、ルの分析結果を応用して，広域的な都市施設の配置計画のモデ、ルを提案す

る。

そして最後に第 6章では本論の研究成果をとりまとめ，都市施設計画における意

義にふれ，また，残された課題について述べることとする。
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第 2章

第 1節緒 <=1 

都市施設計画のサブシバ
ステムに関する考察叫

都市問題を解決することは，現代都市社会にとって実践的・対症的な緊急の課題

であることはいうまでもないのしかし，その実践を支えなくてはならないはずの科

学的な理論構成や法則的知識の体系化は，今のところまだその途上にあると言わざ

るを得ない n その結果として，本来の都市施設計画は包括的 (cornprehen s i ve) 

な人間と社会，経済，自然、とを含む学際的 (interdisciplinary)な科学であるは

ずにもかかわらず，有機的な連関を欠いた多くの事例研究がみられる3これらの事

例研究の多くは，対象をある程度小さく限定して，それ以外をすべて与件とするか，

あるいは無視することによって現象を定義し，これをモデルによって表現している。

それと同時に，研究者の主観的判断によって評価基準を設定して計画を行なってい

る。こうして都市施設計画に関する研究は，その体系化の必要性と，それとある面

においては矛盾するかもしれない都市問題の解決の緊急性といった 2つの要請に直

面していると考えられる。

現在早急な解決を待たれている都市問題がどれほど多くあるかはここに列挙す

るまでもない。もう 1つの課題である都市施設計画の体系化はなぜ遅れているのであろ

うか。その主要な原因は計画目的の抽象性，すなわち「公共福祉の増進」にあると

言われているf事実，この便利な言葉に対する解釈は人により，立場によりさまざ

まに異なっている。そしてこの解釈の多様性と抽象性とが計画目的の内に含まれる

べき要因の発見やその定量化を阻んでいる。そのために，当然の結果として計画シ

ステムの構築はきわめて困難となっている。

それでは.都市施設計画の評価基準の設定とその定量化は不可能であろうか。現在国

家政策の目標として GNPに代わる修正 GNP，福祉指標，社会指標などといった

新しい福祉全体の測度の必要性が，公害問題をきっかけとして強く叫ばれている。

そして， A.C.ピグー以来の経済的福祉は，福祉全体と比例もしくは同方向に推移

するのという伝統的な仮説は急速に過去のものとなりつつあるように思われる。一

方，都市社会学者が住民の福祉を示す指標の必要性を説いたのは，かなり以前であ
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る。たとえば， R . Deweyは「都市社会学者は，都市のできごとのたんなる記述に

終止してはならない。住んでいる人達の価値観，市民の要望に即応した地域開発を

導くべき価値を発見する必要がある。」と述べている?また， 0 . D . Duncanは住

民福祉の諸側面の例として居住生活，交通の便，健康，公共安全，行政効果，教育，

コミュニケーション，公共レクリエーシ，ン，小売庖の分布，各種団体の存在形態

などをあげている?しかし， R. Deweyが価値の発見と呼んでいるように，Duncan

の提示した福祉の諸側面や多くの事例計画の評価要因は因果連鎖をもった科学的方

法による帰結ではなく，あくまでも主観的な提示にすぎない。価値を規定する要因

を科学的に演緯することができない以上，われわれは要因を仮定する他ない。そし

て現在の科学知識はこうして仮定された要因の経験的な妥当性を統計的方法によっ

て検討するという方法しか提供していないと思われる。あるいはまた，電子計算機

の急速な発達が多変量解析の手法の応用分野を拡大している今日，価値を規定する

要因の発見のために，この多変量解析は有効な手がかりを提供する可能性がある。

いずれにしても，それは発見を容易にし，仮定を実証するにすぎないのであって，こ

の要因を科学的に導き出すのでなく，われわれはこれを統計的に推測せざるを得な

い。しかし，ここでやっかいなのは，都市住民が常に外部からの刺激を受けて，自

らの経験を通じて，価値観が変化を続けていることである。それは現在， GNP至

上主義から急変して公害の忌避に移行した世論の例を引くまでもなく，歴史的な 1

つの法則として明らかである。したがって，統計的に推測された価値は常に計画対

象の内部にいる評価主体からのフィードパックによって修正され続けねばならない。

さて，この価値の推測方法は後に述べることにして，価値が近似的にでも推測さ

れたなら都市施設計画の体系化は可能となるであろうか n まず推測された価値はお

そらく 1つのスカラー量に統合された変数，例えば，金額あるいは時間などと考え

ておくには，あまりにも都市施設計画の対象は広すぎる。われわれは少なくとも多

次元のベクトルとしてのみ価値を規定する要因を定義しておいた方が安全である。

したがって，推測された価値は都市施設計画システムがアウトプットするべき要因

集合を与えていると考えるべきである。そこでつぎに，これらの要因集合と制御変

数の間に存在する内生変数と外生変数の因果関係，すなわち現象システムを構築す

ることによって，都市モデルが表現できるはずである。都市モデルは多くのザプモ
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デルから形成されており，われわれは現在，多くの部分的都市モデルに関する研究

を知っている。これらの部分的都市モデルの乱立による混乱状態は，価値を形成す

る要因集合への sequenceによって整理すべきであるし，また整理の途中でまだ不

足している部分的都市モデルがあることを知ることができる。このような価値を形

成する要因集合への sequenceを判断基準として既存の部分的都市モデルを取捨選

択し，また，今後開発すべき部分的都市モデルを考察する行為を，都市施設計画の

システムズ・アプローチと呼ぶことができる。そしてまた，システム工学的にこの

システムを考察すると，そこに信頼性の視点が導入されねばならないの都市モデル

は部分的都市モデルによって形成されているが，それぞれの部分的都市モテソレは必

ずそのアウトプットに不確実性をともなっている。したがって，都市モデルは不確

実性をもった要素によって構成されており，都市モテール全体としての信頼性を高め

るためには，どのサブシステムの信頼性を高めることが最も効率的であるかを検討

する必要もあるが，それ以前にまずサブシステムを系統づけて明らかにする必要が

あると考えられる。

本章では，これらのサブシステムのうち，とくに重要と思われる評価システムと

現象システムの特徴について概説する。第 2節で評価システムの特徴を述べ，その

定義域について言及する。第 3節では評価システムとの関係で現象システムの定義

域について述べると共に，現象モデルを定義する。第 4節では本章の内容をまとめ

都市施設計画システムの対象とする範囲について考察し，また本論ではとりあげな

かった重要なサブシステムの 1つである意志決定システムに関して簡単に述べる。

そして本章と第 3章，第 4章，第 5章との関係を明らかにして結びとする。

第 2節 評価システムの特徴

都市施設の計画に限らず，あらゆる計画は各計画案の便益(あるいは有効度)と

費用とを計測し，それを用いて各計画案の望ましさの程度を評価し，それに基づい

て，その計画案を採用すべきか否かを決定する行為であるといえよう。その際，使

われるところの計画案の望ましさの程度を評価する尺度が評価基準と呼ばれるY民

間企業の場合の投資プロジークトの収益性の評価基準は，明確であり，大別すると
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不l溢率，利益額，回収期間などが用いられる。このような明確さは，民間企業が，

利潤最大という 1つの目的のもとに組織された集団であることを考えれば当然、であ

る。これに対し，公共部門の計画案の評価基準は，第 1節でもふれたように「公共

福祉の増進」という実に抽象的な概念にとどまっている。したがって，多様な解釈

を許容するあいまいなものにすぎない。公共部門の意志決定は，事実上，行政機関

によって行なわれるから，行政機関のもつ評価基準によって，計画案の採否が決定

される。そして，行政機関は，当然、，住民の意志を代理するものであるから，行政

機関のもつ評価基準は，都市住民のもつ意志が反映されたものでなくてはならない。

それゆえ， r福祉」の内容は，住民が福祉と感じるものでなければならないことは

言うまでもない。しかも，第 1節で述べたように，公共福祉が抽象的な概念にすぎ

ない状態に放置されている聞は，都市施設計画をシステム化しようとする行為はそ

の出発点さえも見い出せ得ないと思われる。

さて，そこで都市住民の福祉について考察していく。都市施設は，一般に都市の

不特定多数の住民にサービスを提供しているが，そのサービスを満足と感じるか，

あるいは不満足と感じるかは住民によって違っていると思われる。たとえば人口 1

人当り 5m'の公園を整備したとしても，広い庭付きの家に住む人と狭いアパートに

住む人とでは，同じ公園であってもそれに対する満足感は後者の方が大きい。つま

り，その公園のサービスは，すべての住民に対して 1人当り 5m'であっても，住民

がそのサービスに対して抱く感情は人それぞれである。そして多くの都市住民がよ

り高い満足感を抱くようにすることが福祉であると考えれば，福祉の程度は人によ

り，そしてサービスの内容によって異なっているといえよう。したがって，福祉の

程度とは個々の住民がそれぞれ固有の価値観に基づいて，提供されている都市施設

のサービスから得る価値の大きさである。都市施設のサービスの量と質とはこの価

値の大きさに影響を与えるが，サービスそれ自体は，あくまでそれを利用する住民

がいて始めて価値を持ってくる。この点を考慮し，本論では以下住民が都市施設の

サービスから得る価値の大きさを表わす尺度をその住民のその施設に対する効用と

定義する。その場合明らかに効用は人によってその構造を異にしている。

一方，都市の特徴の 1つは，そこに住む人達の異質性 (heterogeneity)にある

とR.Deweyは指摘している雪原則としてこのように異質な価値観を持つ多数の住
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民の効用を明らかにすることが必要である。しかし個々の佐民それぞれに対して，

効用の尺度を与える効用関数を仮定することは，不可能であるし，また，本論が究

極の目的とする計画システムの不確実性を考えれば，非効率的である。現実的には

システム全体の信頼性を効果的に高めるために，都市住民をいくつかの層に分類す

ることが必要とされる。この分類の基準としては，価値観すなわち限界効用の相違

が考えられる。たとえば，住宅の効用を規定する要因については，単身者と家族世

帯とで相違はなくても，一般に前者は都心へのアクセシビリティを重視しているが

後者は住宅の広さや周囲の環境を重視している1Pこのように，各住民が，現在置か

れている状態，個人的特性によって，たとえ同じ施設に対する効用でも，それを規

定する要因の重要性は異なる。個人あるいは世帯によって，原則として要因の重要

さはすべて異なっているが，これをンステム全体の信頼性とシステムの操作性とを

考慮して層化する必要がある。なぜなら，効用を規定する各要因の重要度や効用関

数の推定が各個人について，たとえ可能と仮定したとしても，膨大な不確実性と計

算技術上の諸問題が発生するであろうし，また，それはシステムにとって，最も重

要な操作性をほとんど無にしてしまうであろう。しかし，一方において，科学がど

れほど進歩したとしても，層化するための分類基準としてのそれぞれの個人の価値

観の類似性や異質性についての先験的知識を得ることはできない。このことは，計

画システムが将来における層化を予見しえないことを意味する。したがって，理想

としては，層化が個人の価値観のタイプによって分類されることが望ましu、。しか

し，計画システムが将来においてなお有効性を保持するために，予見し得る変数を

もって，層化の分類基準とする必要がある。個人の価値観は，その個人のこれまで

のさまざまな経験や学習，その他多くの事柄に起因するものであるが， もしそれ

らの事柄の中から予見し得る変数を探すとすれば，それは個人のデモグラフィヲ

クな特性であるといえる。すなわち，年齢，性別，所得，学歴，職業，家族数など

の属性によって層を構成し，その後に，各層の効用に関する仮説を設けることが，

システムの信頼性と操作性のために，最も有効であると考えられる。層化の基準は

「それぞれの層の聞では，効用関数が異なり，かっ同じ層に属する個人の聞では

効用関数が等しし、。」ということである。この基準が現実の層化によってどれだけ

再現されたかという精度はシステム全体の信頼性に影響を与えるが，シスケム全体
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のなかで，この層化に起因する不確実性はおそらくシステム全体に不確実性を生じ

させる大きな原因のーっとなると思われる。それだけに層化においては，広く都市

社会学的な分析と調査が必要である。

ここでは%個の層に都市住民を分類できたとしておく。都市の特徴は異質な住民

の集合した場であると同時に，異質な活動の混在した場でもある。都市は生産の場

であると同時に消費の場でもある。さらに詳しく分ければ，住み，買物をし，通勤

し，働き，遊び，……・，等多種類の活動の場である。そしてこれらの活動を行なう

うえで，住民は満足感や不満足感を得ているが，そのときの住民の効用は活動の種

類によって次元を異にしていると考えられる。たとえば働くときに得る効用と遊ぶ

ときに得る効用とを単純に比較することはできない。したがって，効用はこういっ

た活動の種類によっても区別される必要がある。しかし，それでは都市における活

動をどのように分類するかという問題が生じる。層化の箇所で述べたのと同様に，

あらゆる活動を詳しく列挙するとシステム全体として非効率的になるであろうし，

また大きな分類にするとそれぞれの活動にお付る効用を推定する際，その信頼性は

低下すると思われる。したがって，活動の分類を合理的に行なうことは難しい。

昭和 4 7年 5月に実施された国民選好度調査では，国民の要求を把握し，国民の

福祉水準を表わすべき指標を探策することを目的として， OECDの Nat i ona 1 

Goalに関する各国の研究事例などを参考として，次の項目をあげている12
①自然環境，②社会施設，③収入，④住宅.⑤生活環境(個人) ，⑥仕事，⑦余

暇，⑥教育，@生活全般

この調査では，その目的が日本人の満足度を採ることであるため本論の目的より

広く，本論の目的からすれば，これら 9項目の中には不必要なものもあると思われ

る。本論は都市施設計画のシステム化を目的として，都市住民の効用と施設との関

係を明らかにすることであるから，これらのうち都市住民と都市施設の両方に関係

のある項目を採用すればよいと思われる。この調査を参考にして，第 5章で都市活

動のいくつかの側面について効用を実証的に考察する。ここでは，いまこれらの活

動が m種類に分類されているとして先に進むことにする。

こうして結局，都市住民の効用は層と活動との組合せによって区別され，層 4の

活動 jにおける効用をUりとすると，都市の全住民があらゆる活動において，都市施
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設から享受している福祉の全体像は式(2・2・1)の行列Uで表わされる。

U'1 U'2 …一…・-…… U1m

u= 
U21 Un ……………… U2m 

( 2・2・1) 

Uπ Un2 ……・ ・・一… U_ 

本章の目的とする評価システムは，この行列Uをアウトプットするためのシステ

ムであると言える。この行列Uの行ベクトルは，ある一つの層のあらゆる活動にお

ける効用を要素とするベクトルである。いわゆる老人対策とか青少年対策といった

社会問題の把握は，この行ベクトルに対する問題意識を動機とするものであるとい

える。また，行列Uの列ベクトルは，ある一つの活動に対するあらゆる層の効用を

要素とするベクトルで、ある。現在のほとんどの Physical Planningは，この行

動側面からの問題意識を動機とするものである。たとえば，通勤交通施設計画，住

宅計画，道路計画などは，いずれも通勤する，住む，自動車を運転するといった活

動における効用の程度を問題とする計画である。この活動側面からみた効用は，層

によって高低があり，層聞の効用の格差が社会問題として認識されることが多い n

それが最も顕著に露呈しているのが住宅政策であろう。現行の公営住宅，公団住宅

は，中流以下の世帯の住宅需要に対して，安価な住宅を供給することが当初の趣旨

であった。しかし公団住宅の家賃が独立採算の原則によって決められているため

地価の上昇に伴い公団住宅の家賃は，近年急速に高騰し，中流以下の世帯にとって

高嶺の花となりつつある。このように住宅政策の効果は，世帯の所得水準によって

異なり，住宅政策においては世帯に対して適切な層化を施すことが，まず第一義的

に必要な条件であると思われる。

さて，効用Uりを要素とする行列Uをアウトプットするためには ，Uりの fact

finding がまず必要である。いま Uり が k個の要因 ，Xi J 1 ， X， J 2 ，……… ， X'Jkの

関数であるとすると，次式

U，) U'J (X'J 1 ，X.)2 ， … ・・… ， X'Jk ) ( 2・2・2) 

で表わされる。しかし，層 4に属する個体が，活動 jを行なった結果として享受す
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る効用U'J を規定している要因を，それぞれの個体が explici t に認識している

とは断定できない。そこでわれわれは，まず意識調査などによって Uりを規定する

要因を発見し，それに基づいて仮説を設け，その仮説を再び意識調査などによって

実証する必要がある。従来，この関数を推定する若干の研究がある。その方法はあ

る活動に対する満足感を段階的に分類して意識調査を行ない，それぞれの満足水準

と要因との聞の関数関係を統計的に推定する方法である?また，住民の行動が第 4

章第 2節で述べる最適基準の原理によって，つまり効用を極大化することを目的

として行なわれているのであれば，住民の行動結果には，彼らの効用の構造が

implicit に含まれているはずであり，行動結果から逆にさかのぼって，彼らが

その行動を決定する基準とした効用関数を推定することが可能であるかもしれな

い。また次のことをここで述べておく必要がある。社会的統計が漸時整備されるにつ

れて，また推測統計学や計量社会学のめざましい進歩に促されて先述の定義によ

る効用関数の数量化はより精度を高めることが可能であろう。 しかし，現在最も

希求されるのは.仮説を検証するための社会的統計の整備であるといえよう。自

然科学における実験の厳密さに比較して，利用できる社会的資料が不備であり，仮

説の検証の際，仮説が誤まっているのか，資料が不正確なのか判断に苦しんだ経験

をもっ研究者は少なくない n こういった状態を打開するためには，行列Uのフレー

ムとそれぞれの Uりを規定している要因が提示されなくてはならない。当然，これ

らの提示は，調査を経て，実証的に検証され，再びその提示へとフ 4 ードバックさ

れる必要がある。第 2章第 5節，第 4節，第 5節で若干の活動側面における要因を

提示する。

さて，効用 Uij を規定する要因の集合をX'J ( X'Jk )とすると，

効用の集合Uを規定する要因の集合Xは，それらの和集合として式(2・2・3)で表

わされる。

X =X11 U X;2 U ………一… UXnm ( 2・2・3) 

このXが評価システムの定義域である。そして層および活動の種類をそれぞれ適当

な有限個に分類することができればXは当然、有限個の要因から成る。こうして膨

大な都市現象から研究対象として有限個の要因を限定することができる土思われる。
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以上の考察に基づいて，都市施設計画の評価システムの特徴を次のようにまとめ

ることができる。まず許価システムの値域は効用行列によって表わされる。この行

列の各要素は層と行動の組み合わせによって分類される。これらの効用を規定す

る要因の集合が評価システムの定義域である。評価モデルとはこの定義域から値

域へ写像する関数モデルである。

この評価システムに関する具体的な考察は第 3章で行ない，次節では現象システ

ムの特徴について考察する。

第 5節 現象システムの特徴

現象システムの値域は評価システムの定義域Xである。この値域X内に含まれる要

因を X，とおくと ，X，E Xである。このX，の状態が要因ベクトル Z，の関数とし

て式(2・3. 1 )で表わせるとする。

X， = f (Z， ) ( 2・5・1) 

そしてZiの集合をZで表わすことにすれば ，Zは評価システムの定義域Xに含まれ

る要因を説明する要因の集合であり ，XCZである。この集合Zから集合Xへ半像

する関数は現象に含まれる要因の相互関係を表わしており，この関数関係の集合を

現象モデルと定義する。現象システムに含まれる要因は集合Zの内部にあるから，

このZを現象システムの定義域と呼ぶことができる。こうしてたとえばある住民の

生活環境に対する効用を規定する要因の中に近隣住区内の交通量が合まれていると

すれば，この交通量という要因は評価システムの定義域に含まれる。そして評価シ

ステムの定義域は現象システムの値域に一致するから，この交通量という要因は現

象システムの値域に含まれる。さらにこの交通量が要因 Z，• Z? . Z3によって式

( 2・5・1)の形で表わされるとすれば，この時，要因Z，， Z2 ， Z，は現象システム

の定義域に含まれ，またこの関数関係は現象モデルの中に含まれる。したがって評

価システムの定義域Xが有限個の要因の集合であるとき，それぞれの要閃X，を有限

個の要因 Z1，Z2，一………， によって説明できる現象モデルを推定することができ

れば，現象システムの定義域Zも有限個の要因の集合となるのこのように都市にお
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ける「限りなく豊かな現象の限りある部分だけが有意義である13)Jという前提によ

ってはじめて，現象はシステムにとって論理的な意味をもつことができると考えら

れる。

そして評価システムの研究がそれ程進んでいない現在では，評価システムの定義

域，すなわち現象システムの値域Xの内部に，どのような要因が，どれ程の重要さ

をもって含まれているかを早急に明らかにすることは困難である。したがって現象システムを評

価システムと平行して開発していくためには ，Xに含まれている重要な要因を推測し

て，その要因を説明できる要因群を発見し，その聞の因果関係をより高い精度で表

現できる関数関係を見い出すことが急務であると思われる。しかしその因果関係を

たとえば式(2・5・1)のように関数関係として高い精度で表現できたとしても現象

モデ‘ルとしては不十分である。それはここで扱う現象の大部分が社会現象であるた

め，現象の変化に住民や企業の意志が関係しているためである。自然科学において

は自然、現象の法則を定式化できれば，その方程式がそのまま客観的な真理であると

いえるが，都市現象にみられる因果関係を定式化できたとしても，その因果関係に

住民や企業の意志が介在しているのであるから，その意志が変わればその因果関係

は別のものになると思われる。いまかりに住宅のスプロール現象が住民が安くて広

い土地を選好するために生じているとし，そのスプロール現象を十分な精度で表現

できる方程式を開発することができたとする。そしてもし将来住民が広さよりも都

心への近さをより選好しはじめたとすると，その方程式は新たな住宅立地現象をま

ったく説明することはできなくなるであろう。この場合，住民の選好がいつ，どの

ように変化するかを予測することはきわめて困難である n したがって将来にわたっ

て普遍的な現象モデルを開発することは現在のところほとんど不可能と思われる。

そこで本論では現象モデルはつぎのような形式をとるのが望ましいと考える。先の

例で言えば，まず住民の住宅立地に対する選好関数を明らかにする。これはいわば

住民が住宅を選択する場合の目的関数である。そして住民はこの目的をより十分に

達成しようとして住宅を選択すると考えられるから，この最適化行動を方程式によ

って表わす。そうすれば，この方程式に選好関数を加えて住民の住宅選択行動を記

述することができるはずである。さらにこの行動を都市全体として把握すればスプ

ロール現象を説明できると思われる。より一般的に考えると，まず現象を変化させ
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ている主体を明示し，その主体の選好関数と最適化行動を定式化することである。

この方法によっても現象モデルを普遍的にすることはできないが，将来，変化する

のは主に選好関数であると思われるから，他の方程式に大きな普遍性を持たせるこ

とが可能となると思われる。

このように都市現象をモデル化する場合には，まず現象を変える主体を明らかに

することが必要であると考えられるが，ここではこの主体を行動主体と呼ぶことに

する。都市には多数の行動主体がいるが，それらを大別すると家計と企業および公

共体に分けられる13
これらの行動主体は自己の目的を最大限に達成するように行動していると考えら

れる。しかし多数の行動主体が複雑に絡み合っている都市社会では，自己の目的を

最大限に達成しようとする他の多くの行動主体が存在しており，互いに作用を及ぼ

し合っている。したがって現象システムは多数の行動主体とその行動目的，さらに

それらの相互作用とによって表わす必要がある。

また本論ではこの現象システムを都市施設計画システムの中のサブシステムとし

て位置づけているのであるから，現象システムの定義域Zの中には制御可能な要因

が含まれている必要がある。先の例でいえば.道路網が住民の選好関数に含まれる

1つの要因であったとすれば，道路網の整備によって住民の住宅選択を制御するこ

とができる。そして住宅の分布が評価システムの定義域に含まれている要因である

とすれば，住宅選択を制御することによって効用行列Uを変えることができる。こ

のように現象システムはより望ましい効用を佐民が享受できるように現象を誘導す

るための手段であるといえる。

また，たとえば公園は住民が快適な都市生活を行なうために重要な施設で

あり，この公園の位置と広さという要因は当然評価システムの定義域Xに含ま

れている。そして公園の位置と広さとは明らかに公共主体の制御変数である。

このように定義域Xの要因が直接制御可能である場合には，現象システムによる誘

導は不用であり，公共主体は住民の効用を最適化できるように要因を計画すればよ

いn そしてこの場合の現象システムの役割は，公園の位置と広さとを計画したとき

各代替案による波及効果を予測することである。

このように現象システムは現象を望ましい方向に誘導するための手段としての役

E
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割と，現象変化を予測するための手段としての役割とをもっていることにな

る。

第 4節結 語

本章では都市施設計画システムを構成する主要なサブシステムとして評価システ

ムと現象システムの特徴を概説した。この考察によって，都市施設計画システムの

範囲は図(2・4・1)のように表現される。

第 2節では評価システムの特徴について概

説した υ その要点をまとめるとつぎのように

なる。評価システムを開発するためには，都

市にいる多種多様な評価主体を

有限個の層に分類する必要があ

る。また評価主体が都市施設か

ら受けている価値の大きさを表

わす指数を効用と定義すると，

この効用は評価主体の活動の種

類によって尺度が異なる。した
咽~ ・・t---ー
評価モデル 現象モテ〉レ

がって効用は層と活動の 2次元

によって分類され，都市全体の

福祉の程度は効用行列として表わすことができる。さらにこの効用行列を規定して

図 2.4 I 都市施設計画の範囲

いる要因の集合Xによって，評価システムの定義域とみなすことができる。また定

義域X に含まれている要因から，効用へと写像する関数モデルを評価モデルと定義

する。第 5章ではここに概説した評価システムについて詳しく考察する。まず第 5

章第 2節で評価モテルを理論的に展開し，また観測資料から評価モデルを推定する

方法を明らかにする。さらに，活動の種類として生活空間の機能による分類を行な

い・公共空間，個人空間，生産空間のろつに分類する。そして第 5章第 5節では個

人空間の例として住環境を対象とし.第5章第4節で、は公共空間の例として生活環境を

対象とし，第 3章第 5節では生産空間の例として CBDを対象とし，第 2'市の理論
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をそれぞれ実証的に考察する。

第 5節では現象システムの特徴を概説した。その要点をまとめるとつぎのように

なる。まず評価システムの定義域Xに含まれる要因が現象モデルの被説明変数であ

る。そして現象モデルの説明変数の集合が現象モデ‘ノレの定義域Zである。明らかに

これら 2つの定義域の聞にはxczの関係がある。現象モデルを開発する場合には

その現象の内にいる行動主体とその選好関数とを明らかにしておくことが望ましい。

第 4章では現象システムについてさらに詳しく考察する。まず第 4章第 2節で行動

主体とその選好関数とを明示した現象モテ'ルの理論とこれを観測資料から推定する

方法を明らかにする。現象モデルを開発する前提として，現象システムの値域すな

わち評価システムの定義域Xが明らかにされていなければならないが，本論の評価

システムはまだ多くの問題が残っているため，都市施設計画にとって比較的重要と

思われる現象だけを現象システムの値域に含める。そして，現象モデルの被説明変

数として，人口分布，市街化率，用途別土地利用，および住宅分布とを仮定し，こ

れらについて，のちに第 4章第 5節，第 4節，第 5節，第 6節でそれぞれ実証的に

考察する。

本章で概説した評価システムと現象システムの他に，重要なサブシステムと

して意志決定システムが残っているが，この意志決定システムを客観的に扱うこと

は非常に難しく，今後の研究課題としたい。ただ意志決定システムについてつぎの

ことを述べるととができる。都市施設計画の意志決定の基準はその計画案が効用行

列の内容をどれ程高めたかということと 2その計画案に必要な費用との相対的な比

較によると思われる。しかしこれら効用と費用とをどのように組み合わせるかにつ

いて客観的な方法を見い出すことは困難である。ただ先述の効用を意志決定のため

の情報として用いるとき，少なくとも客観性を失うことなくつぎのことをいえる。

(i) すべての効用 Uり(i 1， 2 ，……， πj  1， 2 ，…・慨) は大きい程望

ましい。

(ji) すべての効用 Uり(i 1， 2 .… πj  1，2，…・.，m)  はある基準と

なる大きさを下まわらないことが望ましい。

(iiD 各層に属する評価主体の数や，各活動による重要性の違いが考慮されなくて

はならない n
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意志決定システムについては，前述のように客観的な展開が困難であるが，本論で

は意志決定の評価基準を仮定して，生活環境施設を対象とした計画モデルを第 5章

第 2節，第 5節で考察し，広域的な都市施設を対象とした計画モデルを第 5章第 4

節で考察することとする。
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第 3章 都市施設の評価に関する研究

第 1節緒
"" 

都市施設計画の目指す一般的な目的が，厚生経済学のそれと同じように，都市住

民の欲望の満足であると仮定するならば，そしてまた個人の欲望の満足を効用の極

大化であると仮定するならば，都市施設計画の目指す目的自体もエッヂワースの名

付けたような普遍的効用の極大化と考えることができる?さらにまた普遍的効用の

何らかの測度を発見できると仮定するならば，その時はじめて，都市施設計画は普

遍的目的を持つことができる。言いかえると，都市施設計画に普遍的目的が存在す

るためには，こういった多くの仮定がすべて真であることが証明されなくてはなら

ない。しかし明らかにわれわれはこれらの仮定の真偽を立証する科学的方法を持っ

ていない。したがって都市施設計画に普遍的目的が存在するか否かについての疑問

に対して，科学的方法によって答えることはできない。そしてこれまでの厚生経済

学の理論展開を見るまでもなく，われわれは主観的にこれらの仮定が真であるとは

いえないと感じている。このため都市施設計画の代替案が合目的的であるか否かに

ついて，これを判断する評価基準に絶対性が存在しないことになり，代替案の選好

順序は何を目的と考えるかということによって違ってくる。

新都市計画法16)はその第 1条において， I都市の健全な発展と秩序ある整備を図

り，もって国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与すること」を都市計画の

目的としている。さらにその第 4条において，都市計画とはこの目的を達成するた

めの「土地利用，都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画」であると定義

している。ゆえに都市施設計画は都市計画に包含され，その目的は第 1条に準じる

ことになる。

つまり，理論的には都市施設計画に普遍的目的は存在しないが，現実的には都市

計画法第 1条にその目的は明記されている。しかしこのことは矛盾ではないの普遍

的目的が存在しないのは，端的に言って立場により，時代によりそれが変化しない

ということを証明できないからであるが，後者の現実的な条文は，一時代の立法機

関の主張する目的にすぎない n そしてこの条文は都市施設計画の目的として，現代
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社会で広く同意を受けていると思われる。しかしながら，この目的が多数の人々に

よって支持されていると感じられることは，逆に言えばこの目的があまりに包括的

で抽象的であるということでもある。条文に言う「健全な発展 J， I秩序ある整備」

「均衡ある発展 J， I公共の福祉」等々をさらに具体的施設と結びつけて考えると

き，その解釈は決して一義的であるとは思われない。そしてまさにこの解釈の多様

性こそ，都市施設計画が首尾一貫性を欠き，都市問題を招来する 1つの原因となっ

ているものだと思われる。

本章の目的は，現代都市社会にとって，都市施設計画の目的の解釈にどのような

ものがあるかを，具体的施設と結びつけて分析することである。現代都市社会が都

市施設をどのよ号 L 評価しているかを分析することによって，都市施設計画の目的

としてどの三うなものがあり得るかを知ることができる。したがって，この分析の

方法と結果とは，都市施設計画の意志決定にとって重要な情報を提供できると考え

る。

まず第 2節では都市施設に対する評価モデルを一般的に展開していき，かっこの

モデ、ルを現実の調査資料から推定する方法論を提案する。またこの評価モデルを実

証的に考察するために，対象とする施設や評価する主体を限定する必要がある。こ

こではまず都市における生活空間をつぎのように分類する1p
(j) 公共空間:自治体セクター(市役所・公民館) ，市民施設(学校，病院，公

固など) ，都市基盤(生活道路，上下水道，光熱など) ，基幹交通(幹線道路，

鉄道など) ，情報機構(電話，郵便，マスコミなど) ，流通機構(商庖，銀行

など)

(iD 個人空間:住宅

(iiD 生産空間:企業

この分類に基づいて，第 5節では個人空間としての住環境に対する世帯の評価モデ

ル，第 4節では公共空間の例として生活環境に対する住民の評価モテール，および第

5節では生産空間の例として CBDに対する事務所の評価モデルをそれぞれ実証的

に考察することにする。そして第 6節では本章全体のまとめと今後の問題について

述べるJ
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第 2節 評価モデルの理論的研究

(1) 概説

都市施設はその必要に応じて都市計画によって定められる。現行都市計画法は

その第 11条において都市施設を限定列挙しているが，その大部分は公共施設あ

るいは主に公共施設として利用されるものである。都市施設の大部分が公共財で

あるということは，都市施設の評価につぎの 2つの特徴を与える。

1つは市場がないことである。私的財の場合には市場が形成されて，消費者が

限界単位の財に対して支払ってもよいと思っている価格と，生産者の限界生産費

とが等しくなる点で資源配分が最適になることが知られている1Fしかし公共財の

場合には，かりに都市住民がある都市施設を利用するためにある程度の支払いを

してもよいと思っていたとしても，その都市施設が供給されれば，その額を表明

することなく利用することができる。したがって，私的財のように価格機構を通

じて，公共財の価値を客観的に測定することはできない。このため都市施設の供

給者はその施設の客観的な価値を知ることができない n

他の 1つは行政機関が供給者であることである。より具体的に言えば，地方公

共団体が都市住民の代理として，都市住民のために都市施設を供給する。もちろ

ん都市施設の種類によっては国家が供給者である場合もあるが，ここでは地方公

共団体を供給者と考えることにする。

さて，地方公共団体が都市施設を計画する場合の評価基準として何を採用する

かは難しい問題である。しかし評価基準がどのような形態をとるかにかかわらず

評価基準を構成する主要な尺度はその施設の生産費(コスト)とその施設の客観

的な価値であると考えてよいと思われる。そしてこれらコストと価値とをどのよ

うに位置づけて評価基準を構成するかは，原則として都市住民の合意を得られる

ものでなくてはならない n 一方都市施設の価値の客観的な尺度としての市場価格

が存在しないのであるから，その尺度は都市住民の価値意識の中に根拠を求めて

決めるより他に方法はない n こうして都市施設の整備という物的なものと，住民

意識という質的なものとを結ぶことのできる理論の必要性が生じる。

都市住民の都市施設への欲求を需要とみなせば，地方公共団体による都市施設
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の整備を供給とみなすことができる。そしてもしこの需要と供給との聞に市場があ

れば，これら両者の相対的関係によって価格が変化するが，市場がないため変化す

るのは価格ではなく，その価格の背後にある住民意識であると考えられる。すなわ

ち，もし需要よりも供給が大であれば住民意識の内に満足感が生まれ，逆に需要が

供給を超過していれば，不満足感が生まれる。そして現在の大都市地域では慢性的

に需要が供給を超えており，住民意識の内に蓄積された不満は大きいと思われる。

そして先述の物的なものと質的なものとを結ぶ理論とは，これら需要と供給の相

対的関係が都市住民の意識内に不満を蓄積させていく過程を明示できる理論といえ

る。本節の目的はこの過程を一般的に展開し，これを統計的方法によって推定する

根拠を明らかにすることである。

(2) 評価モデルの概念規定

評価モテ守ルを展開する準備として，ここではモデルに含まれる概念を定義して，

本節の基本的な考え方を明らかにしておく。

都市には多種多様な価値観をもった住民や企業がいる。ここではこれらそれぞれ

の住民や企業を個体と呼ぶことにする。いうまでもなく，都市施設はこれらの不特

定多数の個体を対象として計画される。そこでこの個体の集合が都市施設をどのよ

うに評価しているかを明らかにすることによって始めて都市施設計画のための情報

としての意義が生じる。都市施設は，道路，公園，下水道等当該都市における個体

の活動にあたって必要不可欠の基本的施設であり，当該都市構築の骨格をなすもの

である。個体の都市的活動はこれら都市施設の整備水準に大きく影響されている。

したがって個体が満足すべき状態で都市活動を行なうことが可能か否かは，これら

都市施設すべての整備水準に依存している。そこで個体が都市施設の整備水準を総

合的に評価して感じる満足の程度を示す尺度を評価値と定義する。この評価値はそ

の個体にとって，都市施設の整備状態の良否または無差別の順序づけを表わす指数

である。これに対していわゆる社会的存生関数とは社会の厚生を示す序数的な指数

であり，すべての効用水準の関数である19)とされているが，この関数の特殊化のた

めには個人の効用の可測性と， r異なった個人間の効用比較」の可能性とを前提と

しなければならないで)このため社会的厚生関数そのものの形態規定は科学的方法に

よるのではなく，その社会の政策当局によって，何らかの政治的手続きを通じて行
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なわれるものと考えなければならないのもし社会的厚生関数が存在し，かっこれ

を科学的方法によって導くことが可能であれば，都市施設計画に限ることなく広

く社会的・経済的な分野での意志決定を合理的に体系化することができる。しか

しそれを客観的方法によって導くことができないのであるから，われわれに残さ

れた課題は，社会的厚生関数に関する意志決定を政治的手続きに委ねる前の段階

で，社会的厚生に関して，できるだけ科学的方法によって分析しておくことであ

ろう。そして都市施設計画の目的に関しても同じことがいえる。都市施設計画の

目的の設定や，あるいは目的関数という型で表現する場合の関数型等は政治的手

続きによって決定される性格のものであって，科学的方法はその前の段階までの

分析にのみ用いることができる。しかし，これらの客観的な分析結果を基礎にし

て，目的の内容や目的関数を提案することは，政治的手続きによる決定の場に 1

つのたたき台を与えることになり有意義であると思われる n そこで第 5章におい

ては第 5章での分析結果を基に， 1つの目的関数を提案して，計画モデルを考察

するのまた社会的厚生とは広く社会の経済状態に対する評価であるが，本論では

その経済状態のうち，都市施設が直接・間接に関係している状態のみを評価の対

象とする。さてこのような基本的立場から，まずつぎのような方法をとる。唯一

の社会的厚生関数の存在については考察しない。個体の価値観は原則として異な

っており， 1つの刺激に対する反応は個体の集合の中では分布している。したが

ってこの場合の評価は確率的な分析が適当であると考える。この集合に含まれる

すべての要素としての個体の状態をすべて記述することは技術的にまず不可能で

あるし，また情報としての信頼性は小さくなると思われる。また集合の平均的な

意識の状態を記述するだけでは，情報としての価値は小さい。そこで，情報とし

ての信頼性と価値とを最大にするためには，この集合を適当な部分集合に分け，

それぞれの部分集合の平均的な意識の状態を記述することが必要となる。どのよ

うな基準によって，どれだけの部分集合に分類するかは，求めようとする情報を

計画システム全体の中でどのように位置づけるかによって決まってくるものであ

って，先験的に部分集合が存在するものではないのこの部分集合について次のこ

とを言うことができる。「同ーの部分集合に属する個体の間には評価の仕方に等

質性が保たれ，相異なる部分集合に属する個体の間には異質性が存在する」。そ

2
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してこの等質性と異質性の程度に許容される不信頼度は全体システムの効率性か

ら決まるものである。この部分集合を階層と呼ぶ。階層区分の基準としての客観

的指標にはたとえば次のものがある?

1)職業上の地位:支配的地位にあるか，被支配的地位にあるかを区別して，

役所であれば幹部職員か普通職員かなどの区別をする。 2) 収入上の地位:都

市社会では職業の種類はかならずしもその収入を判定する指標となっていない。

したがって特定地域の平均生活水準を所得税または住民税等の指標によって中間

階層を定め，それを中心として上下の区分をつくる。 3) 文化教育程度:都市

社会では教育程度の高低は社会階層を決定する 1つの因子と考えられ，またそれ

は職業上の地位や収入ともある程度の相関関係をもつものである。 4) 固定資

産の有無:ふつう都市基盤をなすものとして建造物があげられるが，都市社会の

租税負担能力の 1つの指標として調査されている家屋および土地の評価額を階層

区分の目標とする。これはあくまで 1つの例にすぎないが，こうした階層区分の

研究は都市社会学の分野から多くの示峻を得ることができると思われる。さてこ

のように階層を定義することによって，社会的厚生関数の問題であった個人の効

用の可測性に対してつぎのように仮定する。都市施設の整備状態に対して，ある

階層は統計的に有意な良否または無差別の順序づけを表わす 1つの評価値をもっ

ている。さらにここで言う順序づけとは，いわゆる合理性の公準22)を意味してお

り，次の 5つの命題によって説明できる。1)個人は状態AとBの組み合わせに

ついて，自分自身がAよりも Bを選好するか， Bよりも Aを選好するか，あるい

はAとBについて無差別であるかを知っている。 2) 状態AとBの組み合わせ

について，これら 5つの可能性のうち，ただ 1つだけが成立する。 3)個人が

Aよりも Bを選好し， Bよりも Cを選好するとき，その個人は Aよりも Cを選好

する。したがって，統計的に有意な順序づけとは，すなわちこれら 5つの命題が

成立しない確率がある有意水準以下であることを意味する。明らかに統計的に有

意な順序づけを与える評価値は一義的でない。したがって任意の関数型を規定し

て，それが有意であるか否かを判定すれば 1つの評価値を推定することができる。

以上が本章の効用の可測性に関する基本的な立場である。

さて評価値を都市施設の整備水準の諸状態に対して，当該する階層の喰与する
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順序づけの指標であると定義したが，順序づけはその階層の「満足 Jとし、う概念

からみた順序であることをここで補足しておかねばならなし」そして評価値と満

足との関係を明らかにするために，さらに満足水準という概念を設け，これを次

のように定義する。「ある階層に属する任意の個体は，都市施設の整備水準のあ

る状態に賦与した評価値が，その個体のもつ満足水準より大であるとき，その状

態に対して満足し，小であるとき満足しない n Jこれまでの定義より評価値と満

足水準のディメンションは同一次元性23)をもつことは必要であるが，そのディメ

ンションは任意である。しかもこれら両者は個体の意識が満足か否かということ

に対してのみ意味をもっ。ゆえに評価値および満足水準の数値そのものは意味を

もたず，それらの差のみが「満足」と係り合う。そこで評価値と満足水準との差

を序数的評価値と定義しておく。

定義より序数的評価値は評価値と満足水準の差であり，かつ評価値と満足水準

はともにすべての都市施設の整備水準の関数である。ゆえに序数的評価値はすべ

ての都市施設の整備水準の関数となる。この関数を評価関数と定義する。

(3) 評価関数 24)

ここでは複数個の都市施設を総合的に評価する場合の評価関数の特徴とその推

定方法を述べる。すでに述べたように個体の集合を階層に区分するか，あるいは

その必要がないかは評価対象によって異なるし，また全体システムの中での評価

モデルの位置づけによっても異なる。しかし階層に区分する必要がない場合を，

全体集合が 1つの階層から構成されていると考えれば，階層に区分された場合に

含むことができる。そこでここでは集合が有限個の階層に区分されているという

前提のもとで，ある任意の階層の評価関数について考察する。階層とは既に定義

したように同じ価値観をもっとみなされる個体の集合である。そしてとの定義か

ら当然，同ーの階層に属するすべての個体は等しい満足水準をもっとみなされ，

また同ーの順序づけを与える評価関数をもっとみなされる。もちろん同ーの階層

に属していても，それぞれの個体の直面している都市施設の整備水準の状態は異

なる。したがヲて同ーの順序づけを与える評価関数をもっているが，それぞれの

個体が現在得ている評価値は，その個体が享受している都市施設の状態によって

相異なる。さらに，ここでいう階層はあくまでなんらかの客観的指標によって.

R
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各個体を分類したものにすぎないから，同ーの階層に属する個体といえども，そ

れぞれの満足水準には必然、的に差異が存在する。このように階層化の基準の適否

は，まず満足水準の唯一性に対する誤差として現われる。そしてより上位の計画

システムの効率性という視点、から階層化の基準を設定する場合には，階層内部の

満足水準の唯一性に対して，誤差の存在を前提としなければならない。同様に 1

つの階層は唯一の順序づけを与える評価関数をもっという仮説も誤差の存在を前

提としなければならないの評価関数の誤差という表現は直観的に理解しにくいが

つまり同じ都市施設の整備状態に対して，同ーの階層に属する個体の聞で，その

評価値に差異が存在するということである。

このように 1つの階層内部で満足水準に多様性があり，また同じ都市施設の整

備状態に対する評価値にも多様性があるということを前提としたうえで，操作可

能な評価関数を提示しなければならない。まず 1つの階層に含まれる個体の数が

十分に大きいことを考慮して，この満足水準と評価値とは正規母集団からの確率

変数であると仮定する。さてこの階層から任意にとられた 1つの個体がもってい

る満足水準を旬。，またある都市施設の整備水準の状態に賦与する評価値を hとお

く。包oとh はその定義より，正規母集団N(b，d)， N(ι ，d )に従う

確率変数である。ここに，品はその階層の満足水準の期待値61はその分散であ

る。また込はその都市施設の整備水準の状態 zに対する評価値の期待値dは

その分散である。この町と匂とを同一軸包上にとり，その確率密度関数を図

5・2・1 に示す。さらにこの任意の個体のもつ序数的評価値を偽とおくと，

世'z 包'" - uo ( 3・2・1) 

包ZJ拘とが確率変数であるから，凶確率変数となり，正規分布の再生性の定

理によって Vzは正規母集団N(込 -b，d+62)か、らの任意標本である。ゆ

えに確率変数%の確率密度関数は式(3・2・2)で表わされ，たとえば図 5・2・2

のような形をとる。

e Xp C ( Vz一(ι-Uo ) }2「

2 (o~ +ぐ ( 3・2・2) 

ところで，個体が都市施設の整備水準の状態 zに対して「満足」するの li，その
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個体の得る評価値が，その個体のもっている満足水準を越えた場合であるから，

満足するのは h 注均の場合であるアそして式(3・2・1)の定義から，結局状態

zが η 二三 0であれば満足することになる。これを階層として考えると ，Vz はこ

の階層を母集団とするある任意の個体のもつ序数的評価値であるから，階層とし

ての意識状態は一義的であり得ない n つまり階層としては状態zに対して「ある

確率」で満足し，また階層内の「ある比率」の個体が満足するのである。このう

ち，後者の比率を「満足率 lと呼ぶことにする。すなわち「満足率」とは都市施

設の整備水準の状態が zであるときに当該階層に含まれる個体のうち満足する個

体の占める割合である。さて満足率を P(z)とおくと，これは%之 0 なる確率

に等しく，図 5・2・2 の斜線部で表わされ，式(3・2・3)となる。

P(z) =Pr(世z20 ) ( 3・2・3) 

Vz一(Uz一旬。)}2 

P(z) = Ia r;:- ι一一 e勾[- • •• - Jれ z ( 3.2・4) 

さらに， d，dは 1つの階層内では一定と仮定し， J=d +dとおき，また

Vz 込 -UOとおくと，式(3・2・4)は，

∞ 仇-Vz)2 

P(z) = i一戸壬-e叩[- ? - J dVz 
U 、12~ 0 20ι 

( 3・2・5) 

さらに(ぬ一込 )/0= t とおけば，

Vz 

P(z )=f Zφ( t ) d t ( 3・2・6) 

ここにφ(t)は標準正規密度関数であり，次式で表わされる。

φ(t)=4eη(-ζ 〕 ( 3・2・7) 
、/"/~ L 

ゆえに結局，状態 zに対する満足率 P(z )は式(3・2・6)のように標準正規分布

関数で表わされることになり，階層の特徴は d と込に，すなわち， d，d ，L，瓦。

によって表わされることになる。この関数はたとえば図 5 ・2・2 のように，

t = 0のところで P(z) = 0.5をとる単調増加関数である。
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とすれば，、古=士∞となるかり，世z式(3・2・6)において，分散 σ2 0 

の正負に応じて P(z )は次式となる o

むよさ o
Vz < 0 。 ( 3・2・8) p (z) 

さらに 62=d+dであるから， 62=0とは， d=d =0のことである。ょっ

N(u".If:1 
て，階層内の評価値と満足水準の分

散が 0であるとき，階層の満足率は

1あるいは 0をとり，

図 5・2・ろのように非連続関数

一義的に

U 
Uz u. ( 3・このことは，式となる。

評価値と満足水準の分布図 5・2・1
2 ・8 )が階層内に残存する多様

. 6 )になっ

そこで，式(3 

性によって式(3 ・2

たと解釈できる。

v 
u，，-u. 。

f:OT 

• 2・6)の型をできるだけ式(ろ

に近づけることを目的とし2・8) 

て，層化の基準を設定し，評価関数

を推定すればよいのまた階層の規定

が既に上位システムによって決まっ

ていて変更できない場合には，同じ

ことを目的として評価関数を推定す

ればよいことになる。式(3・2・6) 

..v 
。。

図 5・2・2 序数的評価値の分布と

満足率関数

の形態に近づける

ことは，すなわち世voをMax.にす

を式(3・2・8) 

ることであり，階層内のすべての個体

11" 

1.0 

-
b
E
 

について，すべての都市施設の整備水準

の状態について世的をMax・にする

勺 0:/_2 
こと lま守ι U/σ T をMax.にするこ

v 

。 oのときの;事足率関数

0

・0

図 5・2・5
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ない個体集合との聞の序数的評価値の級間分散であり，件は全分散であるのイ

を最大にする評価関数を推定する統計的方法としては，判別関数法と林の数量化

理論E類とがあるが，質的変数を用いることができる点で後者が便利である。以

上によって，評価関数の具備すべき条件を明示し，かつその条件を具備した関数

を統計的に推定する根拠を明らかにすることができた。そこで次に，この評価関

数の形態規定を行ない，これを推定する方法を具体的に述べることにする。

これまで重ねて述べてきたように個体が満足か否かを規定する評価値は一義的

でない個体の都市施設の整備水準の状態に対する順序づけを統計的に有意に再

現できる指数であれば，その指数を評価値とみなすことを否定する理由はない n

このため，評価関数の形態を規定する先験的な制約は存在しない n 形態の否定は

その統計的有意性だけであって，所与の有意性を与える形態のうち，どの形態を

採用するかは，むしろ操作的な簡易さである。そこで本論では，操作上最も簡便

であるという理由によって線形式を採用することにする。この結果，評価関数を

式(3・2・9)で仮定する。

世z=iiム(jk)Xjk ( 3・2・9) 

ここに f 九 個体 4の序数的評価値。

o，(jk) :個体 tが都市施設 jの水準 kに置かれているときしそう

でないとき 0をとるダミー変数 u

X)k 都市施設 jの水準 kの序数的評価値。

R 都市施設の種類数。

4 都市施設 jの水準数 u

未知数X)I'( j = 1， 2，… R k=1， 2，…・・ ，kj )をがが最大に

なるように決定するための統計的方法として数量化理論E類27)を用いるが.その

解法について簡単に述べておく。

まずある 1つの階層について，都市施設全体に対して満足している個体の集合

t1と，満足していない個体の集合らとを分けておく。このとき，式 (3・2・9) 

で定義される序数的評価値引の全分散を d，また集合 t1と集合 t2との聞の級間

分散を d とおくとき，相関比がは式 (3・2・ 10)で与えられる。
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( 3・2・10) 

ゆえにポを最大にする毛kを求めるには， η2を毛kで偏徴分して，それぞれを 0

とおけばよい。すなわち

θ可2

一一一一 o
0毛k

(j=1，2，……，R，k=1，2，……，め)

( 3・2・11 ) 

θ6i 206; 
可ー一一一
。毛k

( j= 1， 2，……. R， k= 1， 2，一一，kj ) 

( 3・2・12) 
θ'X)k 

式"'・ 2・12)を展開すると結局固有方程式となるから，これを解いてがの最大

根を求め，てれに対応する固有ベクトルを求めればよいのそして，求められた

毛kに ，わ

ら=毛k A21毛kち〆旬
( 3' 2・13) 

なる変換を施して，各要因ごとの X)k を規準化しておくと便利である。

ここに 叩 =pz(jk)，%=fm である。

さてこうして求められたX)kは，相関比がを最大にするが，その解法から明ら

かなように~k は方向性をもっていない。序数的評価値の定義から， )ちk の増加

は，満足率を増加させねばならないから，もし，推定の結果 v，く V2 であるとき

は，すべての毛kの符号を逆にしておく。もちろん符号の反転によっても相関比

イは不変である。

つぎに満足率との関係を推定する方法について述べる。この方法によってある

都市施設の整備水準の状態 zとはベクトル(oz(jk))によって表わされ，この状

態に対して，階層の賦与する序数的評価値の平均値込が推定される。 この序数

的評価値の原点を満足率 50%の点に定めるために調整係数Xoを設けると， 式

( 3・2・6)より次式となる。

Vz +xo 内

p (z) = 1_00 0 τ去exp(一子 Jdt
、ノどπ L 

( 3・2・14) 

一方，推定された込を適当な級に分け，それぞれの級の満足率 p(z )を観測する
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/¥ 
ことができる。そこでこの観測値を P:.とおくと次式となる。

ハ¥ Y- 唱フ

白九=/‘っ三=-e叩し一千 Jdt
ー∞、/'Lπ L

〈

{ 3・2・15 ) 

さらに式(3・2・15)より，このPzに対する積分上限値Yzを正規分布表なとを

利用して求めておく。式(3・2・14)と式(3・2・15)より，観測値の適合度は次

式によって検定できることになる。

.L Z 

Vz + Xo 
- - --

σ 

これを変形して，

Vz σYz -X(。

( 3・2・16) 

( 3・2.17 ) 

よって，都市施設の整備水準の状態 zに対する序数的評価値の推定値 Vzと，満

足率の観測値 Yzを，式(3・2・17) に代入して，単回帰分析により，分散62と

調整係数XO を推定することができる。序数的評価値が満足率に対して意味をも

っているか否かは，この単純相関係数の有意性によって判断できる。

(4) 意識と都市施設の整備水準

R個の評価要因を総合的に評価して満足するか否かは式(3・2・9)の評価関数

と式(3・2・14)の満足率関数によって表わすことができる。しかし式(3・2・9) 

のダミ 変数ム (jk)は，その定義からも明らかであるが.ある個体の意識の状

態を水準に分類したものにすぎない。つまりある個体 4が施設 jに対して優，良，

可といった 5水準のうちのどれに該当しているかを示すものである。したがって

ここでは具体的な施設水準を考えているのではなく，その施設水準に対する個別

の意識を考えており，これら個別施設に対する意識と全体に対する意識との対応

関係を与えるにすぎない n もちろんム(jk) として具体的な施設水準を採用する

ことも方法論的には可能である。たとえば通勤時間や住宅の広さ等を適当な級に

分けて，これを 0，(jk)とすることもできる。そしてこのム (jk)と全体に対す

ゐ意識との対応関係を同じ方法によって推定することも可能である O しかしすべ

ての施設が具体的な水準によって表わせるとは断定できないし，また以後の実証
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によっても明らかとなるが，具体的な施設水準と全体意識との対応関係を統計的

に有意な精度で推定することは難しいハ

そこで本章では，まず(3)の方法によって個別施設に対する意識と全体に対する

意識との関係を推定し，つぎに個別意識と個別施設の整備水準との関係を推定す

るという 2段階に分けることにする。 (3)の方法によって明らかになることは，各

施設に対する意識が全体に対する意識にとってどれ程重要であるかを示す相対的

な数値(具体的には RANGE)である。しかし(3)の方法だけでは全体に対する満

足を高めるためには各施設を何単位整備すべきであるかという情報は不明である。

そこでここでは各施設の整備水準とその施設に対する意識との関係を明らかにす

る方法を述べる。この関係を明らかにすることによって，ある施設を Z単位整備

することによって，その施設に対する満足感をどれだけ高めることができるかを

知る。そしてその施設に対する満足感の増加は，全体に対する意識をどれだけ高

めるかを(3)の方法によって知ることができ，結局はその施設の Z単位の整備が全

体に対する意識をどれだけ高めるかを知ることになる。

さて.(3)で用いた孔(jk)とは個体 tの施設 jに対する意識の状態を表わすも

のであり，たとえば1.非常に満足である. 2.満足である. 3.どちらでもない. 4. 

不満である 5.非常に不満である，というように，一般に kj 個の状態のうちの

どれかに該当するものとして表現される。ここでの問題はある個体4がこれらの

kj 個の状態のうちのどれに該当するかということと，その個体が施設 jの整備

水準としてどの水準に置かれているかということとの関係を明らかにすることで

ある。すでに(1)で述べたように，ある個体のその施設に対する意識の状態は，そ

の個体がその施設に対してもっている欲求がどれ程充足されているかによって決

まるものであると考えられる。いわば公共体の施設供給が都市住民の需要をどれ

だけカバーしているかによって決まるものであり，これら需要と供給との聞に均

衡関係が成立していなければ，現実の都市生活において，何らかの不都合が生じ

ていることになる。その不都合は都市活動を直接停滞させるか，あるいは何とか

活動を維持しているものの.都市住民に弾力性をとらせていると思われる性質の

もの性あると@まず O1 (jk )の意識の状態を満足と不満という 2分法に分けて理論

を展開していくことにする。ある任意の個体 tがある施設 jに対して， z:jJ単位
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の欲求をもっているとすると，その個体に対して，施設 jをどj 単位供給すると

その個体のその施設 j に対する意識の状態はどJ 注 x~} のとき満足し x'} く x~}

のとき不満となる。

さらに(2)の定義より，個体はある 1つの階層に属しているのしたがって個体と

はある部分集合から任意に抽出された標本であるといえる。そして個体が満足す

るのはその個体の欲求吋J 単位を超えて供給が行なわれた場合である。もしこの

階層が完全に価値観を同じくする個体の集合であるならば，この階層に属するす

べての個体の欲求は可J に等しいと仮定することができ，この場合には，各個体

にピ単位ω供給をすれば， d÷zJJによって，その階層が満足するか否かは確

定的に決まる。しかし一般に階層内の個体の完全な等質性を期待することは不可

能であるから，それぞれの個体の施設 jに対する欲求吋J は，この階層内で分散

をもっと考えなくてはならない n ゆえにこの階層に属する任意の個体 tのもつ欲

求吋J は，この階層を母集団とする確率変数であると仮定することができる。そ

こで今この階層に属するすべての個体に対して施設 jをu単位供給するとき，任

意の個体が満足する確率F(が)は，その個体が d より小さい欲求 xoをもってし、

る確率に等しい。

F(ど) = Pr C :r! 二三 xg J ( 3・2・18 ) 

さて一般に分布関数F(:r!)は関数 ψ(:r! )を適当に選ぶことにより，

F (x1) 1 - exp C -11' (x1) J ( 3・2・19) 

さらに吋は一般に非負のある値 T以上であるから，

d 二三 T 
( 3・2・20) 

o<x1 <r 

また定義より F(が)は単調増加性をもっており，式(3・2.19 )より ψ(r) = 0 

となり x1> rで単調増加する関数でなければならない。このような条件を満

足する関数で最も単純な形は次式である。
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(ar一戸 )βJ

tp(ど
).J 

したがって. F(x') の最も単純な形として次式を得る。

( (3J> O. ).J > 0 ) ( 3・2・21) 

x' -r' )βJ 「

F (x' ) 1 - exp l -. ，l，1 J ( 3・2・22) 

このとき，欲求吋の分布は F(が)の確率密度関数で表わされるから，これを

f (xrf )とすると，

， βJ ( xrJ -r' ) (31- r- x6 -rJ )o i 
f (zd)=AJ  ezp L-u  AY J ( 3・2・23) 

式 (3・2・22)と式(3・2・23)で表わされる分布はWei bu 11 分布関数2~ と呼ば

れるものであり .slを形のノミラメータ ，ザを位置のパラメータ. ).，1を尺度の

パラメータと呼ぶ。その形状は図 5・2・4 に示すようにかによってとくに変化

し.(3J= 1のとき指数分布 .sl=3， 4と大きくなるにつれて正規分布に近い

分布になる。r'= 0 のときの平均値と分散は次式で与えられる。

E(ar) (が内 ( 3・2・24) 

...L 2 
V ( ar ) ( ，e )"IJ { r ( 1 +で )-r(1+τ)} (31' - ，.. sl ( 3・2・25) 

こうして，意識の状態が満足と不満という 2分法の場合には式(3・2・22)によ

って，ある任意の個体が満足する確率F(ar)を近似することができる。

さて欲求 zJはある個体が施設 jに対して満足するかあるいは不満足するかの

境界値である。したがって意識の状態がこのような 2分法に分けられていない場

合には，その欲求は変化すると考えられる。たとえば先述のように施設 jに対す

る意識の状態が 5段階に分けられているとき，相隣接する状態聞の境界値をつぎ

のようにおく。

意識の状態 境界値

e 1. 

e = 2. 

e = 3， 

e二 4

e = 5. 

z

z

z

z

 

〉

〉

>

>

足

・

一

一

満

満

一

・

口

不

に

足

通

満

に

常

常

非

満

普

不

非
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その場合これらの境

界値の聞には次式が

成り立つ。

x~ > x! > x~ > x~ l' ..2 

( 3・2・26)

そしてこれらの境界

値に対して，次式に

よって Fe( x' )を定義

する。

Fe( x') 

=PrCが;ミバ)， 

( e = 1， 2， 3， 4) 

( 3・2・27l

0.2 0.... 0.6 0.8 1.0 1.2 1.... 1.6 1.8 2.0 2.2 x 

0.2 

1.0 

0.8 

K 

Lι0.6 

0.4 

O. 

O. 0.2 0.4 Q6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 x この Fe( :XY )はある個

体のもつ境界値バ

が dより小さい確率

を表わすことになるから， 2分法の場合と同様に， Weibull 分布関数で近似さ

れ，次式となる。

図 5・2・4 We i bu 11分布関数

凡(が 1- exp C一(がんば内 ， (e=1， 2， 3，4) ( 3・2・28) 

さらに，次式によって新たに確率民(:XY )を定義すると，

π1 (x}) = Pr (がよ::>x{ 

π.(が 巳〔ペー1> XJミ zf (e=2， 3， 4) ( 3・2・29) 

πs(が) = Pr C ~ >グ 、J 

7i.( x')は施設 jの整備水準が d であるときに，任意の個体の意識の状態が eであ

る確率を表わしている。式(3・2・27)と式(3・2・29)より，次式左なる J

R》之，》



π， (x}) = F， (が)

πe( x} ) F，(が)-Fe-' ( x1)， (e = 2， 3， 4) ( 3・2・30) 

πs( x} ) 一日(が)

Z πe( x1) = 1 ( 3・2・31) 

ゆえに F，( xJ) ， (e = 1， 2， 3， 4， 5)がたとえば図 5・2・5 のような Weibull

分布関数で与えられているとき，同(x})， (e=1， 2， 3， 4， 5)は図 5・2・5 の

ように求められる。

こうして，ある 1つの階層の

ある 1つの施設に対する意識の

状態は7r，(が)によって表現でき，

それは結局は整備水準 dの関数

となるの

(5) 結び

本節では都市施設の整備と直

'.0 

確

率

音
色

O.目。

図 5・2・5

値段3の整備本車

施設 jに対する意識の状態確率

接的・間接的に影響をもっている個体(都市住民あるいは企業)が都市施設をど

のように評価しているかを分析する方法論を展開した。ここではこれらを評価モ

デルとして整理し，図 5・2・6 に従ってまとめていく。

まず個体は価値観の類似性とシステムの信頼性からみた効率という視点から適

当な階層に分けられる。そしてそれぞれの階層について，つぎのような定義と仮

定ができる。

1)ある 1つの都市施設あるいは都市機能に対する個体の満足意識は，その施設

jの供給どの関数であり，任意の個体が意識 eに属する確率7r.(x')は式( 3・

2・30)で与えられる。

2 )ある任意の個体 iがR個の都市施設に対して，それぞれ久(jk)，(I=1，2，

・， β )の意識の状態にあるとき，その個体の序数的評価値引は式 (3・2・9)

で与えられる。これを評価関数と呼ぶ。

よって，意識の状態。，(jk )の代わりに，その確率引(JY) (サフィックス 4

は省略)がわかっているときは，序数的評価値の期待値E(世)は次式で表わさ
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れる。

E(v) 子fh(ど)Xjk ( 3・2・32) 

3 )序数的評価値世をもっ個体のうち，満足している個体の比率を満足率と定義

すると，この満足率 P(ψ) は ψ の正規分布関数で表わされる。これを満足率関

数と呼ぶ。

置~
施設の 整備水準 x) ，(j=l， 2，・-…，R ) 

欲求を超過する確率

r.;} 

("" x) - r~ )ド...，
F.(x}) 1 - e叩 L-Ai.J

(e=l 2， … ・・， L) 

(j = 1， 2.……. R) 

意識の状態確率 l 
π1 (x) )珂(x)) 

πe (x)) = F. (が ) ー ι1(x)) ， (e =与.三二 1) 

πL (x) ) ← F
L
-

1 
(x}) 

評 価関数 l 
vz=Z f A(jk)毛k

or 

E(ψ )=.xぞ円 (X})X}k
J 広

満 足率関数

へ+xo

P(世.) =1 (J っ1 exp C一千Jd t 
、/2 πL

図5・2・6 評価モデルの概念図

以上の関数関係の系を評価モテ‘ルと呼び，第 3節，第 4節，第 5節で実証していく。
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第 5節 住環境に対する評価モデルの実証的研究叩)

(1) 概説

住宅問題は現在最も解決の困難な都市問題の 1つである。昭和 44年度の建設

白書31)によると，国民総生産に占める住宅投資率は昭和 43年度に7.2%となり，

新規建設戸数は約 140万戸に達しており，住宅の絶対数不足はほぼ解消された

と推定しているが.一方で狭さ，専用施設の不備，さらには遠距離通勤という形

の住宅難は今なお深刻であると言われている。この住宅難という住宅に対する評

価指標をとりあげてみると，住宅難の定義は 1.非住宅居住世帯. 2.同居世帯 3.

老朽住宅居住世帯. 4，狭小過密居住世帯 (2~3 人で 9 畳未満， 4人以上で 12 

畳未満)であるとされている。この住宅難指標はいわば客観的指標であるが.こ

れを主観的な意識を捉えたものである住宅困窮意識調査と比べてみると，昭和44

年の住宅需要調査によれば，住宅困窮世帯は全国で 3 7 %.東京圏 4 2 ~ら.大阪

圏 40 ~らである。一方この調査での住宅難世帯は全国で 12% .東京圏 22.8% 

大阪圏 20.8 %となっており，両者の差は大きいものとなっている O この結果，

たとえば全国の場合，住宅困窮世帯であって，かつ住宅難世帯である世帯は 23 

%にすぎず，住宅困窮世帯のうち 77 %は住宅難世帯でないと判断されている。

このように住宅難指標は世帯の主観との聞にかなりのずれが見られ，住宅を評価

する上においての住宅難指標の再検討が必要である。そこで本節では住環境に対

する世帯の意識を定量化して，住環境計画や住宅政策にとってより有効な情報を

もった指標を推定する。推定方法に関する理論はすでに第 2節において展開した。

本節はこの理論の住環境の評価モデルへの応用である。実証に用いた資料につい

て簡単に説明する。総理府は指定統計第 14号として，全国都道府県および都市

における住宅の規模.構造，設備など世帯の居住状態を明らかにするために，昭

和 43年 10月に住宅統計調査を実施した。本節ではこの住宅統計調査のうち，

神戸市企画局統計課によって実施された調査資料を対象とした υ

(2) 住環境の評価要因と評価主体

住環境に対する評価を構成していると思われる要因を評価要因と定義する。住

環境の評価要因には種々なものが考えられるが.日笠氏によると子)住環境のスケ
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ールは1)住宅とそのまわり. 2) 日常生活の行なわれる近隣. 3 )都市，の 5

種類に分けられる。そしてそれぞれのスケールで問題とされる事柄は次のようで

ある。

1)住宅とそのまわり 外的条件から安全で，十分必要を充たす空間を確保

し，生活行為が安全に能率よく快適に行なわれているか n

2 ) 日常生活の行なわれる近隣 農村のように密度が低く，かつその集団が

小さい場合は問題とならない点で，都市のように密集してくることにより引き

起こされる問題。

3) 都市 スモ v グ等，近隣の環境ではどうにもならず都市的スケールで考

えざるを得ない問題。

このように住宅から近隣，近隣から都市というように環境の機能を考えると，

それぞれの段階において果たすべき重要な役割があり，どの 1つが欠けても健全

な都市環境を造り出すことは困難である。本節で以下に実証していく対象は主に

1)住宅とそのまわりに関する評価モデルであり. 2 )とろ)に関しては次節で実

証する。

まず住環境の評価要因として表 5・5・1 に示す 10種の要因を用いることにし

表 5・3・1 住環境の評価要因

J伝 評 価 要 因 水 準

住宅 の 広 さ 十分である 2 普通 5 狭すぎる

2 住宅の間取り，構造，様式など 満足している 2 普通 5 不満足である

5 建物のいたみ具合 いたんでいない 2 普通 3 ひどくいたんでいる

4 便所，炊事場，風呂等の設備 良 b、 2 普通 5 悪 い

5 家賃，曾l賦金，その他の支払い 楽である 2 普通 5 負担が大きすぎる

6 日照，通風等の衛生条件 良 し、 2 普通 5 悪い

7 浸水，ガケ崩れ，公害等の災害 1 全く危険を感じぬ 2 普通 5 危険を感じる

8 世帯主の通勤時間 あまりかからない 2 普通 3 かかりすぎる

? 遊び場等子供のための環境 1 良 U、 2 普通 5 悪い

10 買物等日常生活の便利さ 便利である 2 普通 5 不便である

全体に対して
全く因っていない 2 さしあたり困っていない

5 困っているが，がまんできる 4 非常に困っている
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た。これら各要因の水準をし 2， 3のろ水準に分けて調査すると共に，住宅施

設全体の水準を 4つの水準に分けて調査した υ 評価要因の 5水準に対する度数は

表 5・5・2 に示す。これによると，約半数の世帯が満足しているのは r4・便所，

炊事場，風目等の設備」だけであり，満足している世帯の多い順に r6.日照，通風

等の衛生条件 J，r 10.買い物などの日常生活の便利さ Jr 5・家賃・割賦金その

他の支払い lとなっている。 また不満足な世帯の多いのは r1.住宅の広さ」

r 3.いたみ具合1. r9遊び場等子供のための環

境」となっている。このことから，現在の住宅は

世帯にとってコンパクトにまとまり，機能的では

あるが，余裕のない住宅であると感じられている

ことがわかる。

つぎに要因聞の従属関係の有無を調べるために

要因の相関行列を求めた結果が表 5・5・5 である。

これによると， r 1.住宅の広さ」と r3.建物のい

たみ具合 jとの相関が 0.51 5 と比較的高いこと

を除けば要因間に高い相関は認められない。さら

tここσコ

相関行

列を用

表 5・5・2 要因水準に対
する度数分布

認き 4ハι 5 

140 907 1063 

2 532 回8 690 

5 123 1033 954 

4 1061 856 193 

5 562 1247 301 

6 890 1005 215 

7 231 1095 784 

8 321 997 792 

9 90 1105 915 

1 0 765 918 427 

表 5・5・5 評価要因の相関行列

要因 4 5 6 7 9 10 2 5 

パリマ

いて I1 I 1. 000 

ックス、

法5めに

よる分

析を行

ない，

8 

12  I乱214T1型
5¥  0.5151 o. 325 ~OO 
4¥  0.0加¥O. 240 ¥ O. 199 ¥ 1. 000 

51  O. 211 1 O. 282 ¥ o. 359 1 O. 2田 11. 000 

61  !'. 020 1 O. 0781 o. 050 1 O. 200 1 O. 081 11. 000 

7¥  0.311 ¥ 0.29810.481 10.2101 0.46810. 05711.DOO 

8¥  0.163 ¥ 0.221 ¥ 0.225 ¥ 0.219 ¥ 0.160 1 0.090 ¥ 0.202 ¥ 1. 000 i 

91  O. 1451乱 118¥ 0.209¥ 0.124¥ 0.038¥ 0.071¥ 0.121! 0.157¥1.000 

1o I乱 02810.024 ¥ 0.067 ¥ O. 191 ¥ 0.064 I O. 189 ¥ O. 066 J 0.0341 0.09911. 00口

第 5合

成変量までの構造を求めたのが表 5・5・4 である。合成変量はいずれも単純構造

を満たしてはいるが.その構造ベクトルはほとんど 1つの変量とだけ高い相関係

nu 

凋
崎



数をもち，他の変量との相関係数は低い構造となっている。このことは相関行列

の非対角成分の絶対値が全体的にかなり低いためである。したがって，この結果

から求められた合成変量の中に，ある変量固有の変動だけが大きく含まれること

になり，いくつかの変量に共通な変動をとらえることのできるグループ化を明

らかにするような合成変量は存在しないことになる。すなわち，いくつかの変量

の聞に共通する変動にくらべ，各変量固有の変動が大きいことを意味している。

この結果より. 1 0種の要因をグループに統合することなく，すべてを独立な要

因とみなして，以下の分析を続けることにする。

さて，住環境に対す
表 5・5・4 合成変量の構造ベクトル

る評価は，個人の価値

観に多様性があるため

原則として世帯により

異なっていると考えら

れる。しかしすべての

世帯についての評価関

数や満足水準を求める

ことは技術的に不可能

であるし，また住環境

計画のための情報とし

¥評¥価¥要J因告¥成変¥量

2 

5 

4 

5 

6 

7 

8 

? 

10 

パリマックス基準

2 

0.602 o. 013 

0.283 0.177 

0.991 o. 036 

0.146 0.226 

o. 326 0.945 

0.027 0.061 

0.486 0.321 

0.183 0.087 

0.173 -0.023 

0.046 0.040 

0.083 O. 069 

5 4 

-0.012 o.日日1

0.147 0.019 

0.047 0.013 

0.962 0.019 

日024 o. 007 

0.168 0.147 

0.061 0.020 

0.160 -0.005 

0.092 0.070 

0.162 0.985 

0.075 0.084 

5 

0.051 

0.122 

0.034 

0.020 

0.015 

0.049 

o. U72 

0.966 

0.105 

日001

0.078 

ても無駄であると考える。一方都市あるいは地域全体の平均的な評価関数を求め

るだけのマクロな情報では不十分であると考える。そこでこの両者の中間として

世帯を適当な層に分類し，それぞれの層の評価関数を推定する必要がある。この

層化は世帯の評価方法の類似性と異質性，すなわち満足水準と評価関数の類似性

と異質性とを基準にしてのみ可能となるが.この基準を先験的に知ることはでき

ない。さらに評価関数を層別に推定して，住環境計画の情報として有効に位置づ

けるためには，評価関数以外の計画のための情報もまた層別に提示される必要が

生じることも考えられる。こういった計画システムの信頼性.効率性を考膚する

と，層化の基準は容易に設定できるものでなくてはならないことになり，これは

必然的に層聞の異質性と層内の類似性とを犠牲にする。したがってこのあいまい
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となった異質性と類似性との適切な処理方法も評価モデルの展開に課せられた課

題であると言えよう。さて層聞には価値観の異質性が存在し，層内には類似性が

認められ，かつ簡単な基準を設定するために，若干の分析を行なう。まず住宅需

要者の立地性向に関しては，従来多くの研究が行なわれているが，この中で層

化に関して，職業の通勤時間に対する拘束の結果，都心にしか立地できない階層

のあることが報告されている。この階層は立地限定層と呼ばれている。これに対

して通勤時間にある程度の弾力性を持っていて，その他の条件，たとえば環境条

件などとの代替性をもって住宅の選択を行なっていると思われる階層は立地非限

定層と呼ばれているで)このような相異なる階層においては，現在自己の入居して

いる住宅や生活環境に対する評価を行なうとき，立地限定層に属する世帯にとっ

て，通勤時間の評価の占める位置は，立地非限定層にくらべ非常に高いと考えられ

るから，この 2種の階層間では評価要因の重要度が異なっているはずである。し

たがって評価関数の推定のための層化においては，立地限定層と立地非限定層と

を分離する必要がある。また労働事情により 1) 2 4時間勤務型， 2) 家族労働

型， 3) 早朝勤務型. 4) 交替性勤務型を立地限定層とした報告もあるi5)本論で

はこのような分析結果を参考にして， W とBの 2つの層化の基準を設けた。

W(ホワイトカラ一層)

1 )専門的・技術的職業従来者

2) 管理的職業および一般事務従業者

3 )販売従事者

B(フルーカラー層)

4) 農林業・漁業・採鉱・採石従事者

5) 運輸・通信従事者

6 )技能工・生産工程従事者および単純労働者

n保安・その他サービス職業従事者

8 )その他

この 2つの基準を比較するために始業時刻を調べたのが表 5・5・5 である。明

らかに 2つの基準の間では始業時刻の分布は異なっており， Wでは午前 9時台を

頂点としているのに対し， Bでは午前 8時台を頂点としており，また始業時刻不
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定の比率も多い。このことは少なく

ともこの 2つの層の間で，通勤時間

等の評価要因の占める重要度が異な

っていることを意味する。また世帯

はそのライフサイクルに応じて，単

身者世帯，夫婦のみの世帯，夫婦と

子供の世帯.幼児のし、る世帯，青少

年のいる世帯，子供が独立した老夫

婦などのように種々さまざまな構成

表 5・5・5 始業時刻の分布

よ訳 w B 

世帯数 % 世手帯数

午前 7時台 19 1.7 46 

午前 8時台 273 25.0 516 

午前?時台 552 切.6 224 

午前10時台 64 5.9 14 

不 定 143 13.1 320 

そ の他 40 3.7 62 

H 1091 100.0 1182 

% 

3.9 

43. 7 

19.0 

1.2 

27.1 

5.3 

100.0 

に分類される。このような世帯構成の相異によって，たとえば幼児のいる世帯で

は児童公園の有無や，住宅周辺の道路の交通量等が住環境評価において大きなウ

エイトを占めるであろうし，また単身者世帯や夫婦のみの世帯では日常生活の便

利さ等の機能的条件を重視しているかもしれない n このように住環境に対する評

価の仕方は家族構成に応じて多種多様である。したがって，層化の基準としては

各世帯の家族構成を採用する必要があるが.先述のように基準はできるだけ簡単

であることが望ましいので，本論では家族構成に代わるものとして，家族人数を

基準とする。さらに各世帯の資産，所得等のいわゆる経済的条件が住環境に対す

る評価の仕方に大きな影響を与えていることは十分考えられるので，経済的条件

を表わす基準として，月収を用いることにする。こうして結局本節で層化の基準

としたのは，月収，家族人数および職業の 5つであり，月収は 4万円以下を低所

得. 4万円以上を高所得とし，家族人数は単身世帯. 2 ~ 3人. 4人以上の 5水

準に分け，表 3・5・6 に示す 10種の層に分

類した。今後各層をこの表に従って C1 • C2 • 

・.C10と呼ぶことにする。ここでこの層化

に基づく若干の分析を追加しておく。まず表

5・5・7 は各層に属する世帯のうち，現在の

住環境全体に対して満足している世帯の占め

表 5・5・6 世帯の階層化

B 

2~3 人 C6 

4人以1::I C7 c，o 

る比率である。最も満足しているのは C1のホワイトカラー単身世帯であり，最も

満足してし、ないのは Csの家族人数 4人以上で低所得のブルーカラー世帯である。これ
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は現在の大都市が単身世帯には住みやすく，

家族持ちには住みにくいことを物語っている。

さらにこの表によると，月収，家族人数およ

び職業の 5つの基準の聞に矛盾のない満足率

の推移が認められる。つまり 3つの基準の

うち，他の 2つの基準が同ーであれば，月収

が低い世帯程，家族人数が多くなる程，そし

てホワイトカラ一世帯よりもブルーカラー世

帯程満足率は減少してし、る。とくに低所得層

表 5・5・7 階層別の満足率

反長 低 所 得 高所得

W I B w B 

人
0.61 0.59 

(100) ( 98) 

2-3人
0.45 日41 0.52 0.46 

(401 ) (479) (249) ( 175) 

4人以上
0.37 0.35 0.48 0.41 

( 99) (204 ) (164 ) (141 ) 

(同はサンプル数

においては家族人数の増加にともなう満足率の減少が著じるしい。このようなろ

つの基準の間での満足率の推移が主観的判断と矛盾していないことは，この 5つ

の基準による層化が少なくとも無意味ではないということである。

(3) 評価モデルの推定結果とその考察

世帯を層化し，その中の任意の層の評価関数を線形と仮定すれば，世帯 4の評

価値的および満足水準向は評価要因の水準の線形一次結合で表わせる。したが

って，次式によって序数的評価値引を定義すると，官z も要因水準の一次結合で

表わせる。

V. U. - U日 ( 3・5・1) 

そこで，この序数的評価値引を次式で仮定する。

uz=;ト(jk)毛k + Xo ( 3・5・2l 

ここに ( o，(jkl 世帯 4の要因 jの水準が kであるときしそうでないと

き 0となるダミ←変数 u

X)k 要因 jの水準 kに与える数値。

Xo p( 0 l = 0.5を成立させるための調整係数。

R 要因の数。

kJ : 要因 jの水準の数 U

そして，第 2節で明らかにしたように，未知数毛k(j=1，2， ......， R;k=1 
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2，……， k} ) を相関比がが最大になるように求めればよ町、がを最大とす u

X} k を求める方法には数量化理論E類と判別関数法とがあるが，本モデル νJ場合

は o，(jk )がダミー変数であるので前者を用いることにする

先述の調査資料によって，層化は表 5・5・6 により，評価要因は表 3 :・ 1 に

より，また要因全体に対する評価は水準 1と水準 2をまとめて満足してし、るケル

ープ，水準 5と水準 4とをまとめて満足していないグルーブとして.数量化理論

E類によって計算した。 10個の層別に求めた計算結果のうち. '¥k' X . 

RANGE，甲 を表 5・5・ 8(その 1，その 2)に示す。 相関比はU.59

~ 0.7 8 といずれも高く，少なくとも住宅施設全体に対して満足するか

否かはこれら 10種の要因によって判別できることがわかる。そこで RANGEが

表 5・5・8 評価関数の推定結果(その 1 ) λ) k • Xu .甲

属、思 C1 C2 C3 C4 Cs C6 C7 Cs C9 一立]
1 + O. 46284 +且 04342+且 46651-0.15467 + 0.51837 + 0.54654 + O. 70330 + O. 7~2日 +0.17854 
2 + O. 18208 + O. 19578 + U 37790 +日 36226+ O. 42037 + 0.38014 + 0.339ω + 0 ""'004 + 0.46388 +且 43353
5 日日716-0.35743 -0.41013 0.2658日 -0.48163 -0.45346 ー日 27576-U.24480 -0.37742 -0.28053 

一一
+ 0.04955 + O. 00983 + 0.32208 +日 64765+ 0.09989 +且 15144一日 10875+ O. 54974 + 0 04451 + 0.18644 

2 2 + O. 13225 + O. 45206 -u.0，，"，07 -0.02783 ー日 07023-0.20tl16 + O. 14531 -0.06870 + O. OC)l)O + 0.02吋
5 -0.25167 -0.43423 -0. 26365 - 0. 34653 -0.02028 + O. 15345 -0.13344 -0.21668 -0.05448 一且 16638

十日 02427+且 41687-0.24235 +且 60544+ O. 38218 -0 08259 + 0.35959 -O. 49490 + J 13843 +凪 71923

5 2 +日日5346+ O. 23939 + O. 41621 +且 35208+ O. 10263 + 0.14138 +日.24209+ 0.03373 + 0.06282 + O. 16254 
5 ー日 10813-0.45172 -0. 413日4ー且 39456-0.19120 -0.14122 ー日 25663+日日1882 日26157 0.28077 

-0.12473 + 0.21127 +且 05811+ O. 07299 + O. 03104 + 0.2日564+ 0.08456 +日 04406+ 0.06563 -O. 05407 

4 2 + O. 05456 -0.21545 + 0.01348 -0.04998 + 0.01070 一日 21134ー日口9258一日日7080+ 0.182391+ 0.06日71
5 + 0.61799 -0.02981 -0.37843 -O. 17390 口24594-0 13106 日03236+ 0.03330 O. 79363 +口 10983

トーー一一

1 + 0.077犯 一且 42657+且 01902+且 23360 0.01591 + O. 05135 +且 42128+ 0.28466 - 0. ..1014 + O. 18394 

5 2 +日日2383+且 14904+ 0.04812 - 0. 04956 +日 04051+日 04654ー日 13115一日 03384+ 0.03130 一 0.1，9286
3 -O. 25409 +0.10740 -O. 27320 0.21372 -0.24369 -0.37224 +日 03013-0.20313 -0.08回8 且日04日7

1 +日 11576ー日目。7955+ O. 102日8十日 14508+日 10066一日 02995一 0.11295-0.07946 -0.01427 +且 10571

6 2 -0.11074 + O. 11105 + O. 00999 0.11182 + O. 018771+日 11881 + 0口3324+ 0 09124 ー 0.03511 且 17073
5 ー且 21129ー且 35451- 0. 55435 - 0. 05285 -0.4日997i -0.33350 +日 18421 日19365+且 14855+日日1878

-0.25229 +日 79498+且 68155+且 17508... 0.01419 + O. 55389 +0.625021+且55831+ O. 17061 -O. 03531 
7 2 +日 06038+ 0.08257 +且 07関 6ー且日8635+ 0.02581 + 0.20287 + O. 1 08781 + O. 01592 +0.12174 +且 26371

5 -O. 07235 -0.20502 -O. 31845 + 0.06113 一 0.05415-0.35941 o 37498 i -O. 14877 0.41037 -O. 40057 
ー十

+且 19360+且 16954+且 10934+ 0.06252 + O. 34516 + O. 09221 + O. 38518 ー且 04377+0.05476 -0 20226 

8 :、E + O. 06336 + O. 19905 +日日ω43+日 15551+日日田52-0 01058 +且口7148-000610 0.03115 + 0.03500 
5 -O. 22920 -0.37866 -0.03622 -0.18212 -0. 27853 ー日日1872ー日 22706+ 0.0，ι53 +且日1267+ 0.04田4

+ 且013981+ 且806011+ 且 427111-0.026141+ O. 42666!+ 0.368221+ 日64%2 + E 4068895697425卜ii++0 511日145i|1++ーー 0.28253 
9 2 + 0.095021-0.034511+且 26ω71+0.301291+ O. 031451+日.125571+日 177951+0.16894 i+ 0. 0乙2141+0.200U9 

5 -0.224261-且 149761-0. 359151-0.316221-0.114471-0.163131-0.23099ー日 189651+O. 012251-0.30339 

1 +日 087811+ O. 26湖+日 102471+目T出 41+O. 16刷ー日間14+OZM+OM6411 日日山268B11 i +0日間5
10 2 -0.018331-0.237021+ O. 071931+ 0.040131-0.077751+ O. 175351+口064981 0.0441 一日 065681+ 0 06532 

5 0.228231 +日日75781-O. 33979 1-0 29530 1-O. 129守21-口259101 G. 426331-0 09凸匂+巴 1日28￥2i叫 ，9，，12 

X日 且235¥ O. 41 ¥日 07 ¥ -0.23 日 15 且 10 一且 35I -O. 24 I 0 12 1 -O. 07 

相 関 比 且78 0.69 0. 63 0.59 0.65 1 0.63 O. 75 且 73 1 。71

広
町



表 5・5・8 評価関数の推定結果(その 2) RANGE 

歯崎空 C， C2 C3 C4 C5 C6 C7 C自 C9 ClO 

1. 00000 O. 55321 0.87664 O. 62807 1. 00000 1. 00000 O. 97906 1. 00000 0.84130 0.71406 

2 O. 38392 O. 88629 0.58573 0.99418 O. 17012 0.36161 O. 27875 0.76642 O. 09899 0.35282 

5 0.16160 0.86859 O. 82925 1. 00000 O. 57338 0.28260 0.61622 O. 52863 1. 00000 1. 00000 

4 O. 74272 O. 42671 0.43655 0.24689 0.27698 O. 41698 O. '17714 日 114860， 97602 O. 16389 

5 0.33139 O. 57560 0.32133 O. 44732 O. 28420 0.42359 0.55243 0.48779 O. 11718 0.27679 

6 O. 32705 0.46556 O. 65643j O. 25690 0.51062 0.45231 0.29716 0.28489 O. 18367 0.27645 

7 0.31267 1. 00000 1. 00000 0.26142 0.07997 O. 91330 1. 00000 O. 70709 0.58099 0.68428 

8 0.42281 0.57771 O. 14556 O. 33763 0.62369 0.11093 O. 60724 0.07030 0.08591 0.24730 

? 0.31928 O. 95577 O. 78626 0.61751 0.54113 0.53134 0.88061 O. 59337 0.33315 0.58592 

10 0.31605 O. 49750 0.44226 0.43095 0.29489 0.43445 0.65380 O. 19720 O. 19395 0.35544 

経験的に偏相関係数と比例するぎとを利用して，層別に各要因の住宅施設全体の

評価に占める規定力の大きさを分析する。なおこの表の RANGEの数値は最大の

RANGEを1として計算した値である。層別に RANGEの大きさの順序と大きさ

のバラツキを異にしているが.全体として最も規定力の大きいのは要因 1.の「住

宅の広さ」であり，次いで要因 3.の「建物のいたみ具合 Jと要因スの「浸水・ガ

ケくずれ・公害等の災害」である。いわば現代の質的住宅難は狭小，老朽，災害

を主原因としていると言える。とくに住宅の広さに対する RANGEはほとんどす

べての層にわたって大きく，広さの水準が住宅施設全体の評価に非常に大きな影

響を与えている。

さて，住宅施設全体に対して満足するか否かの判別は本方法で有意であると言

えても.この結果だけから推定した数値が世帯の評価関数であるとみなすには十

分ではな~ ¥ 0 推定された序数的評価値%が各世帯の住宅全体に対する評価を表わ

す指数であるためには，この世zが世帯の満足か否かの意識と無矛盾な対応関係を

もっていなければならない。そこで次に第 2節で展開した満足率関数の理論を実

証する。この理論によれば，序数的評価値が l'~ 世 + dv の間にある世帯のうち

住宅施設全体に対して満足している世帯の占める比率引引は次式で与えられる。

P(世) = P， ( vと o1 

A ∞("  (x -V)2 、

= I ーァ=ァ- exp L一一一τ一一 Idx ν口、/2~ a 2σζJ  ( 3・3・3) 
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ここで(x -v )/a二 tとおくと，上式は次のように変形される

P(vl =foφ( t ) d t 5 ::.4) 

ここに φ(t )は標準正規密度関数であり，次式で与えられる。したがって結局.

満足率 P(v)は，

φ(t)=」-z p〔-ζ〕 ( 3・5・5) 
、ノンπ 乙

正規分布関数に従うことになる。そこで vを適当な級に分割し，各級に属する世

帯のうち，満足している世帯の占める比率を図 5・5・1 (その 1~ その 10 )に示

す。ある級 jをとり，この級の序数的評価値ω代表値をちとし，この級の満足率

の観測値を fうとする。さらに次式に PJを与えて収束計算によって号を求める。

PJ =fち φ(t ) d t (3 3・6) 

式(3・5・4)と式(3・5・6)より明らかに耳とめの間には式(3・5・7)の関係が

成立する。

1= 与 ( 3・3・7) 

そこで，誤差項mを含めて，式(3・5・8)を最小 2乗法によって標準偏差 d をj1l

定することができる。

ち a~ + m ( 3・5・8) 

推定の結果は各層とも m与 0であり，単純相関係数 T と標準偏差 σは図のようで

あった u また同図にはこの σを用いて.理論曲線 P(引を示す。明らかにすべて

の層について相関係数は危険率 1'7'0で有意である。したがって，先に数量化理論

E類によって推定された毛kの一次結合によって序数的評価値 vを定義するとき.

この世は世帯の満足率と単調増加な対応関係をもっていると言えるコこのことか

ら式(3・5・2)を評価関数とみなすことができる。

さらにこの序数的評価値世をより具体的概念と対応づけるために若干の分析を

追加する。まず式(3・5・1)によって定義された引と U，・ H との関係と.式
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( 3・5・2)叫との関係から，世帯{の評価値は式(3・5・c;)で表わせるパ

U， = Z~. 0， ( JO k ) .¥¥k + Xo + u'J 
)-111:-1 ず

( 3・5・ο)

よって評価関数は式(3・5・2)の関係を耽だけ正の方向に平行移動した型である。

したがって，先に推定された毛k • Xoはそのまま評価値の構造であるといえる。

そこで表 (3・5・8)に示す毛k • Xoは序数的評価値の構造であると同時に評価値

の構造でもあり.同ーの層内において • 2つの世帯 AとBの序数的評価値の差

世A ーもは評価値の差九一%に等しし、。そして図 5・5・1に示すように V，に対

して.満足率は正規分布関数に従って増加するのであるから，満足率はまた評価

値に対しても正規分布関数に従って増加する。

次に民営借家について序数的評価値と家賃との関係を図 5・5・2 に示す。この

図によると q の増加に対し

て家賃はわずかに増加傾向を

示している。したがって民営

借家においてその評価値を増

加させようとすれば，つまり

より良い住環境の民営借家に

入居するためには，より高γ

家賃の支出を必要とする。し

かしこの図からは家賃の分散

が大きく，家賃の形成機構は

A 

-3.0 

.. . 

A 

->0 
A 

-LO 

. .. 
一→，.

図5・5・2 序数的評価値よ家賃 (C3 ) 

住環境の優劣だけで説明できないことを示している。もちろんより優れた住環境

を同ーの家賃支出で得るために民営借家以外の住宅を選択することも可能である O

表 5・5・9 は各層別の q と家賃の平均値を所得形態別に求めたものである O サ

ンプルが少ないため十分な信頼度を確保できないが.先述の 10種類の要因から

住環境を総合的に評価すると，最も優れているのは給与住宅と公営住宅，次いで

公団住宅であり，最も劣るのが民営住宅である。ところが給与住宅に入居できる

世帯は非常に限定されているから，本節で定義した住環境の評価値を高めるため

には公営・公団住宅の供給に頼らざるを得ない O 一方，政府の第二期住宅建設五
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ヤ年計画 Jこよると，持家建設へ

の援助をも含めて，昭和 46 

~ 5 0年の聞に公的資金によ

って 380万戸を，民間自力

建設によって 57 0万戸の住

宅を建設する予定としている。

公的資金による内分けは賃貸

住宅に重点を置くというもの

の.借家階層にとって，その

半分以上は民営借家に入居せ

ざるを得ない現状であるのそ

してこういった住宅政策によ

っては，質的住宅難の根本的

な解消は困難と言わざるを得

ない n

表 5・5・9 序数的評価値と家賃の平均値

( 所 有 関 係 別 )

主¥1竺?持家
民営 公営 公団 給与
借家 住宅 住宅 住宅

序数的評価値 0.9 0.1 0.5 0.2 -0.1 
C1 

家賃(乎円) 6.3 5.7 5.2 1.0 

序数的評価値 0.1 1.0 1.2 0.9 
G 

家賃(平円 j 6.2 4.0 11.9 1.5 

序数的評価値 1.3 0.0 1. 1 0.5 1.0 
C3 

家賃(千円) 8.7 4.3 6.9 2.5 

序教的評価値 0.5 -0.1 1.0 0.4 0.4 
C4 

家賃(乎円) 7.6 4.2 6.9 2.9 

序数的評価値 0.8 0.1 0.4 0.4 0.7 
G 

家賃(千円) 引~6 5.6 8.9 3.9 

序数的評価値 1.3 0.0 1. 1 0.7 0.7 
Q 

家賃(千円) 8.7 7.8 7.8 4.7 

序数的評価値 0.9 -0.1 1. 1 1.3 1.4 
C7 

家賃(干円) 9.0 4.9 7. 7 2.0 

序数的評価値 0.6 0.0 0.7 0.8 0.7 
Q 

家賃(予円) 8.1 4.7 16.7 五1

序数的評価値 0.5 0.1 0.1 0.4 0.1 
C9 

家賃(千円) 10.5 4.9 10.2 2.8 

序数的評価値 0.7 -0.1 0.3 0.1 0.5 
c'o 

家賃(乎円) 8.5 6.2 8.2 3.2 

現在の住宅施設全体に対す

る評価は住宅および生活環境

の質に変化が生じなくても，

内部から変化する性質をもっている。それは世帯の層化の基準の時間的推移に起

因するものである。たとえば 5つの基準のうち，家族人数と月収とは経年的に変

化する。その結果，先にあげた 10種類の層の聞を世帯は経年的に推移していく。

一方，各層によって住環境の評価関数が異なっていることから明らかであるが.

世帯が異なった層に推移することによって，その世帯の持つ評価関数と満足水準

が変化する。そして当然、現在の住環境が不変であっても，その住環境に対する評

価値が変化する。したがって世帯は自分の基準が変化する時期をもとに，自分の

得ている住環境に対する評価値が変化する時期を容易に自覚することができる。

そして現在の評価値を維持し，あるいはより高い評価値を得るために，各世帯は

苧環境を改善するか.または住みかえをする動機を持つにいたる。こういった評

価値と住みかえ計画との関係の実証が図 5・5・5 に示されている。明らかに現在

n
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h
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図 5・5・5 序数的評価値と住みかえ計画をもっ世帯の害IJ合
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得ている評価値が低い世帯程，住みかえ計画をもっ世帯の占める比率は増加して

いる。

以上の分析によって，先に推定した序数的評価値は家賃，所有関係，住みかえ

計画などの具体的概念と ω対応関係において直観と矛盾しないものであることが

明らかとなった v

次に，それぞれの評価要因の水準と，具体的な施設量との関係を実証する。す

でに実証したように 10種類の評価要因の水準と，住環境全体に対する評価と

の聞には統計的に有意な関係があるが.各評価要因の意識水準と施設水準との聞

の関係を把握しておかなくては，住環境全体に対する評価を施設水準によって表

わすことができない。各要因の施設水準の関数として全体の評価を表わすことが

できて始めて，住環境計画のための重要な情報を与えるモデルとして本方法を位

置づけることができるのである。さて第 2節で明らかにしたように，評価要因の

意識水準を規定する適当な施設量を発見できたとすれば，この施設量と意識水準

との関係を定量的に表現することができる。ここでは資料の都合により，評価要

因として「住宅の広さ」をとり上げ，この施設量として 1畳数」を用いて，第 2

節で展開した理論を実証する。まず表 5・5・10は，全ての世帯について，畳数別

の度数を調べたものである。この

表によると，ほぼ 4畳から 12畳

までの間に多数の世帯が集まって

いる。このように世帯の入居して

いる住宅の広さには大きな差カ・認

められないが，これは本節で用い

た資料が民営借家に限定されてお

り，かっ民営借家として供給され

ている住宅の広さに多様性が少な

いためであると考えられる。した

がって世帯を 10種類の階層に分

穎すると，サンプルが偏よる恐れ

があるため，この部分の実証に関

表 5・3'10 広さの度数分布

}〉¥
広さに対

世帯数 する満足 満足率
世帯数

日 - 2畳未満 10 5 0.5 

2- 4 22 6 0.27 

4 - 6 471 148 0.31 

6 - 8 302 102 0.34 

8 -10 470 218 0.46 

10 -12 568 318 O. 56 

12 -14 188 123 0.65 

14 -16 104 77 0.74 

16 -18 68 52 0.76 

18 - 20 33 25 0.76 

2U ~ 22 14 11 0.79 

22 畳以上 24 21 0.88 

計 2274 1106 0.49 

。，ιR
d
 



しては階層に分類しないで行なう。さて，住宅の広さに関する怠品 ν，jf、出;:よ 3

・5・1のように1.十分である. 2，普通， 4.狭すきるの 5段階に分けられ山、る J

そこで 1と 2との聞に境界値を設けると 広さ z畳の住宅に住んでいる世帯が十

分であると感じる確率F(x)は式 l3・2・22)で表わせる。この式の推定結果は

次のようであった。ここで r= 0としたふ

F(x) ← eXp (_X
049

/5.4 J. (r=O，7 18) 

単純相関係数は比較的高く，この推定式と観測式とを図 5・5・4 に示す。この結

果から，住宅の広さという要因

においては，意識の状態と畳数

との聞の確率的な関係は式(3 ・

2・30)のWei bu 11 の分布関

数によって表わせるといえる。

なおこの場合には，当然 π1(x) 

=F(x) である。

住宅の広さ以外の要因につい

て.We i bu 11 分布関数の実証

的研究は資料の整備を待って今

後の研究課題としたい。

(4) 結び

本節の分析によって次のことが明らかとなった。まず世帯を所得と家族数と職

0.1 

12 14 ・18 20 22 24 26 

図 5・5・4 広さに対する満足率関数

業によって階層に分類することができる。これらの階層によって評価関数.満足

率関数のノ4ラメータは異なるが.いずれも前者は住宅の戸別水準の関数として表

わされ，後者は序数的評価値の正規分布関数によって表わされる。さらに住宅の

広さに対する満足率はWei bull 分布関数によって表わされる。本節で推定した

評価モデルを住宅計画に直接応用するためには，さらに多くの実証例について確

かめる必要があるが，第 2節で一般的に展開した理論は，住宅に対する世帯の評

価に応用可能であるといえる。

したがって，本節の住宅に対する評価モデルは住宅計画の合理化に基礎的な貢

献をするものであると考えられる。

7
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38) ， 39) 
第 4節 生活環境に対する評価モデルの実証的研究

(1) 概説

環境という言葉は人聞が[住む Jあるいは「生活する」という行為があっては

じめて意味をもつものであり，環境を評価するということは，すなわち生活とい

う空間的・時間的な場面での人間意識を抽出する事に他ならない。環境の場で営

まれる種々の生活行為の中での事象は，一つの複合体として人間の評価意識を形

成するが.量的操作の領域内での評価という行為はアンケートという手段でもっ

て，この意識を抽出するという意味をもっ。もちろん複雑に絡み合った人間の意

識というものを，ある一つの形式のアンケ トによって抽出することは，あくま

で妥協的なものにすぎない n その意味で，より厳密な形で意識という不確定的な

ものを捉えるためにはアンケート方式そのものについて深い考察を必要とする。

本節では，この生活環境に対する評価形態を統計的に抽出するために有効な資料

を入手できたので，この資料に基づいて，第 2節の理論の実証的研究を行なう。

第 5節では主に住宅の戸別水準に対する世帯の評価関数を実証したが.本節で

はこれ以外の都市生活上必要とされる都市施設に対する評価関数を実証すること

とする。資料は大阪市総合計画局が昭和 4 5年 7月に実施した市民生活に関する

世論調査40)である。この調査が直接明らかにしようとした点は次のとおりである。

1)住民の現住地および大阪市への定着時期とその理由。

2 )居住地周辺の生活環境に対する満足度と生活施設の整備についての評価。

3 )暮らし向きの評価や日常生活での不安，不足，生活水準など，日常生活に関

する意見，評価。

4 )生活上の諸問題が発生した場合の相談相手についての期待 n

5 )各種相談機関の認知，利用の状況と公聴機関についての期待。

そしてこれらの諸点を調査することによって，ますます劣悪化しつつあるといわ

れる都市の生活環境の問題点と，それに対する施策の順位づけについての示唆を

得るとともに，公聴機関が対象とすべき問題領域についての見通しなどを得るこ

とを目的としている。
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(2) 生活環境の評価要因

本節でとりあげた生活環境の評価要因は表 5・4・1 に示す 2 2種類であり，そ

れぞれの要因を 5段階の水準に分けて調査した。この要因について，各水準別に

集計した度数分布を表 5・4・2 に示す。この表によると. r十分である Jと評価

している割合が多いのは「鉄道・パスなどの交通機関 Jの 33.9%であり. r郵

便局」の 3 2.8%がこれに次ぐ。一方「非常に不十分である lと評価されている

要因は「図書館 lの 5O. 6 %.次いで「文化施設 J. r公民館・集会所 lが 3 0 

%を越している。「やや不十分 lと「非常に不十分」を加えて，生活施設に対す

る評価の悪い要因は「図書館」の 70 %. r文化施設 J. r公園・スポーツ施設」

「公民館などん 「保健所 J. r児童公園」の 6要因が 50 %以上ある、大阪市

の生活環境施設，とりわけ教育文化施設の不備を顕著に表わしていると言える O

表 5・4・1 生活環境の評価要因

評 価 要 因 水 準

1道 路 (幅員) 1.十分 2.まあまあ 3 どちらとも 4.やや不十分 5.非常に不十分

2 道 路 (舗装) 2. Jγ 3. 11 4. f/ 5. λy 

5 交通安全施設 1. 11 2. グ 3. 11 4. 11 5. 11 

4 小 . 中 A寸時ー 校 1. 11 2. 11 3. f/ 4. 11 5 λF 

5 保 育 所 1.庁 2. 11 3. 11 4. 11 5. f/ 

6 幼 稚 園 1.グ 2. グ 五 11 4. 汐 5. /， 

7 交 通 機 関 1. 11 2. 11 3. 11 4. 11 5. λF 

8 下 水 道 な ど 1. " 2. 11 3. 11 4. 11 5. f/ 

? 郵 便 局 な ど 1. 11 2. " 3. λア 4. 11 5 λy 

10 保 健 所 1.グ 2. " 3. が 4. 11 5. 11 

11 図 書 館 1.庁 2. 11 五 11 4. 11 5. Jγ 

12 公 園 -スポーツ 1. 11 2. 11 五 11 4. λy 5 f/ 

13 消 防 施 設 1. " 2. 11 3. 庁 4. λy 5. λy 

14 建てもののこみぐあい 1. 11 2. 。 3. 11 4. " 5. f/ 

15 児 コE白~ ノ~、 園 1.庁 2. 11 五 グ 4. 11 5 府

16 商 庖 1.庁 2. 汐 3 Jア 4. !/ 5 11 

17 医 療 oi& 設 1. " 2. グ 5 グ 4. λγ 5. " 
18 用 途 混 1口h 1.庁 2. " 3. 庁 4. 11 5. λy 

19 公 民 館 な ど 1. " 2. グ 3. 11 4 fノ 5. f/ 

20 文 化 施 設 1.庁 2. 庁 五 11 4. 11 5 必y

21 警 察 署 な ど 1. 11 2. か 五 Jγ 4. " 5. λy 

22 街 灯 1. 11 2. λW 3. 必y 4 f/ 5. 11 

都市施設全体γ対する水準 51..非非常常によい 2.まあよい 5まあまあ普通 4まあよくないほう
」 に主くない
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次に要因相互間の従属関係を分析

するために， 2 2個の要因の相関行

列を求めた結果を表 5・4・5 に示す。

これによると. r図書館」と「文化

施設」の 0.565，r保育所」と

「幼稚園 lのo.5 6 1 ，さらに「公

園・スポーツ施設」と「児童公園」

「公民館 jと「文化施設 J. r道路

幅員」と「道路舗装」などに強い相

関があることがわかる。ゆえに 22 

個の要因の中には独立であると判断

できない要因があると考えられるの

で，評価要因としてこれら 22個の

要因すべてを用いて評価関数を統計

的方法によって推定することはでき

ない。そこで，この 22個の要因は

いくつかの異なる属性を表わしてい

ることが予想されるので，これをい

くつかの独立なグループに分類する

表 5・4・2 要因水準に対する
相対度数分布

岡

諸手 2 5 4 5 不明

1 9.1 33.5 11.6 29.0 16.5 0.2 

2 17.9 38.8 10.1 17. 0 15.9 0.2 

5 12.7 30.9 1明。 23.2 12.0 2.2 

4 17.1 32.9 15.8 12.5 4.7 17.0 

5 9.2 17.4 13.7 17.9 14.3 Zl.5 

6 16.3 28. 9 14.7 14.3 6.0 19.9 

y 33.9 37. 1 6.7 13.3 8.1 0.9 

8 25.8 35.9 12.9 12.2 12.0 1.2 

? 32.8 35.0 11. 5 14.2 6.4 0.1 

10 b.9 21. 8 11. 3 25.5 29.1 5.3 

11 2.7 5.8 8.6 20.2 50.6 12.1 

12 6.5 23.1 10.0 28.5 29.2 2.7 

13 13.6 32.2 14.1 21. 0 13.3 5.9 

14 6.2 23.6 22.6 20.7 25.6 1.4 

15 7.9 23.6 10.2 27. 4 26.9 4.1 

16 25.0 35.0 &9 20.7 9.2 1.1 

17 23.3 44.6 11.5 13.3 6.3 1.0 

18 7.3 25.2 27. 4 17. 6 9.6 12.9 

19 5.7 16.2 13.1 26.7 30.0 9.1 

20 3.1 10.6 12.3 28.1 38.6 7.3 

21 10.6 29.3 4.8 25.4 18.2 1.6 

22 23.3 32.4 10.1 1引O 14.7 0.5 

ためにパリマックス法を適用した結果を表 5・4・4 に示す。各合成変量と変量と

の相関係数を構造ベクトルと呼ぶ。この構造ベクトルより各合成変量の特徴は次

のように明らかとなった。

第 1合成変量:文化施設，図書館，公民館などと高い相関をもち，公共文化施

設の水準を表わしている。最も相関の高い要因は文化施設0.890

である。

第 2合成変量:幼稚園，保育所，小学校などと高い相関をもち，教育施設の水

準を表わしている。最も相関の高い要因は幼稚園 o.9 6 4 であ

る。

第 5合成変量:道路幅員，道路舗装，交通安全施設などと高い相関をもち，交
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仁川、、」

選民
1. 000 

2 o. 436 

3 10.314 

4 10.175 

5 0.230 

6 0.101 

7 10.067 

8 10.077 

910.026 

10 o. 066 

11 o. 101 

12 日.164

13 0.052 

14 0.311 

↑5 0.183 

16 0.065 

17 0.018 

18 0.049 

19 0.037 

20 0.108 

21 0.154 

22 0.093 

2 

1. 000 

o. 383 

0.108 

0.213 

0.177 

0.141 

0.246 

0.129 

0.154 

0.135 

0.120 

0.189 

0.164 

日.182

0.085 

0.094 

0.014 

0.139 

0.172 

0.257 

O. 154 

5 4 5 6 

1. 000 

0.130 1. 000 

0.250 0.320 1. 000 

0.187 0.429 0.561 1. 000 

0.164 0.244 。200o. 276 

0.197 0.188 0.148 0.188 

0.081 0.227 o. 181 o. 294 

0.111 0.141 o. 307 0.273 

0.123 0.048 0.211 0.174 

0.223 0.194 0.295 0.257 

0.201 0.127 0.247 0.262 

0.154 0.138 o. 137 o. 004 

0.271 0.189 0.218 0.217 

0.106 0.237 0.233 0.173 

0.072 0.271 0.193 0.268 

0.126 0.099 0.103 0.066 

0.108 -0.011 0.281 O. 119 

0.097 0.113 0.296 0.206 

0.177 0.198 0.311 0.247 

0.162 0.302 0.252 0.204 

表 5・4・5 生活環境の評価要因の相関行列

7 8 ? 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

『 ー・F守 → 

トー

トーー ←---~--~ 

1. 000 

日210 1. 000 

0.278 o. 174 1. 000 
4 

0.271 0.238 o. 181 1. 000 

0.116 0.048 0.129 0.294 1. 000 

0.082 0.192 0.265 0.177 o. 3田 1. 000 

0.154 0.228 0.257 0.273 0.216 0.366 1.日日O

-0.024 o. 193 勺 .016 0.088 0.086 0.231 0.215 1. 00日
トーー

ト斗二0.118 0.174 0.072 0.140 o. 197 0.493 0.262 o. 221 1. 000 
ト一一一一

0.346 0.063 0.150 0.167 -0.003 0.022 0.061 O. 004 0.049 1. 000 

O. 242 0.191 O. 267 0.180 0.021 0.158 0.210 0.069 O. 155 0.412 1. 000 
ト一一一

0.066 O. 008 0.074 -0.005 -{).056 O. 190 0.072 O. 322 O. 098 0.145 O. 243 1.000 

0. 133 0.170 0.122 0.341 0.354 0.249 0.3u6 0.136 0.176 O. 113 o. 154 U.10311.000 

0.227 0.129 0.171 0.357 0.565 0.299 0.277 0.130 。.2250.108 0.116 D.01310.480 

0.275 O. 101 0.256 0.266 0.221 0.244 O. 282 0.111 0.166 O. 276 0.155 

川市!:;0.154 0.138 0.207 日076 0.094 0.189 0.267 0.184 0.170 0.257 0.218 
」一一



通施設の水準を表わしている。最も相関の高い要因は道路幅員

0.988 である。

第 4合成変量:商庖，医療施設などと高い相闘をもち，私的サービス施設の水

準を表わしている O 最も相関の高い要因は商庖 O.9 8 2 である。

第 5合成変量:公園，スポーツ施設，児童公園などレクリエーション施設の水

準を表わしている。最も相関の高い要因は公園・スポーツ施設

0.9 1 2 である。

第 6合成変量以下の合成変量は，いずれか一つの変量とのみ高い相関を示し，

他の残りの変量とはいずれも低い相関を示す構造となっている。このことは，こ

れらの合成変量がし、くつかの変量に共通な変動をとらえていないことを意味して

表 5・4・4 合成変量の構造ベクトル

要¥¥因¥¥合成建 2 5 4 5 6 7 8 ? 

0.087 0.108 0.988 o. 004 0.010 0.002 -0.005 -0.011 -0.004 

2 0.143 0.144 0.475 0.033 0.001 -0.016 0.075 0.174 0.047 

5 0.093 0.172 0.312 0.055 0.146 0.068 -0.004 0.122 0.021 

4 0.052 0.475 0. 111 0.147 0.079 0.027 0.074 0.000 -0.100 

5 0.261 O. 665 0.134 O.日95 0.067 0.034 -0.044 0.006 0.121 

6 O. 176 日.964 -0.016 -0.003 O. 011 0.002 O. 028 0.020 0.016 

7 O. 166 0.232 0.028 0.310 -0.009 0.014 0.172 日.133 -0.008 

8 。081 O. 157 0.064 0.031 0.135 -0.032 0.098 O. 967 0.006 

9 O. 141 0.249 -0.011 0.103 0.166 0.014 O. 938 0.007 0.002 

10 0.369 0.212 0.014 O. 112 0.018 -0.024 0.061 0.161 O. 130 

11 0.871 0.017 。.024 0.043 O. 022 -0.021 0.004 0.029 -0.1171 

12 0.317 0.202 O. 107 0.031 0.912 0.014 0.024 0.004 0.004 

13 0.260 0.200 0.013 0.014 0.264 0.015 0.127 0.123 0.143 

14 0.105 0.001 0.309 -0.015 0.176 0.302 -0.063 0.158 0.028 

15 0.210 0.172 。144 0.OU6 0.514 -0.010 -0.089 0.057 0.017 

16 0.043 0.177 0.039 0.982 0.001 0.001 -0.000 -0.001 0.004 

17 0.059 0.246 -0.014 0.406 0.109 0.154 0.139 0.111 0.048 

18 -0.042 0.074 0.042 0.134 0.190 0.968 0.003 -0. 002 0.004 

19 O. 526 0.038 -0. 009 0.082 0.080 0.097 0.014 O. 109 0.829 

20 0.890 0.055 0.026 0.059 日007 0.010 0.025 0.042 -0.004 

21 0.289 0.201 0.111 0.221 0.106 0.013 0.128 0.002 0.089 

22 0.084 0.201 0.063 0.215 0.125 0.178 0.101 0.065 0.001 
パリマックス基準 0.048 0.042 0.042 0.040 0.031 日.038 O. 033 0.037 0.020 
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おり，この合成変量によって，従属する変量をクル ブ化することは無意味であ

る。したがって，先の 5つの合成変量のいずれとも高い相関を示さない変量は独

立した変量として扱う必要がある。このような独立した要因としては，下水道，

郵便局，用途混合がある。そこでこれら独立した要因と，先の合成変量と最も高

い相関を示す要因とを合わせて，生活環境施設の評価要因としてとり上げること

にする。したがって結局，評価関数推定のための独立な要因は次の 8つである。

(代表とした要因従属する要因)

道路(幅員)……H ・H ・...…..道路舗装，交通安全施設

2 幼稚園….....・ H ・-…-・………小・中学校，保育所

5 下水道施設一-

4 郵便局...

5 公園・スポーツ施設…一一・児童公園

6 商庖…・…・……・……・…..医療施設，街灯，交通機関

7 用途混合…....・ H ・…・・・・…...建物のこみぐあい

8 文化施設…………H ・H ・.....保健所.図書館，消防施設，公民館，

警察署など

また，各要因はそれぞれ 5段階に分けて調査してあるが.サンプル数が比較的少

ないので，これをつぎのように 5段階の水準にまとめることにする。

十分である。
十分である。

まあまあ十分である。

2 どちらともいえない n 3 どちらともいえない。

やや不十分である。
5 不十分である。

非常に不十分である。

そして，これら 5水準に分けられた 8種の要因によって全体に対する意識の状態

1 良い と 2 悪い を判別する。

さて，住宅施設に対する評価モデルは世帯を階層に分けて分析した u これは住

宅政策をそういった階層別に実施すべきであるし，それがかっ実行可能であると

考えたためである。しかし生活環境の評価モデルは必ずしも階層に分ける意義は

大きくない n 生活環境は都市内の適当と思われる地域に，不特定多数の住民が利
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このためとくにある階層のために生活環境を整備する用できる形で整備される。

ということは技術的に困難である。そこで，評価モテ、ルを今後の生活環境の計画

に有効に役立てるという立場からすれは、，都市住民全体の平均化された評価モデ

ルが望ましいと思われる。一方 z 満足水準や評価関数は原則として，家族構成や

所得，職業などによって異なっているから，評価モデルの精度は，住民を階層化

しした場合にくらべて，平均化された評価モデルの方が悪くなると考えられる。

たがって，都市住民全体を 1つの階層とみなした場合の評価モデルを今後の計画

のために利用するときには，現実の評価はそれぞれの住民によって異なっている

ということに留意する必要がある。

評価モデルの推定結果とその考察(3) 

ここでも生活環境に対する個体 4の序数的評価値をq とすると，前節と同様に

を満足すして，式(3・2・9)で表わせる。そこで式(3・2・9)を式(3・2・12) 

るように数量化理論E類によって解くことにょに各要因の水準に与えられる序

この計算結2. 3 )が求められる。8 ; k 1， 数的評価値毛k(j=1，2，…

またサンフ。ル数も少ないのに示す。相関比可=O. 5 0と小さく，果を表 5・4・5

でこの結果より多くのことを言うことはできず，本節の意義は方法論の提案にあ

ると思われる。

つぎに，第 2節の理論に従って満足率関数を推定する。まず序数的評価値引を

八
それぞれの級の満足率の観測値Pzを求めた o つぎに式(3・2・15 )に級に分け，

よって積分上限値Yzを計算した。そしてこの Yzと級の代表値五との関係式(3 

この結果，次式を得た。. 2・17)を最小 2乗法により推定した Q

(γ=0.986 ) -0.231 1.396Yz Vz 

よって，生活環境施設の水準の状態 zのときの序数的評価値ぬと満足率 Pzの関

係は次式で表わせる。

jz 
二

f
J
一

(毛kは表 3・4・5参照)
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理論値九と観測値色との対応を図 5・4・1に示す。

こうして，生活環境施設ω計価モテルもより多くの

資料を整えることができれば第 2節の理論によって記

述することができると思われる。

さて第 2節で明らかにしたように，各要因の水準が

満足か否かは，それぞれの要因の具体的な施設量と関

係を有しているはずであり，またこのような関係が明

示できない限り，物的施設の配置計画と質的な評価と

いう情報とを結合させることは不可能である。そして

この物的な施設水準を表わす指数をd とすると，その

施設 jに対する意識の状態確率F(が)は式(3・2・22)

で表わせることを明らかにした u そこで，生活環境施

設のどを適切に定義することができれば，この関係を

実証することができるの生活環境施設dは第 5節のそ

れと少し異なる O 第 5節において実証した「広さ」は

各世帯のもつ有効度であるが.生活環境施設は一般に

不特定多数の人々にとって有効であり得る。したがっ

てこの場合のどは施設 jのサーヒス地域内の住民 1人

あたりの施設量である。

表 5・4・5 評価関数の

推定結果

評/illiJj':準 λ-;k レイ/./
直也

0.381 0.744 

2 -O. 002 

5 0.362 

1 i 0.112 0.318 
2 2 0.127 

3 -O. 2U6 

0.235 0.644 
5 2 -O. 407 

5 0.395 

0.074 0.510 

4 2 O. 436 
5 0.039 

0.602 1. 000 
5 2 0.165 

5 -0.398 

0.053 0.148 
6 2 0.095 

5 -0.076 

O. 2'13 0.706 
7 2 0.113 

5 0.413 

0.249 0.374 
8 2 0.262 

5 -0.113 

X，日 0.231 

実証の対象としたのは

つぎの 5つの要因であり

それぞれの施設量をつぎ

のように仮定した。

道路幅員 zJ :ゾー

ン 4の人口 1人あた

りの道路面積(!!V人)

幼稚園
，、

X ，~ ソー

U 
ン iの 0才 -5才の

人口 100 人あたり

1.0 

b-ι 

r .0.986 
~. 1.949 

-2.4 -2)) -1.6 -1.2 -0.8 -0.4 0.4 0.8 1.2 1.6 2.0 2.4 

図 5・4・1 満足率関数
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の定員数(人Y100人)

下水処理施設 d: ゾーン 4の下水処理可能面積率 L可能面積ん"_ '/ iの面積)

これらの x(( j = 1. 2. 3)に対して，各要因の 5水準のうち. 1と2との聞に

境界を設 定し て十分であると判断してい る 確 率 π1(可)との関係、を推定した

結果，つぎの式を得た。

F (x，) 1 - e叩 c-O. 2 4 9 XiO~2 4 J ' (道路幅員)

FMz)=1-ezp〔-0.048Zzm7〕，(幼稚園)

F (x，) 1 - e叩 c-1. 1 8 6 Xio.285 J ' (下水処理施設)

推定式と観測値との対応を図 5・4・2，図 5・4・3. 図 5・4・4に示す。単純相関係

数はそれぞれ O.4 3 8 1. O. 7 6 5 3. O. 4 8 5 6 であった。幼稚園以外の相関係数

が低い原因はいろいろと考えら
1.0 

0.9 

0.' 
0.' 

0.6 

言。s-
0.' 

0.3 

0.2 

0.1 

0.0 

いJ
トートー l ・

1・
hi!i~ 

y • 
11 

• • ， . 

-*-3f ーー
ドー. . . 

'0 12 ‘16 18 20 21 ‘26 28 30 J2 

X 1 m2/ ̂  J 

図 5・4・2 道路幅員に対する満足率関数
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図 5・4・5 幼稚園の定員に対する満足率関数
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れるが.まず階層に分類してい

ないこと，施設量を単一の量で

代表したことなどが大きい原因

と思われる。階層を分類しない

のは先述のように評価モデルを

利用する場合の便利さを考えた

ためであるが.施設量として何

x 

図 5・4・4 下水処理施設に
対する満足率関数



を採用するかは今後の課題である。とくに 2つ以上の施設量を複合して，たとえ

ば道路面積，道路舗装率などによって道路に対する意識の状態を決めるというこ

とを今後の研究課題としたい。

μ) 結び

本節では生活環境施設に対する住民の評価モテ'ルについて実証的に考察した υ

分析の結果として次のことがいえる。まず多くの生活環境施設は 8種類の独立な

クソレープに分類することができる。そして各クーループを代表する要閣によって評

価関数を推定することができる。さらに生活環境全体に対する満足率は評価関数

によって与えられる序数的評価値の関数として，正規分布関数で表わすことがで

きる。また個々の施設に対する満足率は，各施設の整備水準の関数としてWeibull

分布関数によって表わすことができ心。

これによって，第 2節の評価モデルの理論は生活環境施設に対する評価に応用

可能であるといえる。したがって，現在急速に悪化している生活環境に対して，

住民の意識を考慮した施設計画を策定するための分析方法として，第 2節の評価

モデ、ルの理論は有効であると思われる。しかし生活環境施設に対する評価モテル

として，本節の評価モデルのパラメータをそのまま適用するには実証が不十分で

あり，今後さらに実証的考察を補充する必要がある。

第 5節 CBOに対する事務所の評価モデルの実証的研究)

(1) 概説

第 5節の住環境と第 4節の生活環境とはいずれも生活あるいは消費という側面

からの評価モデ、ルの実証である。本論は基本的には都市住民のために都市施設を

計画するという立場に立っているので，これらの実証では都市住民による都市施

設の評価を対象とした U しかしもちろん，生産という側面も都市における重要な

活動であり，本節では生産活動主体の例として都心の事務所をとりあげ，事務所

による都心部の生産環境に対する評価モデルを実証的に研究する。

大都市において，事務所が求心的傾向をもって集積し.高度の経済的・社会的

活動の行なわれる区域は一般に CBD(Central Business Districtlと呼ば

zu 
J
O
 



れる。この地域は景観的にはスカイラインを持つ小さな領域であり，圏域の大量

輸送機関が集中し，昼間人口密度のきわめて高い地区であり，都市の他の部分と

明確に区別できる。そしてこのCBDに立地する事務所は. C B Dのもつ経済活

動を統制し，管理する機能を求めて集中してくる。この CBDのもつ|都市およ

び周辺地域の経済的・社会的活動を，調査，研究，情報提供を通じて決定し，管

理し，統制し，これらの活動を円滑ならしめる機能42)Jは中枢管理機能と呼ばれ

る。

CBDにおける中枢管理機能の集積は，今後予想される諸条件の変化に照らし

ても，その規模とスピードはますます強化されると思われる。つまり，政治・経

済機能の複雑化・巨大化に伴い，技術革新による交通，通信施設の発達により，

より大規模な，より高度な中枢管理機能へと成長するであろう n このような大都

市の特定地域への諸機能の集中は，現代の都市問題と言われる交通問題，住宅問

題，地価，生活環境悪化等の原因の一つである。

このように CBDへの諸機能の集中が都市問題の主要な原因であるにもかかわ

らず，これらの機能が複雑多種であるため. CBDに対する定量的な分析は少な

し、 n

そこで本節では CBD内に立地している事務所が現在の CBDを生産環境とし

てどのように評価してし、るかを，第 2節の理論を応用して分析する。

分析に用いた資料は大都市企画主管者会議が昭和 40 ・4 1年度に行なった

「管理中枢機能調査43)Jである。調査対象は横浜市，名古屋市，京都市.大阪市.神戸市

北九州市に本社または支社をおく大企業のうち，後に定義する CBD区域に立地

している事務所である。この調査で定義する CBDは，基本的には R.E.Murphy

が提案したCentralBusiness Index4~ 法を採用しており，商業・業務利用

率 5 09"0以上，容積率の下限を横浜 5 0 9も，名古屋 50 %.京都 12 0 9も.大阪

1 5 09"0. 神戸 12 0 %，北九州 10 0 %とし，これに路線価格を参考指標とし

て境界設定を行なっている。

(2) 評価要因と評価主体

評価主体は CBDに立地しているすL務所であるが，これらの事務所の都市別，

産業別の構成は表 5・5・1 に示すようである。評価関数や満足水準はとくに産業
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や資本金が異なれば

違っていると思われ

るが，ここでも第 4

節と同様ω理由から

階層分類をしない n

すなわち，評価値に

影響を与え得る都市

施設の整備は不特定

多数の事務所に対し

て実施されるから，

ある特定の産業ゃあ

る大きさの資本金を

もっ事務所がどのよ

うに評価するかとい

う分析よりも，不特

定多数の事務所の評

価モデルを明らかに

することの方が重要

であると思われるか

らである。

また評価要因とし

ては表 5・5・2 に示

す 9種の要因を採用

した。それぞれの要

因はいずれも 5段階

の水準に分けて調査

してある o この要因

別の水準に対する相

対度数を図 5・5・1

表 5・5・1 都市5]'1 ・産業別のサンプル数

亘下¥21横浜 名古屋 京都 大阪 神戸 lt.11.:刷 大阪
外周

総 数 291 344 295 320 323 272 11" 

1製 造 業 31 101 20 100 33 71 28 

11 生産財・資本財 4 55 5 75 18 30 17 

12耐久消費財 19 23 8 6 5 25 4 

13一般消費財 8 23 7 19 10 16 7 

2卸 7士E 52 85 174 88 47 52 4可

21総 メ口込 商 社 4 8 ? ? O 

22繊 維 12 32 150 38 10 11 

23対メ カ 18 24 11 29 17 38 24 

24対 ソ.→レ~ 18 21 12 12 11 12 ! 12 

5サビス的産業 24 32 17 25 28 30 B 

31 対事業所サ ビス 20 22 13 20 21 23 7 

32印 刷 出版 4 10 4 5 7 7 

4建設 運輸 78 52 5 63 96 i 34 29 

41 建設・不動・公益 21 41 3 53 15 22 19 

42運 輸 倉庫 557 11 。10 81 12 10 

5金 融 106 74 81 44 119 85 4 

51 銀 行 53 32 38 16 60 42 5 

52証 券 12 22 20 14 20 8 。
53保 険 41 20 23 14 39 35 

表 5・5・2 CBDの評価要因

要 因 水 準

事務所の広さ 1 十分である
方通 ま ん

5狭 す ぎ る2 で き る

2 取引先との連絡 1 便 不リ 2 普 通 5 不 使

5 情報入手の利便 1 有 手U2 普 通 5 不 幸。

4 通 動 1 便 flJ 2 普 通 3 不 便

5 駐車施設 1 十分である
ヵ: ま ん

5 狭すきる2 で き る

6 周辺の交通事情 1 よ し、 2 普 通 3 望、 U、

7 賃貸料・維持費 1 安 U、2 普 通
治ゐ 地主 り

3 す ぎ る

8 この場附とのお発展し 1 期待できる
なんとも

5 期で き t( 待いの見 2 い え な い

本社社内の・工場など
9 他の組織 1便 干IJ 2 .rf 通 3 不 便

と の連絡

k
d
 

L
U
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図 5・5・1 要因別の水準に対する相対度数

;こ示しておく o この図より現在の CBDの事務所にとっての生産環境をつぎのよ

うに概観することができる。

1. 事務所の広さにつレては約 4分の 1の事務所が狭すぎると答えてじり，現存

のスペ スに対する潜在的な拡張動機は強いと思われる。

2. 取引先との連絡については約 70 %が便利と答えており CBDの著しい特

徴といえる。

3. 情報入手の利便が不利と答えたのは 1O:Cに満たないが.有利と答えたのは約

5 1 %であり，取引先との連絡の便にくらべてやや低い n

4. 通勤に関しては，都心にある事務所だけであって，不便と答えた事務所はほ

とんどない。

駐車施設に関してはの事務所の広さとともに評価が悪く，がまんできる

4 070，狭すぎる 3 07cと警えており，自動車の増加に対応できていない現状

を表わしている。

6. 周辺の交通事情は良い 4 ~ C:-c，悪い 2 1 (宅と分かれており，地区によって差

があるといえる。

二 賃貸料・維持費は普通 71 ~c で正，1)， てρ?与えは CBDの立地条件の良さと

経費との比較によるものと思われるのて，事務所としては各生産環境に見合っ

た経費を負担しているといえる。

a 発展の見通しに関しては約 50 '7(0が別待℃きると九えており.期待できない

と答えたのは 4併にすぎない。

2 社内の他の組織との連絡は便利 4 ど勺，普通 41「;、であ1)，非常に連絡の便

は良い地区であることを示 Lている。
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全体として，事務所の広さと駐 ~l 活設と λl通不満である以外は JI 品 t 二時れた ~t-_ ';: 

環境といえる。

つぎにこれら 9 種の要閃聞の従属関係をうよ併すごy た灼に，ま寸 ~i 11叱iJ g~: ~..K .¥' 

たu これを表 5・5・5 に示すo この相関行列より，第 3節.第 4節と同れにして

バリマヴクス法によって.互いに直交する合成変量を求めた。こ J

.4 に示す。この結果は第 5節と同様にいずれの合成変量も唯-，，'要|吋と、打、高

い相関を示しており，求められた合成変量の中に， jへ三位、量出有 ltrì 変 11_~1 ~:=. ¥_J ~，‘大

きく含まれることになり.いくつかの変量に共通な変動をと f、えることのでき

るクソレープ化を明らかにするような合成変量は存在しないといえる。こ ρ子11果よ

り9種の要因をグル プに統合することなく，すべてを独立な要因と λ な

して以下の

分析を続け

る。

(3) 評価モデ

ルの推定結

果とその考

察

CBD内

の事務所が

それぞれの

立地場所を

生産環境と

してどのよ

うに評価し

ているかは

各要因別に

調査 Lたo

しかしその

場所を生産

表 5・5・3 CBDの評価要因の相関行夢IJ

要因 1 2 5 4 8 I ? 

1.000 

2 0.057 1. 000 
一斗一一一一一一宇

5 0.070 0.541 1. 000 i 

4 0.023 0.438 0.325 1. 000 

5 0. 339 0.0921 な 079 o. 082 1. 0001 

6 0. 097 且215 0.154 0.279 o 1971 1. 000 i 
7 0.015 0.005 0. 018 0.011 0.083: 0.099 1. 0001 

8 0.075 0.246 ~ 2_10 L 0.219 0.1161 0.269 O. 057: 1. 000 

9 0.095 0.361 O. 3621 O. 346 _0.1221 0.2191 O.C，i7! 0.2711 1.000 

表 5・5・4 合成変量の構造ベクトル

ー¥偲空主 i 2 5 4 5 6 7 山

1 0.044 。.9991 0.006 I O. 012 0.00610.012 o. 0021 0.009 

2 0.989 0.0171 0.0201 0.042 0. 1291 0.040 -0. COO' 0.031 

5 0.642 0.037 i O. S50. 0.064! O. i621 0. 005 0. ']~4 0.015 

4 O. 423 I O. 002 i 0. 9九 0.~24 0.009; 0.0211-0.001tC.01: 

5 0.0681 0.330 i 0.049: 0. 071 i 0.021 1 0.1331 0. 059i 8. :42 

6 0.172 0.074: 0.204 0引 9010.018 0.941 0.01210.010 

7 -0.006 0.011 -0.011 0.0521 0.022[ 0.086
i 
0.9941 0.CJ01 

8 0.204 日.055 0.120 0.969! 0. 009 0.8211 o.日08'リ[17

9 0.34010.07110.197: 0.b1' 0.14210.08010.0口4! 0.888 

ハリマグヌ基準値 10.0921 0向。ご65 O. 256 0叫0.077! 0 ~o71 lCι1 

人7



環境として総合的にとのように評価しているか 表5・5・5 評価値の計算結果

についての調査がないので，これらの要因と総

合的な評価との関係を直接推定できない。そこ

でつぎの方法で間接的に各要因の重要度を推定

することにした c 事務所はそれぞれの生産活動

の発展や現在の立地環境の良否などを考慮して

今後の対策を検討する o したがってもし現在の

立地環境が悪くなければ当面移転や増築・改築

などの動機をもたないであろうし，逆に悪けれ

ばその動機をもっに至るはずである。そこで現

在の場所の生産環境に対する総合的な評価は，

事務所が現在もっている移転や増・改築の計画

の動機となっていると考えられる。この計画の

動機として，総合的な評価が悪いことの他にも

多くの動機はあると思われるが.これは主要な

動機であると思われる。ここでは，移転や増・

改築の計画をもっている事務所ともっていない

事務所とを判別して，総合的な評価が悪い事務

所と良い事務所の判別の代りとして，各要因の

重要度を分析する。

先述の 9種の要因の水準をダミー変数 Oi(jk) 

評価
要国

2 

5 

4 

5 

6 

7 

8 

? 

水準

2 

5 

2 

3 

2 

5 

2 

5 

2 

5 

2 

る

2 

5 

2 

5 

2 

5 

X)k RANGE 

O. 00747 

-0.00883 O. 08171 

0.07424 

-0.02330 

0.01201 日.06729

0.04499 

0.03620 

0.02068 0.48768 

-0.45147 

0.04013 

-0.01054 0.35999 

-0.31986 

0.29654 

0.02740 1. 00000 

0.70346 

0.05398 

0.04510 0.12812 

-0.07419 

0.01183 

O. 01461 0.23061 

0.21877 

0.00559 

O. 01572 O. 06205 

-0.04633 

0.08070 

0.00671 0.08741 

0.00399 

で表わせば，第 2節の式(3・2・9)によって序数的評価値引が仮定できる。数量

化理論 E類を適用した結果，表 5・5・5 を得た。この結果，要因の中では事務所

の広さが非常に強い影響 (RANGE=1.0000)を示しており，ついで発展のみ

とおし (RANGE=0.487 68 ).社内の他の組織との連絡 (0.35999)が大

きい。また満足率関数を実証するためには.満足(ここでは良い)と総合的に評

価している事務所の割合が必要であるが.ここではこの比率が不明であるため実

証しなし、。ただ相関比 0.5334という値の精度を図化することが必要であると思

われるので，判別された 2つのグループ，つまり計画をもっている事務所ともっ
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ていない事務のv，1こ対する相
う~ I 

対度数分布を図 5・5・2 に示 2 0 r 

しておく。

さて. (2)での分析では事務

所の広さに対する評価が最も

低いことを指摘したが， (3)の

結果でも事務所の広さが最も

1
 

5
 

1
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fi (j"'} .. (t '1 

RANGEが大きいことが明ら 図5・5・2 序数的評価値に対する相対度数分布

となった。そこでつぎに，事務所の広さという要因だけをとりあげ、て，具体的な

広さと評価水準との対応関係を明らかにする。第 2節の理論によれば，広さに対

して十分であると評価する確率F(x)は，広さを表わす施設量 zと式(3・2・2G) 

の関係にある。ここで 1.十分であるとと普通との聞に境界を設ければ π，(x) -

F(x)である。そこで xとして従業人口 1人あたりの床面積をとり.業種別に

式 (3・2'28 ) を推定した結果，次式を得た。

0.8998 

製 z、tgt 業 F(Z)=1ezp〔 Z 〕 r = 0.8315 ) 
13.96 

日.9092
卸 7τまEゴ F(x) 1 - exp[- .~/n J r = 0.8158 ) 

18.60 

1J266 

サービス的産業 F(x) 1-ezp〔-Z 〕 r = 0.8636 ) 
122.24 

建設・運輸業
X1.2017 

F(x) -ezp〔〕 r = 0.7590 1 
37.29 

融
X1，4047 

r = 0.8974 ) 金 業 F( x) exp[- ~~.， J 
55.46 

1.:217 

全 業 種 F(Z)=1-ezp〔-Z 〕 r = 0.9112 ) 
32.51 

このように相関係数は比較的高く，事務所が広さに対して満足する確率は，就業

人口 1人当たりの床面積に対してワイブル分布関数によって表わせることが実証

された U これらの推定された関数形を図 3・5・5 に示す。これに対し，たとえば

大阪市の全事務所の就業人口 1人当たり床面積は全市平均( 12.0 m/A). 西区

( 1 6.0 m/，人).東区( 1 5. 5 rriう/人) (昭和 40年)であるから，満足率は 50 ~ 
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6 0 ~もにすぎ 1.0 

ない n すなわ

ち大阪市全体

はもちろんB:0.5 

大阪都心部に

立地している

事務所の約50

%は事務所の

広さに対して

!二i工工
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1 (ml/ 人)

図 5・5・5 事務所の広さに対する満足率関数

不十分と評価していることになり，増築・改築などによる事務所の高層化への潜

在的な欲求は非常に強いと考えられる。

(4) 結び

本節で用いた資料は，第 2節の評価モデルの理論を実証するために不十分であ

ったので，第 2節の評価モテe ルの一部分を実証するにとどまった。本節の分析に

よって明らかになったのは次の点である。まず CBD内の事務所が移転，増築，

改築などの動機をもつか否かは.現在地に対する評価と密接な関係がある。そし

て分析対象とした都市のCBDでは，これらの動機に最も強い影響を与えている

のは事務所の広さに対する評価である。さらに事務所の広さに対する満足率は

We i bull分布関数によって表わされ，そのパラメ タは各事務所の業種によって

異なる。

第 2節の評価モデルの理論のうち，満足率関数と評価関数についての実証を行

なうことはできなかったが， C B Dの生産環境に対する事務所の満足感と動機と

は密接な関係があると考えられるから，今後，事務所の満足感についての資料を

追加できれば，第 2節の理論は CBDに対する事務所の評価にも応用可能と思わ

れるo したがって，本節の分析結果と第2節の理論とは事務所の立地規制や施設整備

によって分散化を促進するとし、った場合の効果的な手段ω発見に役立つものと思われる。
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第 6節結 き五
日ロ

本章では，まず都市に存在する多くの住民や企業を個体と定義した O そしてこれ

らの個体の都市施設に対する評価を明らかにすることが.都市施設計画の flll':Jを合

理化するうえで重要であるという認識のもとに研究を進めた u

個体の消費活動や生産活動は都市施設の整備によって強い影響を受けておr;.都

市施設の整備はこれらの個体に満足のいく活動をできるだけ保証するものでなくて

はならなし、。したがって，個体が自らの環境をどのように評価してレるかを分析す

ることは，都市施設をどのように整備すべきであるかということを考えるために重

要である。

第 1節では，本章の目的が，現代都市社会において都市施設計画日目的の解釈土

してどのようなものがあるかを，具体的施設と結びつけて分析することにあること

を述べた。

第 2節では，都市施設一般に対する個体の評価について若干の仮説を提案し.こ

れを実証する方法を述べた。まずある一つの要因に対してある個体が満足する確平

は，この要因の有効度に対してワイブル分布関数に従うと仮定した。っきに複数個

の要因に対する個体の選好を表わす指数を評価値と定義した。一方個体は満足する

か否かの基準としてある満足水準をもっており，評価値と満足水準との差を序数酌

評価値と定義した。そしてこの序数的評価値は要因水準の一次結合で表わせると仮

定した。さらにこの線形関数のパラメ タは数量化理論E類によて)て推定できるこ

とを明らかにした。そして最後に個体群のうち満足する個体の占める比率を満足不

と定義し，この満足率が序数的評価値に対して正規分布関数で表わせると仮定した。

これら，一要因に対する満足率関数，評価関数および満足率関数を総称して評価モ

テルと定義した。そして本節の評価モデルを基礎的な理論として位置づけ，第五節，

第 4節，第 5節において，具体的な対象について実証的に考察し，このモテノレの応

用可能性について検討した。

-71 



第 3節では住宅に対する世帯の評価モデルを実証的に考察した。この結果をまと

めると，次のことをし、うことができる。まず世帯を所得と家族数と職業によって階

層に分類することができる。これらの階層別に評価関数を住宅の戸別水準の線型関

数として，また満足率を序数的評価値の正規分布関数として表わすことができる。

さらに住宅の広さに対する満足率はWei bu 1 1分布関数によって表わすことができ

る。このことより，さらに多くの実証を重ねる必要はあるが，第 2節の理論は住宅

に対する世帯の評価に対して応用可能であると思われる。したがって本節の方法に

よって，他の多くの地域で，また時系列的に実証例を増やしていけば，住宅計画の

評価について有効な情報を得ることが可能となると考える。

第 4節では生活環境施設に対する住民の評価モデルについて実証的に考察した心

分析結果をまとめると次のことがいえる。まず多くの生活環境施設は 8つの独立な

グループにまとめることができる。そして各グループを代表する要因による線型式

によって評価関数を推定することができる。さらに生活環境全体に対する満足率は

序数的評価値の関数として正規分布関数によって表わすことができる。また個々の

施設に対する満足率は，各施設の整備水準の関数としてWei bu 11 分布関数によっ

て表わすことができる。これらの結果より，第 2節の評価モデルの理論は生活環境

施設に対する住民の評価モテールに応用可能であるといえる。したがって第 2節の理

論は，現在急速に悪化しつつある生活環境に対して，住民の意識を考慮した代替案

を採策するために，有効な方法であると思われる。しかし本節で推定したパラメー

タはまだ実証が不十分な点もあり，これらのノtラメータを生活環境施設計画に直接

適用することには問題がある。

第 5節では CBDの生産環境に対する事務所の評価モデルについて実証した。本

節で用いた資料は，第 2節の評価モテールの理論のすべてを実証するには不十分であ

り，部分的な実証にとどまったが，これらの分析結果をまとめるとつぎのようであ

る。 CBDにおける事務所が移転，増築・改築などの動機を持っか否かは，その事

務所の現在地に対する評価水準と密接な関係があり，動機の有無は評価水準によっ

て判別てきる O また評価要因の中では事務所の広きに対する評価水準が動機の有無

に最も強い影ヂを与えている。さらに事務所の広さに対する満足率は従業人口あた

りの床面結のWei bu 11 分布関数によって表わすことができる。このことより，今

っL7
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後の CBDの事務所の動向を予測し，また都心対策を進めていくうえて，本長f)の叶

価モデルは有効な分析手法といえる。

本章で提案した評価モデルの意義をまとめるとつぎのことがし、える O 第 2節の計

価モデルの理論は，看15市内の多くの個体について一般的に適用できると思われるが，

本章ではまだこのモデル ω一般性を確認するために十分な実証ができたとはいえな

い。よって第 2節の評価モデルは一般性への可能性を持っているが.とくに住民山

住環境や生活環境に対する評価および事務所の生産環境に対する評価を定量的に表

現することができるといえる。そしてこの評価モデルは，今後計画主体が都市施設

を整備していく場合に，住民が希求している代替案を探策し，あるいは提示した代

替案に対する住民の評価を推測するために有効な方法であ匂と考えられる。

本章の評価モデルが都市施設の計画目的を合理的に定式化するのに有効であるた

めには，資料ω整備やさらに多くの実証的考察が必要であることはいうまでもない

が.これまで質的範ち伊うに残されていた評価という概念を客観的に操作可能な型

で定量化する方法を提示できたと考える O 本章では資料の都合により 3種類の評

価モデ、ルについて実証的考察を行なったにすぎないが.残された多くの評価モデル，

とくに交通と公害とに関する評価モデルに第 2節の理論を適用してみることも必要

であると思われる。そして都市施設計画の評価として重要な多くの側面について.

評価モテルを確立することができれば，第 2章で概説した評価システムの中にこれ

らの評価モデルを位置づけることができる。したがって本章の評価モデルの理論と

その応用例とは評価システムを開発していく研究過程の第 1段階であり，それはま

た同時に都市施設計画をシステム化していく第 1段階であるといえよう。
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第 4章

第 1節緒 = 

都市施設に 関 す る

現象モデルの研究

都市施設計画には大別して次の2つの型式があると考えられる。その 1つは現在の都

市現象の中に何らかの問題があって，その問題を解決するために都市施設を整備す

る必要があるとき，その問題となっている現象に追随して施設を整備する場合であ

る。他の 1つは将来の都市現象に何らかの問題が発生すると予測されているか，あ

るいは現在よりもより望ましい都市像を造り出したいとき，先行的に施設を整備す

ることによって，現象を誘導する場合である。そしていずれの場合でも，問題とな

っている現象に対して施設整備がどのような効果を与えるか，あるいは施設整備が

現象をどのように変えていくか等について，都市施設の計画主体は明確に把握して

おく必要がある n したがって，都市施設整備に起因する現象の変化を表現したモデ

ルは，都市施設を合理的に計画するために重要であると考えられる。そこで本章で

は，都市地域における都市施設に直接，間接に影響を受けている都市現象を，都市

施設との関係に重点を置いて表現したモデルについて考察する。このモデルが一般

的に認められる客観性をもち得た場合，モデルを操作することによって，施設計画

の代替案が都市現象に与える影響を予測することができ.その予測結果から各代替

案を比較することができる。したがって都市施設計画にとって有効なモデルの主要

な要件は.第 1に現象を正確に再現できることであり，第 2に操作可能なことであ

るといえよう。

第2章でも述ベたが，現象システムの値域は評価システムの定義域と閉等である。

すなわち，評価システムの評価要因の集合をX とすると，現象システムが包含すべ

き要因の集合Zは，xczでなければならない。この集合Zが現象システムの定義

域である。都市施設計画にとって，都市の現象モデルは都市現象の本質的な特徴を

説明することができるような包括的なものであることが望ましいか，都市現象のあ
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らゆる側面がその中に含まれている必要はないと忠われる n もし必要以上に定義域

を広げると，現象システムが非常に恒雑となり 計画システムの効率を低卜させる

恐れがある n そこで，評価システムによって評価要因の集合X をまず明らかにし，

その集合の中の要因に強い影響を与える要因の集合Zによって，現象モデルの対象

を限定すれば十分であると思われる。ここで，この定義域Zの中に含まれる要因聞

の相互依存関係を定式化したものを現象モテルと定義する。さらにそデルに用いら

れた要因の中に，計画主体にとって制御可能な要因があるか，あるいは相互依存関

係を制御できる場合に，このモデルを制御可能なモデルと定義する。

さて現象モデルにはマクロモデルとミクロモデルの 2つの種類がある。ミクロモ

デルとは個人あるいは何人かの個人からなる明確に定義されたグノレ プの行動モデ

ルである。これに対しマクロモデルとは要因の集計量相互間の闘係を記述したもの

である。これら 2つのモデルにはそれぞれ固有の特徴があり，モデルを利用する目

的に応じてマクロモデ、ルとミクロモデルとが使い分けられる。そこで本章の目的と

する都市施設計画のための現象モデルとしてはどちらのそデルを採用するのが望ま

しいかについて第 2節で考察する。そしてその考察の結果をふまえて，現象モデル

の特徴を「行動仮説 J. r選好関数人「選択ルール」の 5つの概念によって説明

し，これらを一般的に展開する。さらに第 2節で一般的に展開した現象モデルの理

論を，第 5節以降で実証的に考察する。まず第 5節では都市圏における人口分布を

対象として，選好関数に代るものとして「摩擦費用」を仮定し，人口は「摩擦費用

あたりのエントロビーを最大にする」ように分布するという仮説を実証する。第 4

節では都市閤における市街化現象を対象とする。まず選好関数として. r適地度関

数 lを仮定し，土地需要者は「より大きな適地位をもっ土地を選好する」という仮

説のもとで. rより大きな適地度をもっ土地から市街化されていく」とし、う選択ル

ールを仮定し，これを実証的に考察する。第 5節では都市圏における土地利用の分

布を対象とする。ここでも第 4節と同様に，選好関数として，各用途別の「適地度

関数」を仮定し，この関数の特徴について現況資料から基礎的な分析を行う。第 6
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節では住宅の選択モデルについて実証的に考察する。まず住宅の所有形態による世

帯属性の違いについて判別分析する。つぎに対象を民営借家住宅に限定して，まず

各世帯は「効用の大きい住宅を選好する jという仮説を設け，選好関数として「住

宅効用関数」を仮定し，この関数を実証する。

こうして，まず現象モデルの一般的な考察を行い，ついで都市施設と関係が強い

と思われる 4種類の現象モデルについて実証的に考察し，最後に第 7節で実証結果

をとりまとめ，本章の意義と問題点について述べ，結びとする。

第 2節 現象解析の方法論

(1)概説

現代の都市を研究すること，理解することは容易でない。数多くのしかもばら

ばらな力が，都市環境の物的な形態の上に成長と更新を促そうとして働いている。

物理的な現実が社会的現実と密接に結びついている。都市の大きさと人口密度と

いう点からだけみても，現代の都市は過去のいかなる都市よりも複雑な性質をも

っている。この複雑きわまる都市の諸現象に対して従来からあらゆる分野からの

接近が試みられてきた。

マクロな都市現象を対象とした理論のなかで，より古くて一般的なものは「比

較都市論」と呼ばれるものであり，そこでは都市社会と非都市社会の違いが強

調される。この理論は都市化，すなわち非都市社会の都市社会への社会的変容を

問題としている。この理論の基本的な仮説は，都市と農村は社会組織の両極端を

代表しており，この両極の間に 1つあるいはいくつかの基準によって規定された

すべての社会を位置づけることが可能であるということであった G このように都

市社会をその反対物と比較するという方法は，社会学においては長い歴史を持っ

ている。しかし，これらの理論に対する批判は. R. Dewey によって詳細になさ

れているが.その要点は，何が都市的特徴であって，何が都市的特徴でないかに
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ついてあいまいであることにある。こう U、った比較都市論は，その拷の社会学に

大きな影響を与えた45)

マクロな都市現象を対象としたもう一つの理論は.都市生態学46)と呼ばれるも

のである。 E. W. Burgessの同心円理論 concentric zone theory ) • 

H. Hoyteの扇形理 論 C.D.Harrisの多核心理論. B.J. Bervyの紐状

都市( ribbon pattern ). W. Christallerの中心地理論 (centralplace 

theory)等は，いすれもこの都市生態学の系譜に属する。との都市生態学は，

A.Hawley によって集大成された。しかし.L. Re i ss m a 47)が批判しているよ

うに，都市生態学は，都市に関する多くの知識を生みだしたが，その後の都市の

急激な変動に耐えることができなかった。都市生態学において一般的に展開され

てきた理論が.実は，ある一時代の一定の文化に結びついた固有の理論でしかな

いことが判明するにつれて，マクロな都市現象の記述は，現象の原因にまでさか

のほったより深い考察を必然的に反映したものとなった。こうしてマクロな都市

現象の一連の基本的ノζ ターンと原理の追究は，原因と結果の闘係を把握すること

であると認識され，計量経済学の発達の刺激を受けて，近年では統計手法の適

用によるこの因果関係の推定を重視する傾向となってきている。

都市現象を巨視的にみるか.徴視的にみるかは，その現象モテルを全体の計両

システムの中のどこに位置づけるかによって決まる。マクロモテルの対象とする

集計量は個々の微視的個体の合計にすぎないのであるから，微視的な個体の行動

の累積された動きが巨視的な現象となる。現代の経済学で用いられるマクロ経済

学とミクロ経済学の柏違も，現象の本質は同じであるが.それぞれの理論の目的

が異なるために生じた.いわば人為的なものにすぎないn 経済学におけるマクロ

の理論では，個々の価格の決定に関する詰問題は分析の対象から除外されている

ので，個々の経済単位と集計量の聞の関係は明らかでない。しかし，集計量を銀

うことによって問題を単純化したために，経済全体の状態と進歩を.ごく少数の

単純な集計量によって記述することが可能となる。都市の現象においてもこれと

同様なことが言及され得る。すなわち，現象の内部に存在する多様な行動主体の

行動が除外されて，何らかの基準によって得られた集計量(たとえば，ゾーンに

よって集計された人口)の動態に関する理論は，都市現象の全体の状態と変化と
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を単純な要素によって記述することを可能にする。しかし，都市生態学の箇所で

述ペたように，このようなマクロな現象の単なる記述は，近い将来，それぞれの

行動主体の行動形式に変化が起これは，マクロ現象は違ったものになるだろう。

しかもマクロ現象は，個人の行動を imp1 i c i tに，つまりプラグクボ y クスに閉

じこめたままで，モデル化されているのであるから，何故違ったものになるかと

いうことは，明解に説明され得ない n したがって，都市現象を表現するマクロモ

デルを開発するためには，その前提として行動主体の行動の仕方についての仮説

を明示する必要がある。なぜならマクロ現象をマクロモデルによって説明するこ

とが困難になった場合，われわれは仮説を再吟味するという手段をとることがで

きる。もし仮説がブラックポノクスに閉じこめられたままの状態だとすると，現

象をモデルによって説明することが困難となった場合，われわれは過去のマクロ

モデルをまったく精算して，何らの手がかりもない状態から，新しい現象を表現

できるマクロモデルの開発にとりかからなければならないのこのように仮説のな

いマクロモデルは科学的な積み重ねを困難にさせる恐れがあるといえよう。しか

しそれでも，行動形式に大きな変化が生じないとみなされる短期間の現象の説明

には仮説のないマクロモデルも非常に有効な方法であるといえる。

一方ミクロモテ'ルとは本質的に行動モテjrJであるから，個人の行動の目的や制

約などは exp 1 i c i t に表現されており.個人の価値観が変化して行動目的が別

のものになっても，一般的にはそデル自体は普遍性を保ち.行動結果だけが別の

ものになる。ミクロモデルは必然、的に行動主体によって異なるから，都市現象の

全体を説明するためには行動主体の数と等しいだけのミクロモデルが必要にな弘

非常に複雑となってくる。しかし都市施設と都市のある特定の行動主体との関係

を把握する場合にはミクロモテソレは非常に有効であることはいうまでもない。

したがって，現象モデルを計画システムの中のどこに位置づけるかによって，

マクロモデルとミクロモデルのどちらが適当であるかが決まってくる。本論では

第2章でも述べたが.都市施設計画の効果を都市全体としてマクロに把握できる

計画システムを対象としている。そこで本章ではマクロモデルに関して基礎的に

考察する。しかしマクロモデルには前述のような問題点があるので，ここではこ

れらの問題点に対して次のような方法をとる。まずマクロモデルは単純な集計量
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の動態を説明するものであるが.この動態をより正確に説明するために必要であ

れば，この集計量の中に含まれている異質なグループを分離して，このグル ブ

の動態をそれぞれモデルとして表わす。またマクロモデルはその集計量あるいは

グループ内の個々の行動主体の行動目的についてはプラックボックスに入れたま

まであるが，ここではこれらの行動主体の平均的な行動目的を選好関数と名付

ける。そしてこの選好関数に対する仮説を設け，この仮説からマクロモデルを尊

き出す。このようにマクロモデルにミクロモデルの長所をできるだけ取入れるこ

とによって，マクロモデルの問題点をできるだけなくしていく。 (2)でこの仮説に

ついて考察し. (3)では選好関数を推定する方法を明らかにする。

(2) 行動モデルの仮説

さて現象システムを開発するにあたっては，行動主体の行動に関する仮説を設け，

その仮説から演鐸してモデルをつくらなければならないということはすでに述べ

たところである。ここではまず，この仮説について考察する。

個人の行動に対する最も典型的な仮説は，古典的消費者行動理論における効用

理論である。生産者である企業家の行動については，貨幣利得を極大化するとい

う原理は，正しい仮説としてこれまで考えられてきた。そして，消費者の行動に

ついても企業家の行動原理と類似した原理を抹すと U、う動機は自然であった。こ

こから選好仮説 8)が消費者行動の原理として発展させられてきた。選好仮説とは

「現行の市場条件以外のものによって少しも影響されない理論上の消費者は，彼

の直面する様々な選択対象の中から自分が最も選好する，すなわち自分が最も高

く位置づける選択対象を選びだすJ49)ということである。すなわち，この仮説では，

選好尺度あるいは序数的効用関数の存在が仮定されており.この関数によって選

択対象の序数的効用を各自が計算し，最大の効用を与える選択対象を選ぶという

のが消費者行動であるとされている。しかし，この仮説には，現実的な問題とし

ていくつかの間題点があると指摘されている。 1つは，消費者の選択対象が，あ

る限定された範囲の中にあって，市場にある財のすべてでないこと，今 1つは，

選択対象に関する情報は有限であって，厳密な意味での序数的効用は不明である

ことなどである。しかし，この仮説は，消費者行動の原則として現在のところ最

も合理的なものと考えられる。ただ経済学においては，この仮説が経済現象を無
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矛盾に説明づけるために用いられている。そこで，次に経済学が展開してきた効

用理論を現実の現象に応用し，かつモデル化する方法について述べることにする。

伝統的な経済理論には，次のような仮定がおかれている。まず，選択主体は経

済的かつ合理的な経済人 economicman )であり，彼は，自らが置かれてい

る環境の関連する諸状況について，不完全ながらも明確で豊富な知識を有してい

るものと仮定されている。また彼は，組織化され，安定した選好体系を有し，彼

にとって選択可能な代替的行動のうちでどれが彼の選好尺度上での達成可能な最

高点に彼を到達させ得るかを算定可能ならしめる計算技術を有するものと仮定さ

れている。

この経済人の合理的選択の要素をH.A.Simontf)次の 6つの概念によって

まとめている。

(1 )選 択 財

これは，選択の対象となる代替的な行動案である。数学的モデルでは，客観

的に可能なすべての選択財を点集合Aで表現することができる。なお，Aの要

素を αとする (αε A )。

(11) 選択主体によって知覚される選択財

選択主体による違択は，客観的に可能なすべての選択財のうちの.より限定

された選択財を対象にしてなされることがある。この場合，選択主体によって

知覚される選択財の集合iは，Aの部分集合で表現することができる。すなわ

ち，ACAである。

(111) 可能な将来の状態あるいは選択の結果

これは，点集合Bで表現することができる。なお Bの要素を bとすると

( b E B )。

(lV) 利得

選択のもたらす結果に選択主体が付与する「効用 lあるいは「価値」を利得

( pay -off )という。この利得は ，Bの要素 bのすべてについて定義された

実関数 l'(b )によって表現することができる。

(V) 特定の選択財 αが選択されるときに Bのうちのどの結果が実際に生じるかに

ついての情報

-80ー



モデルでは， この情報は α (AあるいはAの要素)の部分集合 /i，αへの写像

によって表現することができる。 Baは，選択財 αが選択されるときに生じる

と予想される結果の集合である。

(Vi) 特定の選択財が選択されるときに特定の結果が生じる確率についての情報

これは.(v)の場合の情報よりも正確な情報である。というのは選択財 αが選

択されるときに bが生じる確率 Pα (b)が， Bα の要素 bのおのおのについてわ

かっているからである。なお， Pa(b)は正品(b)= 1である非負の実関数である。

このような要素を用いて，選択の経済人モテルの決定ノレールは，次のように

定義される。

( 1 ) マックシミンのルール;いかなる選択財を選択した場合でも， その起こりう

る成果のうちで最悪の成果が生じると仮定し， その最悪の成果のうちで最善の

ものを選択する。すなわち，

V(a)=Mιn V ( b ) = Max Min V ( b ) 
hEM aεA hEB&. 

(11) 確率的ル ル;特定の選択財を選択するとき，特定の結果が生じる確率かわ

かっているとし，利得の期待値を最大にする選択財を選択する。

?(左)=1; V( b )・Pei(b) =Max 1; V( b) Pα( b ) 
bEB6 αεA  bE B"&. 

(111) 確実性ルール;選択財の結果が一意的にわかっているとき，不IJ得を最大にす

る選択財を選択する。

合(盆)=V<Bα) =Max V (Ba) 
aEA 

これらのルールを都市地域における行動モデルの仮説としてそのまま採用す

ることは現実的でない。 なぜならこれらのルールは選択財集合から一つの選択

財を選択するミクロモデルであるが.先述したように本論の対象はマクロモテ

ルに対する行動仮説であるので，我々は必ずしもどの選択財を選択するかに関

する仮説は必要としない。われわれが必要とするのは， ある統計的集計量とし

ての行動主体の集合がそれぞれの選択財をどれだけ選択するかという行動に対
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する仮説である。そこで次にこれらのミクロモデルに対する仮説をマクロモデ

ルに対する仮説へと展開する。

仮説は 2つの部分からなる。 1つは，行動主体の選好関数が何かというこ

とについての仮説であり，他の 1つは，選択の法則(ルール)に関する仮定で

ある。まず代表的と思われる選択の法則(ルール)を述べ，つぎ‘に選好関数の

特徴とその推定方法を述べることにする。

今，選択財の集合を Aとし.Aの要素を αとする。 (αε A )。この集合A

の部分集合iが選択主体によって知覚される選択財の集合であるとする (iE

A)。合理的経済人モデルでは，現実の選択財と成果とを区別しているが.こ

こでは簡単化のためこの区別をせず，集合Bの概念は用いない。選択財 αに対

して，選択主体が賦与する価値または効用を表わす関数を選好関数と呼ぶ。さ

て，選択主体が全く同ーの価値観をもった個人の集合であれば，唯一の選好関

数を仮定することができる。しかし，都市地域におけるいかなるグループも，

その内部にいる各個人の間には必ず質的に異なった多様性がある。グルーピン

グの方法によってこの多様性を減少させることは可能であるが.それを完全に

なくすことはできない。計画システムでは，場合によってこの多様性とは無関

係にシステム全体としての視野からグルービングを指定することがあり，各グ

ループに含まれる多様性が非常に大きくなることが考えられる。しかし，その

多様性を前提として，それぞれのクループには，ある 1つの選好関数が仮定さ

れなくてはならない。

さてあるグル プに属する任意の個人が財 αに賦与する効用を Vα とすると，

この効用は同ーの財 αであっても各個人によって具なる。いまこのク・ループ内

の個人が財 αに対して賦与する効用のグループ全体での平均値を Va とおき，

その分散を σ;とおく。さらに財αの特性ベクトルを X a とするとき，このグ

ループに唯一の選好関数を仮定するとすれば，次式で表わすことができる。

Va f (Xa ) ( 4・2・1) 

ところが.このグループの唯一の選好関数は式(4・2・1)からも明らかに，そ

れぞれの財に対する効用の平均値を求めるものであって，各個人の効用を求め

るものではない n このため，この選好関数だけでは，グループ内の各個人が 2
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つ の選択財 α あるいは bについてどちらを選好するか.あるいはとのクル

フが αとbをどれだけ選好するかは不明である。そこで次の仮定を設ける。

「このグループ内の任意の個人が財 αに対して賦与する効用 Va は平均値九，

分散 63の母集団よりとられた任意標本である J。しかし，この母集団に関す

る知識を先験的に得ることはできないから，この母集団から標本を抽出して，

その標本の特性から母集団に関する知識を推測する必要がある。いま Vα.¥. 
b 

の確立密度関数を

!Pn(V)， !Ph(V)と

すると，図4.2・1

のように表わされ

る。この図は，財

αと財 bに対する

効用が.ある 1つ

のグループ内部で

バラツイていることを表わしている。

確実性ルールが任意の個人について成立することは明らかである。あるグル

ープに属している任意の個人は ，Va>Vhのとき αを選択する。しかし，その

個人の母集団であるグループがどの選択財を選択するかについて.この確実性

，1a(V) 

Va V Vb 

図 4・2・ 2つの選択財に対する効用の分布

ルールは，確定させることができない。このルールは，このグル フか各選択

財を選択する確率を与える。個人が αを選択するのは ，Va >V hのときである

から，グループからとられた任意の個人が αを選択する確率は Va>V hが成立

する確率 Pr(Va>Vh)に等しい。いま !Pa(V)と!Pb(V)とが独立であると仮定

すると ，Pr (Vα>V b)は，次式で表わせる:1)

P T 
( V a > V b ) = .[， !P a (Z ) [.[~!P b (t) d t 1 d z ( 4・2・2) 

さらに，このクループが正規母集団であるとみなせる場合には，確率密度関

数は，次式で表わせる。

え
dau 



( 4・2・3) 

---( Va- Va )21 
I{J a (Va )二一方-一 .exp I一 | 

112πσa • l 2IJi ) 

( (Vhーら )21
I{Jh(Vh) 一完=一一 .exp Iー | ν2n:lJh --r  l 2IJj ) 

今ここで，新たな変数 V=Va-Vh を定義すると， P
T 
(Va>Vh )=PT (V>O) 

である。 そして，正規分布の再生性の定理より V も確率変数となり，平均値

子=九 -Vh ，分散62=6J+d;の正規分布に従う。 したがって，

P r (V>O) =ろ万吉 eη 〔一生11〕dV ( 4・2・4) 

ここで， (V-V)/IJ=zとおくと， dV=lJdzであるから，

PT(V>0)=Zd7ezp〔子Jdz ( 4・2・5) 

また，標準正規分布の対称性より

PT(V>0)=tvir em〔一子)dz ( 4・2・6) 

となる。結局，標準正規密度関数を φ(z )とおくと，式(4・2・7)で与えられ

るように， グループからとられた任意の個人が. αとbとを比較して αを選択

する確率は.正規分布関数に従う。

-.JL 

PT (Va>V h) =乙 φ(z)dz ( 4・2・7) 

これが. 2つの選択財の選択行動を個人に対して“確実性ルール"を仮定して

記述する論理である。さらに，一般的には選択主体によって知覚される選択財

の集合えに 2つ以上の選択財が含まれる。選択財が 1.2，….. Lあって，選択

主体がそれぞれに賦与する効用は，各財について独立な確率変数であるとする

と，財iの効用V‘は，N(V，.ぷ)に従う。“確実性ルール"では，効用の最大な

財が選択されるから，財 iの効用 V，がすべての財の効用のうちで最大である

確タを P，とすると.選択主体は，確率 P，
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の確率 P.は次式で求められる。

P. = P T ( V. = Max (V1. V 2 • … ・ー….V L ) ) 

∞ L 

=ftp， (x) .[J o， (x) .dx 

ら") 
( 4・2・8) 

tp • ( x)二三づ 1一一・
vどπ (f， 

p [一旦24)
2 (f ，2 

( '/，ニ 1.2.……. L) 

o， (x) =.1ァフ?ム-=-. e Xp r -i.!五J21dt (j =1，L・ .... L ; i +j ) 
} ， -!.叩112π ・6J L2612J 

なお，式(4・2・8)より明らかに };P，=1である。

さらに，今，選択主体がDの需要を発生するとき，各選択財への需要が D1'

D 2 • ……..DL となる巨視的確率は単位の需要をもっD人の選択主体か

らなるグループが各選択財へそれぞれ D 1 • D2 • ……・・・DL人ずつ需要する巨視的

確率に等しく，次式で表わされる。

P，.. (D1 • D 2. ……・ DL ;D;P 1 • P 2 • ……一. P2 ) 

7"¥1 L n 

--，とιー・ II.P，L/，
4DJ z=l 

( 4・2・9) 

この巨視的確率が最大となるように需要が分布すると考えるのか妥当であると

思われるから，結局，各財への需要は .D.=P，D. (i=1， 2，…・・・.L)となる。

すなわち，全需要Dのうち，選択財 4への需要 D，の比率は，財 4が選択され

る確率に等しい。

確率ルールとは，期待効用 (expectedutility)の大なる選択財を選択

するということであり，これは先の確率密度関数を用いれば，選択財 αとbに

対して，

f V. tp a (V) dV >ムv・れ (V)dV

なるときに αを選択することを意味する。ただ，経済人モデルにいう expect一

RIM 

Q
口



ed u t i 1 i t Y の意味することとは全く異なる。その場合の expected ut1-

1 i t Y とは，選択財が一人の個人に与える効用が時と場合により異なっていて，

その平均値という意味である。いわば，消費財の品質が同ーの銘柄といえども

パラツキがあって，その銘柄の財の平均的品質を表現するものである。そして，

消費者は，その平均的品質の優れた銘柄を選択するというルールである。これ

に対して，先述の確実性ルールに用いたグループの分散というのは，その定義

からも明らかなように，一つの選択財に賦与する効用がク'ループを構成する個

人によってノ二ラツイていることを表わしている。しかし，都市地域における選

択財集合の中には，経済人モテ'ルの確率ルールの仮説のように，同一の部分集

合に属していても，その中に含まれる個々の選択財に効用のバラツキがあると

考えられる場合がある。その典型的な例は z 宅地選択の場合である。都市化の

過程を予測する場合，その選択主体は人口集団である。このとき， ゾーンによ

って区別された個々の区域をそれぞれ選択財とみなすことにすると，その区域

の内部の土地には，さらに多様性がある。こういった状況は，一般に図 4・2・

2のようにまとめられる。

.，・，.選択財

O 
A 

図 4・2・2 選択財の部分集合

知覚される選択財集合えの

中にある選択財は，ある基

準(たとえば銘柄とか地域)

によって部分集合に分けら

れている。そしてそれぞれ

の部分集合A1.A2.…・・・に

賦与する効用をV1. V 2 • ・

-とすると，この効用は

各部分集合内の選択財の期

待値であって，個々の選択

財の効用は，その期待値の

近傍に分散している。そして，選択モデルの関心は，どの選択財が選択される

かではなく，どの部分集合が選択されるかということにある場合も考えられる。

たとえばゾーン別の住宅建設戸数を予測するモデルでは，各ゾーンか部分集合
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であり，ゾーン内の宅地区画が選択財であるが.この場合に明らかにしたレの

は，どの区画が選択されるかではなく，どのゾーンから選択されるかである。

さらにこの例ではそれぞれのゾーンの宅地区画の数は面積的に限られている。

このように都市地域における部分集合内の選択財は，一般に有限個である。い

ま，それぞれの部分集合の供

給を S1， S 2，……・・ー SL とし，

Vi.. V 

総需要をDとする。部分集合

ムの効用は，平均値久，分

散 d，で図 4・2・5のように分

布している。確率密度関数を

仇 W)とすると，効用が Vよ

り大なる選択財の供給は，
図 4・2・5 部分集合 A，内の効用分布

s;}し仇 (x)dx， ( ，= 1， 2，…………， L) ( 4・2・10 ) 

である。ここに，

f ψ.(x)dx=1， (， =1，2，……ー…， L) ( 4・2.11 ) 

V。 V 

図 4・2・4 複数個の部分集合からの確率ルール

による選択

図 4・2・4のように， L個の部分集合があって，これらすべてに属する選択財の

中から効用の大なるものを順次選択して，需要があるかぎり，次位の選択財へ

オパーフローしていく結果，最終的には効用 V。の選択財まで選択される。こ
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のとき，総需要Dと供給 81，82，ーーとの聞の均衡方程式は次式で表わせる。

L ∞ ∞L 

D三1sz40vz(Z)dz=ι(互18 ・ψ，(x))dx ( 4・2・12) 

この結果，部分集合 zに含まれる選択財のうち，

SZ40vz(Z)dz ( 4・2・13) 

だけが選択される。

ここで論じた仮説は，本質的には古典的消費者行動理論における効用理論と

異なるものではない。すなわち，これは序数的効用関数を仮定し，それによ

って最適な選択財を選好するという原理に確率論的考察を加えて，現実の選択

行動に近似させたものである。こういった仮説は， r最適基準モデル」と呼ば

れる守)最適基準モデルのうち，確実性ルールと確率ルールとを応用したモデ

ルについて考察したので，つぎにモデルの中に用いられた選好関数の推定方法

を明らかにする。

(3) 選好関数

前節で選択のルールについて述べる前提として，選好関数あるいは序数的効用

関数と呼ばれるものを仮定した。この関数は選択財に賦与する効用の順序関係を

示す指数である。ここでは選択財を選択する場合の選好関数の特徴をまず考察す

ることにする。

選択財の集合Aがあって，あるグループの知覚できる部分集合をiとすると，

ACAである。このグループが最適基準の仮説によって選択するものとすると，

Aはその選択の結果として選択された財の集合Bと選択されなかった財の集合C

に分類され，これらの部分集合の関係はつぎのようになる。

A=BUC BnC=匂 ( 4・2・14) 

またそれぞれの集合の要素(財)をつぎのようにおく。

bEB CEC ( 4・2・15) 

さてこのク'ループの選好関数を各財の特性ベクトルxの関数と仮定し，財 4の序

数的効用を V，で表わすことにすると，

V， = f (X. ) ( .・2・16) 
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そして最適基準の仮説より，財 bと財 cの閣では式(4・2・17)か成立つ O

Vb > Vc ( b εB.  cEC) ( 4・2・17) 

したがって仮説が成立するためには選好関数 f(x)は式(4・2・17)を成立させな

くてはならない n もちろん !(x)は理想的にはすべての(b. c )の組み合わせに

対して成立しなくてはならないが，そういった f(x) を先験的に知ることはでき

ない。そこでこの関数形を何らかの手法で推定しなくてはならない。この統計的

近似の精度は式 (4・2・17)が成立つ確率によって表わせるから，推定の原則は式

( 4・2・17)が成立する確率を最大にすることである。この確率九 (V b>V c )は

V b. V cをそれぞれ正規母集団 N(μ1. 01
2

). N (μ2. 02
2

)よりの任意標本とす

ると，式 (4・2・6)と同様にして式(4・2・18 )で与えられる。

μ1一μ2

ι引川山(v川Vb汎>
一∞ v;乙C πL

( 4・2・18) 

したがって .P r ( Va>V b )が観測資料から与えられている場合には， μ1.μ2.

df，dをそれぞれ財 bと財 cの特性ベクトルの関数と仮定して，式(4・2・18) 

をそのまま，あるいは近似式に変形することによって，重回帰分析やその他の統

計的方法によって，現象モデルを直接推定することができる。また Pr(V b>Vc) 

が与えられていない場合にはつぎの方法による。まず PパVb>V c )は (μ1一μ2) 

/〆万τすの最大化と同義である。さらに μ1山と仮定して一般性を失なわ

ないから. (μ1 -1J，2 ) /"バ77Zの最大化は (μ1一μ2)1/(612+d;)の最大化

と同義である。ここで，

2μ1一μ2)2 
， .~~ Iフ ~>O

01 -+ 02-
( 4・2・19) 

とおくと，結局 Pr(V b>V c) の最大化は ~2 の最大化と同義である。したがヲて

選好関数 f(x) は ~2 を最大化することを目的として推定すればよい n

さて，標本調査によって f(x)を推定することを考える。調査の結果，集合B

と集合Cの中に含まれる財の数が n1，冗 2 であったとし，それぞれの財の序数的

効用をに(.ε B). V，.(jεC)とおくことにすると，平均値，分散はそれぞ

れつぎのようになる。
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n， 
μ1二百-I: V， 

， ，EB  

( 4・2・20) 

n2 

μ2=t  Z VJ 
ιJ吾 C

( 4・2・21 ) 

n， 

6f=J-Z V2-d 
'''1，εB 

( 4・2・22) 

の
ζ

内
'ιμ

 

内
，

ι

，ノV
 F

し

η
4
 η

Z
ε
 

'
J
 

1
一円一一

。，ι
内

4
d
v
 

( 4・2・23 ) 

式 (4・2・19) ~ 2 を最大化する既存の統計的方法はないので，式 (4・2・24)で与

えられる相関比がと f との関係を明らかにして〆を最大化する判別関数法や

数量化理論E類を適用できないかを調べる。

2 
2 0 h 

可=ーτ-
01' 

( 4・2・24) 

2π ，2 n 2 
Oh 石一 (μ1一μ)L+百ア (μ2一μ) :級間分散 ( 4・2・25) 

n 
2 

OT τ;-I:nVk一μ
日

kEA
:全分散 ( 4・2・26) 

n n1 + n2 ( 4・2・27) 

μ 

n 
す I:0 Vk "- k EA  

:平均値 ( 4・2・28) 

まず式(4・2・28)を変形すると

n1 n2 

μ ニす (I:V
‘
+ I: v， ) 

，EB  }壬c
( 4・2・29) 

これに式(4・2・20)，式(4・2・21 )を代入して

μ=す(冗1μ1 十円 μ2) ( 4.2・30) 

式(4・2・30)を式(4・2・25)に代入すると， イはっきのように展併される。
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u;= 守 (μ n ， μ1Y2μ2)2+22(μ2J1μ1 ナ2μ~ )2 

η1 (n2μ1 -n2μ2 ，2 n 2 ， 7t 1μ2 -n1μ1 ，2 
=百十( π f+百ア( η 

冗 1πj，、2 冗
2バ ，、E

=ヲ-3μ1一 μ2r +一石了 (μ2一μlr

2 n1n ‘ 6-12f 12  
h = ----:nz-¥μ1一 μ2) 

また式(4・2・22) .式(4・2・23)より

n. 

E V; 冗，(a;十 μ?)
tEB 

n2 

Z vf=冗 2( a; +μ3 
JεC 

( 4・2・31 ) 

( 4・2・32) 

( 4・2・33) 

そこで式(4・2・26)に式(4・2・30)と式(4・2・32).式(4・2・33)を代入す

れば 6;はつぎのように展開される。

n. nn 
I 

.....7"2 . ~Í-......2 '¥ 7t1μ1 + n2μ2 ，2 aT ョー (1: V; + 1: v; )一(
剖

sε B )吾 C

n. U1 + n~ll 
=す{冗1(σ?+μ?1十冗2( a~ +μ;) }一(川崎山)

2 ヲ

2 冗 1al +冗2a2π1n2 ， 、2
aT 性 十一ヲ~lμ1 一 μ2 ) ( 4・2・34) 

ゆえに式(4・2・31 )と式(4・2・34)を式(4・2・24)に代入すると，ぷはつぎ

のように展開される。

2 
守=

n1n...， 

ーよす二 (μ1一 μ2)ι 

n 

冗 1a~ + 冗 2a~
n 

n1n2， 、2
「 τZ-lμ1ー μ2} 
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( 4・2・35) 

(μ1一 μ2)2 

6?+σ3 

(μ1一μ2)2上旬冗1t1 ~ +π ~ t1~ 
61+ui 冗 1 冗26? 十 t1~

( 4・2・36) 

式(4・2・35)に式(4・2・19)を代入すると，

~2 

~2 +冗 冗 1t1戸云示3-
n.n~ 2.2 

1'"2 t1i+t12 

2 
可=

( 4・2・37) 
。2 冗冗167+η262

2 2 
n1n2 t1，+ t12 

ここで

( 4・2・38) 

結局 η2 と ~2 との関係は式( 4・2・38)で表わせる。

~2 

1/一τ一一一τー
~<十 0<

とおくと，

式(4・2・38)の全微分をとると，

dd=h:dE2+h:dO2 
θ ~ < 80< 

= 8<  d~2 十位;笠;dE2
。~

， 
a 0< 8 ~乙

=(hLh;旦:)dE2
8 ~ <θ 0' θ~' 

( 4・2・39) 

ここで式(4・2.38)より

ヲ
ιTす >oh;=-Y2 く0

( ~ < + 0・)ー， 80‘ (  ~ 2十 02)2 

θ可
2

←

8~2 

一般的には dη》dE2>0とはいえないの。であるから

q
，ι
 

nγ 

またθ02/θ~2 手である。



しかし，集合 Bと集合Cの大きさがほは等しいとみなすことができる叫合には，

n1 九 2=冗，/2とおけるから，これを式(4・2・37)に代入すると.

n 2 n 2 

()2 一一竺一万一σ1 十ヲ-(12 フ-

(手守)612+df ι 

ゆえに θ02/θ~2 = 0 となり d可2/dE 2>0である。したがって， この場合には

可 2 と ~2 との関係は

η2一三2
~"十 2

( 4・2・4:J ) 

となり，図 4・2・5に示すように， η2 は ~2 の単調増加関数である。よって，集合

Bと集合 Cの大きさが等しいとみなされ

る場合には ~2 の最大化はポの最大

化と同義である。したがって，効用の大

きい財は効用の小さい財よりも選好され

るという仮説をできるだけ満足するよう

に選好関数を推定するということは， と

りもなおさず〆を最大化するように選

好関数を推定するということになる。
図 4・2・5 可2 とc2との関係

こうして，式(4・2・16)の選好関数 (η1 = n2 ) 

は式(4・2・18)の確率を最大化することを目的として，平IJ別関数法や数量化理

論E類という統計的方法で推定するか，あるいは式(4・2・18)の PTCVa>Vh J 

の標本が与えられている場合には，重回帰分析や数量化理論 I類およびその他の

統計的方法によって推定することが可能である。

似)結び

現象モデルはその利用目的によってマクロモデルとミクロモデルに区別される O

本章では，都市施設計画の影響を都市全体でマクロに把握することを日酌として

いるので マクロモデルを研究の対象とした Q マクロ現象にも行動モデルと同様

に，平均的な行動主体の選好に関する仮説を設けることによって，従来のマクロ

モデルの問題点、を軽減できることを明らかにした。さらに，古典的な消費者行動
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理論を応用して，選好関数を定義した。この選好関数とは，マグロ現象の中にい

る平均的な行動主体がもっている序数的効用を選択財の特性ベクトルの関数とし

て表わしたものである。この序数的効用の大なる財を選択するというのが消費者

行動理論の基本的な仮定であるが，本章ではこの仮定を次のように発展させた。

選好関数によって推定された効用は，各財の効用の平均値であり，必ずある分散

を伴っている。この分散に対して 2つの解釈があり得る。 1つは選択財自身にみ

られる品質のパラツキによるものであり，他の 1つは効用を賦与する選択主体の

バラツキによるものである。そして これらの解釈に応じて選択ルールが異なり，

S imo nの定義を参考にして前者の解釈によるものを確率ルール，後者のそれを

確実性ルールと定義した。そして，この定義に基づいて定式化し，確率ルールに

よれば個々の財がどれだけ選択されるかを連位方程式によって求めることができ，

確実性ルールによれば あるグループに属する任意の個人がある 1つの財を選択

する確率を求めることができることを明らかにした。つぎに選好関数を観測資料

から推定する方法について考察し 大きく分けて重回帰分析と判別分析とによっ

て推定する方法を明らかにした。また他の統計的方法による推定結果が，選好関

数の条件を有意に満足しているのであれば，その推定された関数を選好関数と呼

ぶことかできることを述べた。こういった仮説から数式モデルを演鐸するという

方法は，従来では工学の分野に限られていたように思われるが，社会現象にもこ

の方法を導入することによって，モデルの優劣に対する討議を従来の相関係数の

わくからもっと広い共通な場で行うことができる。

第 5節 都市圏における人口分布モデ ル53)

都市施設を計画する場合に，都市圏内の人口分布の将来予測は最も基本的な作業

の 1つである。人口分布の予測モデルについては従来から多くの研究が行なわれて

いる。しかしそれらの研究のそテ'ルの多くは時系列的な人口分布の変化を単に外そ

うとしたものであり，ある人口分布パターンが出現するに至った原因については触

れていない。第 2節で述べたように，現象モデルは現実の現象をできるだけ忠実に

再現すると共に.その現象を出現させた原因を仮説という形式で明示しておく必要
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がある。

そこで本節では，摩擦費用という概念を設け.人口はこの摩擦費用を最小化する

ように分布するという仮説を設け，この仮説の延長上でモデルを展開する。また第

2節で述べた現象モデルでは行動主体と選好関数という概念を用いた。本節のモデ

ルでは行動主体とは都市圏内に住む意志のある人の集合であるといえる。また摩擦

費用は立地を選好する場合の抵抗値であるから，摩擦費用を表わす関数と選好関数

とは逆の関係にある。

(1) 概説54)

人口の都市集中，あるいは都市人口に関する法則を最初に定式化しようと試み

たのは. F. Au rebachであるとされている。 F.Au rebachは都市の人口を大き

いものから小さいものへと順位をつけて並べた場合 都市人口の大きさと順位番

号との積はほぼ一定となることを見出した。すなわち順位をh 順位 γ 番目の都市

の人口を Mr とすれば 式 (4・5・1)が成立つとした。

r.Mr=const ( 4・5・1) 

さらに G.K. Zipfは F.Aurebachの法則を“順位と大きさの法則( rank size 

ru l e ) "として拡張し，指数 αを添加して式(4・3・2)の型に一般化した υ

ra・Mr= c ons t ( 4・5・2 ) 

これらの経験式に対して，その適合性はその後，世界各地域で認められたが，式

の意義については疑問とされていた u しかし J.Q. S t e w a r tは Zipfのこの法

則が都市人口の大きさの分布に適合するのみでなく より広い適用範囲をもつこ

とを示し，さらに物理学における熱力学的平衡状態にある気体の分子聞のエネル

ギーの Boltzmann 分布がこの法則に一般的な類似性を示すことを指適し，

Zipfの法則の意義を競争状態にある要素聞の均衡を表わすものと説明した。

さらに人口の地域内分布に関する法則として ColinClarkの人口密度距離法

則(The Negative Exponential Density Distance R后 ιationship)が

ある。 Clarkは地域内の人口密度の分布について，式(4・5・3)がほとんどす

べての都市について，時代の如何を問わず成立するとした。
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-hd 
ρd -ρoe 

ここに ρd 都市中心から距離 dの地点の人口密度

ρ。:都市中心経済地区に外挿された中心人口密度

( 4・5・3) 

係数 bは都市により，時代により異なるか，都心に向って人口がいかに密集して

いるかの尺度であり，一般に近代化が進むにつれて bの値が小さくなる傾向があ

ると指摘した G しかし Clarkは式(4・5・3)についていかなる理論的根拠をも

示すことなく，ただ経験的法則を提示したにすぎなかった。また Bellmannは

Zipfの rank size ruleの拡張した法則として Clarkの人口密度分布の法

則をとらえている。すなわち rank size ruleは都市人口の大きさと順位を対

象とし Clarkの人口密度法則は都市内のゾーンの人口密度の大きさと都市中心

からの距離を対象としており， ゾーンを距離により rank されたものと考えれ

ば，その適用範囲が都市集団と，都市内ゾーンとの相違だけであり，これら 2つ

の法則に類似性を見い出すことができる。

これまでの人口の地域分布に関する法則が地域をかなり単純化してとりあつか

っているのと同様に，この論文でも単純化された都市を対象とする。すなわち，

都市は特色のない平野 (Featureless Plain piこ位置し，都市内のゾーンは

自然地形的にも，歴史的発展過程においてもすべて均質と見なされるとする。都

市の範囲は行政的，地形的な境界の内部でなく，それらを越えて日常の都市活動

のための可動性により緊密に一体化された地域を対象とする。この定義に基づく

地域全体を都市圏と呼ぶことにする。さらに都市圏の内部は任意の尺度(たとえ

ば都心までの距離とか時間)によりランキングされ，それそれのランクに属する

ゾーンの面積を等しくしておく。ゾーンの面積を等しく与えた都市モデルにより.

ソーンの広さの相違による影響を除去することができる。たとえば人口分布ノミタ

ーンと人口密度パターンとが一致し，以下の議論に便利なことが多い n ゾーンの

面積が異なる都市モデルに対する補正は後に述べる。

さて都市圏の発達を抽象的に過程を追って考えてみよう。まず都市に十分な中

枢機能をもっ中心部がまだ発達していない段階においては，都市中心部からの隔

たりという概念自体存在しない o この段階では特色のない平野において，各ゾー
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ンの立地条件には何ら差が見られず，図 4・5・1(A) 

のように人口はすべての地域で A 様である。しかし

やがて小規模ながら都心部か発生し，都市圏の中枢

的な働きをするようになってくると，この都心部か

らの隔たりによりゾーン相互の間に立地条件の差が

生じてくる。そして都市中心部からの距離に対して

人口は (B)のように分布してくる。この段階以後，

都市圏の人口増加につれてパターンは (B)から (C)

へと変化し，裾が広がり，全ゾーンにわたり人口が

増加する。都市圏が小さく，交通機関の発達が進ん

でいない段階では (B). (C)のパターンの距離の尺

度は空間距離により表わされる。そして都市圏が拡

大し，交通機関が発達し，鉄道網，道路網が整備さ

れてくると，人口や市街地はそれら主要な交通施設

(A) 

<.8) 

lC> 

図 4・5・1 都市人口の

成長過程

に沿って伸展してくる。 E.W Bu rgessの同心円地帯理論や Clarkの人口密度

距離法員If6)はいずれも都心からの隔りとして空間距離を用いた理論である。しか

し交通機関が十分に発達した現在.空間距離よりも，マス・トランスホーテイシ

ョンを利用した場合の時間距離の方が人口分布を決定する影響が強い。事実

Clarkの経験式(4・5・3)同型の式で，ただ dとしてマス トランスポーテイシ

ョンによる時間距離を用いた場合.東京西郊において十分な適合性を示すことが

確かめられているヲ)こうしてパターンが (B)から (C)へ至る過程で，交通網の発

達が隔たりの内容を変えていく。

さらに都市圏に人口が集中して都市聞が拡大してくると.それにつれて都心業

務地域も広がっていく 58)この段階あたりから，人口は都心地域で減少を見せはじ

め. (D)のように，都心外辺で頂点をもついわゆるドーナツ現象がおきる。この

パターンは日本では首都圏や近畿圏などの大都市地域でみられる。このパターン

の出現はもはやこれまでのように都市閤内の地域のランクづけに時間距離のみを

用いては不十分であることを意味している。すなわち住宅立地条件として時間距

離以外のゾーンの要因を考慮しなければ‘図 4・5・1 発展過程を体系的に説明でき
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ないことがわかる。特色のない平野にあるゾーンの時間距離以外の主要な要因は

そのゾーンの地価の大きさである。つぎにこの 2つの要因を考慮、して，都市閣の

発達過程を記述していく。

(2) 人口都市化の理論59)

都市圏の人口分布理論にとって，都市闇の総人口 Mは外生変数である。都市圏の

総人口は，その都市闘が他の都市闘に対して相対的に持っている経済的，社会的

条件，あるいはまた政治的，文化的条件によって規定されるポテンシャルに対し

て従属関係をもっ値であり，都市圏のマス・トランスポーテイションにとって，

制御し得る変数ではないからである。マス・トランスポーテイションによる応答

変数は，その総人口 Mのゾーンへの分布人口 (m，)である。より厳密に言えば，

ゾーン iの人口叫に対し，式(4・5・4)で定義される人口構成比叫が応答変

数である。

I;m， =M であるから当然、式(4・5・5)が成立つ。

n， = m， / M ， (1 1， 2，…ー， N)  ( 4・5・4) 

N 

I; n ニ 1 ( 4・5・5) 

ここでNはゾーン数である。ゾ ンには特色がなく，またゾーンの面積は等しい

からそれぞれのゾーンの立地条件に対する情報がまったくないと仮定したときに

生じる人口構成比 no，は，ゾーンの数の逆数に等しい n すなわち，

冗 oz=7J(i=1，2，， N ) ( 4・3・6) 

N 

z η0' ( 4・5・7) 

それゆえ情報を得ない状態で，それぞれのゾ ンに m1人，m2人，ー…，m
N人づっ分布す

る確率，すなわち統計学力でいう徴視状態の生起確率は式 (4・5・8)で表わされる。

N N _u  

H1(71 0z)771gニ H1(1/N)7712=N- ( 4. :，・8) 

この微視状態はM人をそれぞれ m，人 m2人…，mN人に分割する組み合わせ
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その数は式(4・5・9 )である。

N 

M!/(悦 .m2'・ .mN! )ニ M!イ空1m

の数だけあり，

( 4・5・9 ) 

すなわち巨視的それゆえ任意の 1つの人口分布パターン〔夙〕が生起する確率，

状態の同時確率Pは，微視的確率と組み合わせの数の積で多項分布となり，式(4 

.3・10)で表わせる。

M N 
P=N(M!/E1ms!) nu -( 4・5

情報を得る以前においては，人口 Cm，)は式(4・5・10 )を最大にするように分布

を式(4・5・8 )は Cm，)に対して一定であり，結局式(4・5・9 ) ここで、，する。

に対する変化を調べそこで式(4・5・9)の Cm， ) 最大にする cm，)が実現する。

るために，式(4・5・9)の対数をとると，

N 

SogP=80gM!-Z180g771z! ( 4・5・11 ) 

スターリングの近似式を用い.M';;T1であるから，さらに一般に m，';;T1，

f，og M! ._-; M f，og M-M  

，人， ) ( t = 1 ，2，… oogmi! '=e m， f，og m， - m， 

( 4・5・12) 

式(4・3・4)を代入して，式(4・5・11 )を変形すると，

N 

f，og P= -M}; n， oogn， 

( 4・5・13 ) 

Hは，ここで式(4・5・12)より H を定義すると，

N 

H = -};n， f，ogn， 
，=1 

Mが外生変数で一定統計力学や情報理論で使われるエントロビーの型であり，

と見なされるので式(4・5・9)はエントロピ -Hが最大のとき最大値をとる。

(1~1 ， 

この

エントロビ -Hは制限条件式として式(4・5・5 )を与えると ，n，=1/，y 

これは図 4・5・1(A)のパターンに該当する O
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パターンは近接性の概念自体が存在しないので，特色のない平野において，ソー

ンの立地条件に関する情報を得ていないことと同義であり，一様分布がエントロ

ビーを最大にすることにより説明できる。

しかし図 4・5・1(s)以降のように都心業務地区が生じ，都市圏の中枢的機能を

果たすようになると住宅立地条件がゾーンによって異なってくるのでエントロピー最

大過程に立地条件の差を内生化しなくてはならない。次に立地条件について考察

する。

R.M. Haigは都市の土地価格の理論60)の中で，個人あるいは企業の立地条件

として，近接性以外に交通費と地代とを加えて，摩擦費用 (Cost of Friction) 

の最小化の原理を唱えた。Haigによる摩擦費用とは結局，空間の摩擦 (Fric -

t i on of Space )と地代である。同様の理論を Sc h a f f 1 e. A. E. F.は“生活

阻害条件の最小限化の法則，，61)と呼んでおり，生活阻害条件を構成する要因とし

て，土地の自然、的，社会的条件の悪さ.交通の不便さ，地形の狭さなどを上げて

いる。いずれもそれぞれのゾーンに立地のために抵抗となる摩擦費用を考慮し，

都市圏内に立地しようとする個人あるいは企業が，摩擦費用を最小にする選択行

動をすると主張している。この選択行動はエントロビー最大過程に対立して，摩

擦費用最小を目的とする組織化過程である。 Maruya maは社会現象と熱力学の

第二法則を結合した論ず2)の中で，いかなるシステムも deviation correcting 

と deviationampl ifying の2つの過程を含んでいることを指摘したが，こ

れに従えばエントロビー最大過程が deviationamplifying processであ

り，摩擦費用最小化過程が deviation eorrecting process であるといえ

ょう。

さて摩擦費用を構成する要因に関する議論は後で行なうとして，広義に摩擦費

用をとらえて 2つの過程について考えていく。ゾーン 4の摩擦費用をT'，とす

ると人口 1人あたりの摩擦費用の期待値は式(4・5・14)である。

• N N 

プ-:-Em，T'， E η. T'. 
M .=1 .=1 ( 4・5・14) 

都市圏の人口分布動態はこれまで述べてきたように，式(4・5・13)を最大にす

る傾向と，式(4・5・14)を最小にする傾向の 2つを含んでおり，これら 2つの過
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麗の均衡点を式(4・5・15)を最大にする点として仮定する n

N 

-I; n， oogn， 
z= n 
Nτ  

I;n，7:， 

( 4・5・15) 

式 (4・5・15 )は情報理論において因子情報路における単位特性値あたりの伝

達情報量を表わしており，これを式(4・5・5)の制限条件式下で最大にする人口構

成比〔πJを求める方法はよく知られている。まずラグランジェ関数Gを式(4・

5・16 )で定義する。

N 

G二三一+11. (I;ηz一 1) 
，=1 

ここに vはラグランジェ乗数

N 

7: = I;叫7:，

関数Gを引で偏徴分して 0とおくと，

θ1(;θ昆/θn， ・7:-H・(θ7:/θn，
(jn .2  

‘ T 

-1 -f，ogn，一 (H/7:)・7:， +11.7:=0 

( 4・5・16) 

( 4・5・17 ) 

十 V

両辺に冗z をかけて iについて 1からNまで加え 11について解くと，

また，

レ=ヲー

n， = exp{ -(H/7:)・7:， } 

N 

aG/θ可=I;ni-1=0
i=1 

式 (4・3・18)を式 (4・5・19)に代入すると，

N 

I; exp {ー(H/7:)・7:， } = 1 

ここではp(-H/7:) = X とおくと

N 
I;x.'=l ( 0くx<1 ) 
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式 (4・3・21 )を数値解析的に解き，正の実根を Xoとすると，

ηzニ Xo"r， (0くZ。く 1，t 1， 2，…， N)  ( 4・5・22) 

となり，都市圏内部のゾーンの人口構成比はそれぞれのゾーンの摩擦費用に対し

て指数分布する。

こうしてこれまでの経験法則を検討すると， Clarkの人口密度距離法則は摩擦

費用として都市中心部からの空間距離のみを考慮したモデルであり，その理論的

根拠は単位距離あたりのエントロビーを最大にする立地選択行動の結果として説

明づけられる。さらにマス・トランスポーテイションによる都心までの時間距離

に対して人口密度が指数分布している現象は単位時間距離あたりのエントロビー

を最大にする立地選択行動の結果である。現在大都市では鉄道や道路沿線の市街

化の進行と共にそれら主要交通施設に挟まれた領域が住宅地域として発達してき

ている。これは自家用車の普及やパス路線網の整備により，それらの空閑地の摩

擦費用が空間の摩擦(時間距離)の点で減少してきたためと考えられる。

(3) 推定結果とその考察

このモデルの適合性を検討するためには，面積の等しいゾーニングがなされた

都市圏の人口と時間距離の資料が必要である。一般に人口資料は国勢調査などに

より集められるが，ゾーンの面積は等しくない場合が普通である。面積の異なる

ソーンで構成される都市圏に対しては次のように補正する。まずソーンの面積が

等しいと仮定して式 (4・5・21 )で計算した実根内を式(4・5・22)に代入し，へ

( iニ 1，2，…・・・， N)を計算する。これに対し実際にはゾーン{が面積 S，(i= 1， 

2，……，N)であれば，この占h市圏においてソ ンiの補正された人口構成比 πJ

( i = 1， 2，……， N)は，面積 S，を重みとして，式(4・5・23)で与えられる。

n_ S 

7Z Jニ fT二一 i 1， 2，……， N)  ( 4・5・23) 

};n， S， 
，=1 

N 

この人口構成比 ηJは当然z71fニ 1を満足している。この都市閤において，ソ

ーン iの人口密度 ρz は，全人口Mを外生変数として式(4・5・24)で予測できる。
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lf・nプ M・n，
ρzニ m/s，ヲプ--y;-一一，い=1 . 2. ... .¥j 

z πl s， 

4・3・24) 

この式(4・5・24)を首都閤の郊外( 1 0 畑~ 6 0畑)に応用してみたのが図 4・

5・2である。この計算では摩擦費用としてマス・トランスポーテイションによる

時間距離のみをとった U この範囲の時間距離は約 3 0 分~ 1 6 [l分の範間にあり，

を解き，その正の実根を式(4・5・22)に代入

して，人口構成比 κを求め，これを式(4・

5・24)に代入して，それぞれのゾーンの人口

密度を計算した。式(4・5・24)における s，

( i = 1. 2.……. 25)およびMは実績値を用い

た。この結果をみると，マクロな郊外地域に

対しては，摩擦費用として時間距離だけを考

えてもかなりの適合性があるといえる。もち

ろん iクロなゾーンの人口を予測しようとす

ればする程，摩擦費用としてより多くの要因

を取り上げ、ねばならなU、。つぎにこの摩擦費用の内部構成を調べる o Haigの理

この地域を 5分間隔のゾーンにランキングし，

それぞれのゾーンの平均人口密度を計算した U

これに対し，予測値は，式(4・5・21 )より，

35. _40. .A5 ..155 
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図 4・5・2 人口密度の観測値

と予測値

論や Schaffleの理論にあるように，摩擦費用は空間の摩擦と位置の摩擦に分け

られる。空間の摩擦はさらに，時間距離と交通費用と身体的疲労に分けられる。

しかしこれらはいずれも一定の運賃基準，サービス水準の輸送体系内においては

固有の従属関係をもち，いずれか 1つの要因により空間の摩擦を表わしてよいと

考えられる。また位置の摩擦は，その地点の住宅地としての立地条件の不利さを

表わし，先述の Schaffleの上げているいくつかの要因があるが.地代のI(;]さが

住むための最大の抵抗となる。これら 2つの条件，時間距離と地代を摩擦要閃と
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τzは式 (4・ゾーン 4に敷地 sの住宅を建てる場合の摩擦費用して取 t二げると，

5・25)で表わせる。

7:， =K・t.+s.c，=s'(号・tz十 c，) ( 4・3・25) 

Kは時間コスト(円/分). c.は地価(円/m' ) • 人は時間距離(分). 

7:，の単位は円である。sは敷地面積(m')であり，

具体Alonsoや Isardなどの理論があるが，さて地価の形成機構は複雑で，

一般的に言えるのは，単一的に地価を予測するには，今なお問題が残っている。

都心部をもっ都市圏における地価は時間距離に対し，単調に減少する傾向がある

ということである。たとえば，東京都区市町村の平均地価63)は東京駅までの通勤

時間に対し，図 4・5・5のように分布している。この図では片対数紙上でほぼ直線

で近似される。その関数形式は式 (4・5・26)である。

( 4・5・26) c， = 101.5565・e1Cp(ー0.02983733・t， ) 
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路からの距離，景観な

どを考慮する必要があ
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価推定には，最寄駅ま

より小さなゾーン

10 

る。

時間距離と地価の 2

つの要因の和としての

摩擦費用はゾーンによ

o 1 

時間距雌{分)

図 4・5・5 平均地価分布*東京都

$東京都税務統計年報の数値は実際の評価額よりかなり低い。それ
ゆえ絶対額は意味をもたない。相対的大きさにのみ意味がある。
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となるゾーンに最も多

って異なり，



である o T，を最小にするゾーンは aT，/θt，ニ Oより式(4・5・26)を満足する。

五 ac，
s 一 θt， ( 4・5・26) 

すなわち瓦/s<-aC，/θt，の地域で θT，/at，は負となり ，K/s>-aC，/θt ，の

地域で aT，/θt，は正となる。それゆえ時間距離 t，に対し，T l'ηtはl苅4・5・4

のように分布する。時間コスト Kは所得の伸びと共に大きくなるが.現在の日本

では，所得の増加による時間コストの伸びよりも，地価のIl向上りの方が先行して

おり，また都心近傍では，地価は事業所立地として付け値され式(4・5・26)を満

足する位置は，年々郊外に移動し，人口ドーナツ化が生じている。

こうして図 4・5・1のすべてのノζター

ンの推移は，摩擦費用として式 (4・5・

25)を用いることにより，単位摩擦費用

あたりのエントロビー最大化過程とし

て体系的に説明つeけられる。たとえば

地価をc，=co・exp(-0.02983733 

t.)， K/s=1276(円/3.3m'/分)(し、

ずれも東京都昭和 40年実績)とした

場合，中心地区に外挿された地価 Co

の変化に基づく人口構成比例.)のノミ

ターンは図 4・5・5に見られる。

こうしてゾーン tの将来人口 m，は

全人口M を外生変数とし，マス・トラ

ンスホーテイションによる時間距離

t ，を制御変数とし， c，および K/s

を経済的に推定した後，式(4・5・25)

でゾーン 4の摩擦費用を求め.式 (3・

5・21)の高次方程式を解き，式 (4・5

・22)より夙を，式(4・5・23)より

ηJを求め m，=M・π7によって推定
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できる。またマクロな予測のためには，摩擦費吊として時間距離のみを用いれは、

よい n

(4) 結び

本節では都市闘における人口分布を説明するモデルについて考察した G ます選

好関数の代りとして各ゾーンの摩擦費用を都心までの時間距離と地価の関数と仮

定した。そして都市闘における人口は摩擦費用を最小にするように分布するとい

う仮説を設け，これを確率的に展開し，摩擦費用あたりのエントロビーを最大に

するという選択ルールを導き，これを首都圏において実証した。このモデルによ

って都市圏における人口分布の動態を予測することが可能であり，交通施設，と

くにマス・トランスホーテイションの整備や地価対策を計画手段とした人口誘導

計画をシシュレーション・モデルとして開発することができると思われる。さら

に，摩擦費用を時間距離や地価の他に，生活環境施設や自然条件・社会条件等の

関数として表わすことができれば，本モデ、ルの選択ノレールによってより小さなゾ

ーンを単位とする人口分布を予測することも可能となるであろう。そこで，より

小さなゾーンにも適用可能な摩擦費用の内容を明らかにすることを今後の研究課

題としたい n

第 4節 都市圏における市街化モデル64)

本節では第 2節で述べた現象解析の方法論を市街化現象に適用して，実証的に考

察する。ます都市圏内のそれぞれのゾーンが市街化に通している程度を表わす指数

を適地度と定説する。そしてこの通地度を各ゾーンの特性の関数と仮定し，この関

数を適地度関数と定義する。この適地度関数が第 2節で一般的に定義した選好関数

に該当する O っきに選択のルールとしては，これも第 2節で一般的に述べた確率ル

ールを適用し，適地度の高い土地から順次市街化されていくと仮定する。そして適

地度関数を推定し，確率ルールの適応性を分析する。

(1)概説

わが国の高度経済成長と産業構造の高度化に伴なう急速な都市化現象の発現形

態のーっとして，都市郊外における市街化の進行と農村の後退があげ()れる。そ
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こでは都市と村落の入りまじった郊外地ができ，田畑の中に工場や学校か建ち，

農村の中へ住宅地が食い込んだりして，次第に村落的要素が減少し，都市的要素

が増していく。都市化現象は単にこのような土地利用の変化にとどまらないか.

ここでは都市化現象が最も顕著に現われた市街化過程について考察する。

あるゾーン内の商業地区・工業地区・住宅地区およびそれらに付随する施設用

地の合計面積を市街地面積と定義し，市街地面積のソーン全而桔に占める比J与を lfi

街化率と定義する。この定義に基づいて，都市化現象はt1i街化本の用力[17品位とし

て把えることができる。土地利用形態の都心部からの隔たりに伴なう変化に関す

る分析は， E. W. Bu r g e s sが 19 2 3年に同心円地帯論を発表していらいの伝

統的な都市社会学的な視点であるが，本節でも市街化率の変化をまず都心からの

隔たりを尺度にして説明するモデルを提案し，次にさらに若手くの要因を尺度にし

てこの変化を説明づけるモデルを提案することにする。

(2) 適地度関数の時間距離モデル6，，)

本節では対象とする地域を首都圏，近畿聞といった大都市間とし，その内部を

区市郡単位のゾ ンに分割することにする。そしてゾーン内の市街化としての単

位土地を地点と呼ぶことにする。

そうして土地の市街化利用にとって，それぞれの土地がどれ程適してし、るかを

示す尺度を適地度と定義し，この適地度が各地点から都心までの時間距離のみの

関数であると仮定する。もし由枯の小さいゾーニングに対してこの仮定を過刑し

ようとすると， ゾーン特有の条件.たとえば地形，地質などの自然的条件や上下

水道施設，都市ガス，生活環境施設などの社会的条件の存在を無視できなくなノ

てくる。しかしここにとり上けたように首都圏，近畿閤のように/ーンの大きさ

がかなり広い面積であれは自然、的，社会的諸条件がほぼ均ーとみなきれ，ゾーン

の市街化にとっての条件の違いは時間距離だけであるとみなされるので一般にこ

の仮定は成り立つ。

都心までの時間距離をすべての地点から測定する代わりに，ソ ン中心からの

平均時間距離によって代表する。したがってゾーン tから都心までの平均時間距

離を人とするとき，ゾーン i内の任意の地点 jから都心までの時間距離は t!ヤ

Eりであるのここに Eりは各地点からの時間距離と，平均時間距離との斧:であり
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もし，地点 jがゾーン tの内部で，より都心に近い位置にあれは，その時間距離

は平均時間距離より短く Eり<0であり，逆に速い位置にあれば E，}>0である。

よって，一般に EzyAoであり，平均時間距離が正しく測定されていれば E'} 
Jぐ

は平均値 o，分散 6fの母集団からとられた任意標本であるとみなすことができ

る。ここでこの母集団を正規母集団と仮定すると Eりは正規母集団 N(0， 0，2) 

からとられた任意標本となる。したがってソーン i内の任意の地点 jから都心ま

での時間距離 t，+ Eりもまた正規母集団 N(tz ，uf )からとられた任意標本と

なる。

さてゾーン 4内の任意の地点 jの適地度 W" は，時間距離の関数であると仮定

する。適地度はその定義からも明らかであるが，それぞれのゾーンが市街化にと

ってどれ程適しているかを示す尺度であり， ゾーンの適切さの順序関係を再現す

る任意の指数であればよい。そこで最も単純な形として，式(4・4・1)によって適

地度関数を仮定する。

却り=一 t， - Eり ( j E i ) ( 4・4・1) 

明らかに，ゾーン 4内の各地点の適地度叩りは正規母集団 N(-tz，h2) からの

任意標本である。そしてこの適地度の大きい地点から順次市街化されていくと仮

定する。いま適地度が即 oの地点まで市街化されたとすると，当然，市街化され

た地域の適地度は叩。より大きいのそこでこの却のを市街化限界地66)の適地度と

呼ぶことにすると，市街化地域はたとえば図 4・4・1のように，限界地の適地度

人に等しい等高線によって固まれた地域で 「一一

ある。ここで， ゾーン 4の市街化率を札，

面積を S，とすると，市街地全面積Sとの間

に式(4・4・2)が成立する。

N 

};p，S，=s ( 4・4・2) 

ここにNはゾーン数である。さらにゾーン

4の各地点の適地度は正規分布関数に従うと

仮定されているから.ゾーン 4の市街化率 p，
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は，ゾーン 4内の各地点の適地度が限界地の適地度より大きい確率に等しく，式

(4・4・3)で与えられる。

却+仁 }2~ • 
p， =J 一方デー-exPI一一一一一τ-'-Ia即

一回。 ーとπ() ， 2 () .L 

( i = 1， 2，…， N)  

ここで即十 t，)/(}， X とおくと，

p， =/∞万1 e叩 r-~21 d x 
町。 +t，νLπ 、 ム ，

()， 

さらに標準正規分布の対称性により，

-wo-t， 

P，=乙σzvjγη〔一子]dx

(~= 1， 2，……， N)  

( ~ = 1， 2，一…，N) 

( 4・4・3) 

( 4・4・4) 

ゆえに，ゾーン 4の市街化率 p，は，平均時間距離 t，の減少関数として，式

( 4・4・4)で表わせる。さらに，ここで各ゾーンの分散 of=62と仮定すると，そ

れぞれのソーンの市街化率 p，は，平均時間距離人と限界地の適地度 κ とに

よってのみ決定され，式(4・4・5)となる。

一却。 - t， 
6 っ

p， 乙 vizezp〔一子)dx

そこで，今，積分上限値を q，とおき，

一却。 - t， 
q，ニ d

これを式(4・4・5)に代入して，

q， っ

pz=f vztre叩[一子 ]dx

( 4・4・5 ) 

( 4・4・6) 

( 4・4 7 ) 

ゆえに各ゾーンの市街化率 P.の観測値を貧 a とし，式 (4・4・7)より，収束計算
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によって積分方程式を解いて q，を求めれは， gs は各ゾーンの平均時間距離と

次の関係、がある。

即。 1 • ( 4・4・8) 
q， 一一一一一一 t

d d 

よって最小 2乗法によってれ加 o を推定することができる。東京都統計年報の

データによって，東京者ドを対象とする推定結果は次のようになった。(時間距離

の単位は分)

q4651  - ---
一寸6.0 16.0. ， 

(r=0.9241 ) 昭和 3 0年)

q-1旦.5 ~ 
16.0 16.0 -， 

( r二 0.9162) 昭和 35年)

q--14旦一一上-t 
16.0 16.0 v ， 

(r=0.9103) 昭和 3 7年)

したがって，たとえば昭和 37年度の東京都下の区市郡別の市街化率は次のよう

礼子fす exp[一手Jdx 

に表わせる。推定曲線と観測値との比較を図 4・4・2に示しておく。これより t， 

=49 (分)の地点で p，= 0.5となる単調減少関数であることかわかる。

0.2 

一十一十一 1
一

1.0 

0.1 

且4 • 呈

十
正 二1寸

ιs 

0.3 

• 0.1 

，。 10 30 40 ー。 80 70 80 90 100 110 120 

-一ーー~時間眼・・ t. '勾f'

図 4・4・2 市街化率の時間距離に対する分布

(東京都昭 37・・… -σ=16) 
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(3) 市街化過程のモデル

現在の日本の大都市地域では市街化が進行しつつあるが.その市街化の勢いは

都心部ではすでに頭うち状態となり，郊外部で最も激しい様相となっている。こ

のような市街化過程の地域差を説明できるモデルをここで展開する。

すでに実証したように，ゾーン 4の市街化率 p，は，そのゾーンから都心まで

の平均時間距離 t，と限界地の適地度即 o とによって式(4・4・5)で与えられ

ることを実証した。またこの式において限界地の適地度町。は経年的に変化して

いく性質のものである。そこで，経年的な市街化率の変動を説明するためにはこ

の即 o が説明される必要がある。この即 o は都市全体の市街地面積N と関係して

いる。

市街化率の変動には多くの原因があるが，本モデルによれば 5つに分けて説明

される。 1つは，まず市街地面積の需要増加によるものであるの全体的に需要が

増加すれば.それが圧力となって各ゾーンの市街化を進行させる。 1つはゾーン

面積の増加である。埋立てなどによって土地面積か増加すれば，需要圧力はその

新たな土地へも分散され，既成市街地への市街化圧力は軽減される O 他の 1つは

交通施設整備による時間距離の短縮である。時間距離の短縮によって適地度が増

大すると，そのゾーンへの市街化圧力は増大し，結果として市街化本は上昇する O

いま市街地全面積がSから S+.JSに増加 (.JSムo)し， ソーン iの面積が 8，

から 8，十 .J8，，(.J8，ミ 0). (i = 1， 2，・・・ー，N)に増加し， さらに交通施設整備

により，ゾーン tの都心までの平均時間距離が仁から t，-.Jt" .J 人、 0，

( i = 1， 2，……. N)に短縮されたとする。そしてこの結果，限界地の適地度が

円から却。 -.JW。に変化し，ゾーン tの市街化率が p，から p，t .J p，に変化し

たとする。この場合の原因と結果との関係は次のようになる O

まず新しい需要条件式は

N 

S十.JS=};(8，す.J8， ) ( p，十.Jp， ) 

N 

ニ I:(8，P，-f .J8，P，十 8，.JP， r .J8， .JP，) ( 4・4・8 ) 

N 

ここで式(4・4・2)を代入し，また Z18z dp zは無視できるものと考えると，
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N 

，1Sニ };(，18，P，十 8，，1P， ) 
，=1 

( 4・4・9) 

また市街化率と眼界地の適地度との闘係は

~o+ ，1却。 - t， + ，1 t， 

6 
φ(x)dx p， + ，1P， = j 

一回。-ts 
一却。+，1却。-t，+，1t，

。
=乙 6φ(Z)dz+f tz φ(x)dx ( 4・4・10) 

6 

ここで式(4・4・5)を代入すると

---

S
E
U
-

d

一

十
一B

-

s'u

一
一一
6

n
w
-

即

一
d

一
+一nv

一

叩

一

，1p， = j 
ー即ーιz

φ(x )dx ( 4・4・11) 

。

ゆえに式(4・4・9)に式(4・4・5)と式(4・4・11 )を代入して

→0
0 
-t， 却。+，1却。-t，+，1t，

N ( ( }  (} 

，1S=};1，18，j φ( x ) d x + 8 ， j ___φ(x)dxト
，=1 L ー∞ -Wo-"，

σ 

( 4・4・12) 

この式(4・4・12)が ，1S ， ，18" ，1t，の変化に対する d却。の変化を決定する関

係式である。

これをもう少し具体的に分析する。まず市街地全面積が増加 (，1S>0)したにも

かかわらず，埋立等によるゾーン面積の増加が行なわれず (，18，=O，i=1，2，一，

N)，また交通施設整備も行なわれない (，1t，=O，i=1，2，……， N) とすると，

式(4・4・12)は

一町。+，1即。-t，
N (} 

，1S=};s，j φ(x)dx 
，=1 一町。;-'t，

( 4・4・13) 

d 

条件より ， ，1wo > 0 となるから，この場合には限界地の適地度は低下する。すな

わち，より適地度の低いソーンまで市街地として転換されていき，い才、ゆるスプ
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ロール現象が起こる。これに対して交通施設整備によって， ソーン tの時間距離

が4t，短縮された(4 t i込 0，i=1，2，……， N)とすれば

却。+4曲。-t，+4 t 
N () 

4S=Es，.f φ(x)dx ( 4・4・14) 
，=1 ー加。-t，

σ 

したがって， 4 t ，の効果によって 4w
o
の低下は押えられ，4 t ，の値によっては

ん。<0 となり，限界地の適地度は増加する。さらにソーン面積が埋立等によっ

て増加(4s，ミ 0，i=1，2，……，N)した場合が式 (4・4・12)であり 4woは式

( 4・4・14)の d卸。より小さくなり，ますます限界地の適地度は増加しやすくなり，

より優良な市街地が現われることになる。

以上の市街化過程は図 4・4・5のようにまとめられる。まず r+1期の市街地全

l外生 ! 

T + 1期の

市街地全面積

S+4S 

ーーーーーー・一一一一一ーーーーーーーーーー_J

「ーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーー『

i計画 i 

T + 1期の

ゾーン面積

s， +4s， 
(i=1，2，・";N)

T + 1期の

平均時間距離

人-4t， 
('/， = 1，2，…，入TJ

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--"

|T期の限界地の適地度開。

T期の市街化率

一町。+t，

p， =.f 6φ(x)dx， (i=1，2，… ""N) 

↓ 

L 
関係式

r ー却。-t， 叩。+4卸o-t‘+4t 
NI () () 

4S=E~s ，.f φ(x)dx+s，.f φ(x)dx f 
，=1 L ー∞ ー却。一ι

σ 

↓ T+2期
|T + 1期の限界地の適地度町一向。 ↓ 一一一一一一一一J

T + 1期の市街化率

一回。;+-4wo-t，+4t，
U 

p，+4po=.f φ(x) dx 

図 4・4・5 市街化過程のモデル
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面積 S+.dS はこのモデルには外生変数として与える。さらに埋立て等による市

街地面積の増加 S，+.d s， ( i = 1， 2，……， N)や交通施設整備による時間距離の短

縮人 -.dt，(i=1，2，…..， N)などの計画をインプットする。これら S+.d S ， 

s，十 .ds" t，-.dt，と現在の限界地の適地度却。を関係式に代入してT'+ 1期

の限界地の適地度却。-.d叫が求められる。これよりT'+ 1期の市街化率 p，+ .dp， 

が予測できる。こうしてこのプロセスを各期について繰返すことにより将来にわ

たる市街化過程を予測することができる。

似) 適地度関数の多因子モデル

東京都を対象とした実証の結果によれば，都心までの時間距離だけによって適

地度を仮定しても，区市郡単位の市街化過程を説明できることが明らかとなった。

このような行政区域を単位とする市街化過程モデルは，都市圏計画の策定等にと

って重要な意義をもっていると考える。しかしまた，より小さな単位で市街化過

程を説明できるモデルも必要であり，そういったより小さな単位の市街化は時間

距離だけを変数とする適地度関数では十分に説明できないことは明らかである。

もちろん，市街化過程を記述するためにどれ程の広さの単位を用いるのがよいか

は，そのモデルを利用する目的によって規定されるものであると考えられる。

都市施設と市街化過程との関係を明らかにし，都市施設計画に応用することが

本節の目的である。しかし，そのために市街化をどの大きさの単位で分析すれば

最適であるかについて本節は提示できないn ここでは都市圏を 1km x 1畑の矩形

のゾーン単位に分割して，市街化の都市圏内での分布と変化とを記述できるモデ

ルを展開する。これは 1Mにメッシー化された資料が計算技術上の諸問題を軽減

するであろうという利便性と，資料の入手が可能であったという 2つの理由によ

るものである。

さて 1Mのゾーンの市街化を決定する因子として都心までの時間距離だけでは

不十分である。明らかに同ーの時間距離をもっと思われるゾーンも，その市街化

率は等しいとみなされない n それはそれらのゾーン聞に時間距離以外の因子の差

があるためである。そこでゾーン 4の適地度引を，そのゾーンの特性因子X"，

X.2，…・・ X.R の関数として一般的に式 (4・4・15)で仮定する。
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却 f( X，1， X，2'………， X， R ) ( 4・4・15 ) 

( t = 1， 2，……， N)  

ここで引は時間距離モデルと同様に，ゾーン tの適地度の平均値であって， 1 

Hの土地の中の任意の地点の適地度は正規母集団 N (h，uf)からの任意標本と

仮定する。従って市街化の限界地の適地度の却のとすると，ゾーン 4の市街化率

p，は，ゾーン 4内の地点のうち，適地度が却 o 以上の地点の割合に等しく，式

( 4・4・3)と同様に，

p ∞ (Z-w， )2、，
p， = J一戸-.-exp I一一一一ーIdz，¥i=1，2，……. N) (4・4・16) 

kV2zdz L26z2J 

さらに(zー卸， ) /σ とおき，標準正規分布の対称性を考慮して変形する

と，

W，-wo 

a. 
p，=f φ(t)dt ， (i= 1，2，……， N)  

φ(t) =っ -1-exp(一子)
v どπι

( 4・4・17) 

さらに，時間距離モテ'ルにおいて， 6f=62 と仮定できることを実証したので，

ここでも， uf=62と仮定すると，結局， ゾーン tの市街化率は式 (4・4・18) 

によって表わすことができる。

W z. - w 0 

σ 
p，=f φ(t)dt ， (i= 1，2.……， N) ( 4・4・18) 

このように，ゾーン 4の適地度引がゾーン特性 X，1， x. 2 • …… X.R の関数で

あっても，適地度引と市街化率 P. との関係は時間距離モテ'ルの場合と同じで

ある。われわれは資料から各ゾーンの市街化率九， ( t = 1，2，ー…，N)を観測す

ることができる。そこで時間距離モデルと同様に正規分布表から，式(4・4・7l

を満足する q" (i=1，2，……， N)を求めることができる。そしてこの q"
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( i = 1， 2，..…. N)は式 (4・4・18)より

w - w 
q， ー土7一ーと ( i = 1. 2.……. N)  ( 4・4・19) 

さらに(}は定数であり，また適地度の単位は任意であるから，あらためて却 z

=即'./(} .問。 =w 0/ (}と置いても一般性は失なわれない。したがって式(4・4・

19 )は次式と同じことを意味している。

q， =即zー即 i= 1. 2.……. N )  ( 4・4・20) 

さらに.ゾーン iの要因 X，1 .' X;2一… X，R をダミー変数久 (jk). (j=1.2.. 

R，k=1.2，…ー .k J )で表わし，式 (4・4・15)の適地度関数をこれらのダミ

ー変数の線形結合として式 (4・4・21 )で仮定する。

R k， 
却，=};1; 0， (jk )X，ko (i=1.2.…..， N) 

J=lk=1 

( 4・4・21)

ここに ( 0バjk) :ゾーン 4の要因 jの状態を表わすダミー変数。ゾーン 4が

要因 jのカテゴリ -kに該当するとき 1.そうでないとき 0

となる。

X) k 要因 jのカテゴリ -kに与えるパラメータ。

R 要因の数。

kJ :要因 jのカテゴリー数。

式 (4・4・21 )を式 (4・4・20)に代入すると，

R k， 
q‘=}; }; 0， (j k )X) kー聞の i= 1. 2.……， N) 

)=1 k=1 
( 4・4・22) 

ゆえに，資料より o，Uk). (j=1.2.……. R; k=1.2.……， k l;i  =1，L-

…. N)を求めておけば q，. i=1.2.……. N)を被説明変数.Xj k， (j = 

1. 2.……. R k=1.2....…. k) )と聞のを回帰係数として，ダミー変数による重

回帰分析を適用できることになる。そこでこの方法によって，近畿圏を対象とし

て実証的に考察する。

対象地域は近畿圏であり，分析に用いた資料はいずれも昭和 4 0年のものであ
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る。この対象地域の市街化率の現況は図 4・4・4 に示すようである。この地域を

約 1ki (縦 9 25m X横 1，1 5 0 m )の長方形に分割し，この長方形の地域をゾ

ーンとした。そしてそれぞれのゾーンの特性を表わす要因として，次の 10種類

の要因をとった。

要因番号

1 道路による大阪都心部までのアクセス

2 " 京都 H 

3 " 神戸 F 

4 鉄道による大阪都心部までのアクセス

5 " 京都 H 

6 " 神戸 H 

7 道路による最寄港湾までのアクセス

8 

9 

H 

H 

10 道路抵抗値

インターチーンジまでのアクセス

鉄道駅までのアグセス

そしてこれらの要因をいず

れも 4段階のカテゴリーに

分けた。カテゴリー 1が最

もアクセスが良く，カテゴ

リー 4が最も悪い。また港

表 4・4・1 対象とした港湾

湾としては表 4.4・1に示

すものを用いた。また道路

抵抗値67)とは当該ゾーンの

道路整備状態を表わす指数

であり次のような方法によ

って計測した。まず道路構

造令によって，表 4・4・2

に示すように道路を種級に

分け，種級 Tの速度，幅員，

港 湾 名

東播磨港
(重要港湾) (~IJ府港，矯磨港，高砂港

兵庫県
神戸港

(特定重要港湾)
阪神港

(重要港務)(尼崎港，西宮港，芦屋港

大阪港
(特定重要港湾)

大阪府
堺泉北

(特定重要港湾)
阪南港

(重要港湾)

和歌山県
和歌山下津港

(特定重要港湾){和歌山港，海南港，
下津港，有国港

小松 島港

徳島県 (重要港湾)
橋 港

(重要港務)
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表 4・4・2 道路構造令による道路の種級

Lト¥
市街化区域内 市街化区成外

種 級
時速

車線 幅一員車線m 種 級
時 速 車線 幅一員車線m 

Km/h Km/h 
一般道路 4種 4級 20 3.0 5種 5級 30 五日

一般地方道 4種 3級 20 2 3.0 3種 5級 30 2 3.0 

主要地方道 4種 2級 30 4 3.25 5種 2級 40 4 3.25 

国 道 4種 1級 40 4 五25 5種 1級 60 4 五5

都市内品速 2種 1級 60 4 五5 2種 1級 60 4 五5

都市開局速 1種 1級 1 00 4 五5 1種 1級 100 4 3.5 

および本数によって Erを定義する。

Er= (種級 T の本数)x (種級 T の速度)x (種級 T の幅員)

この Erを種級について加えたものを Q とする。以上の計算を図 4・4・5 の6方

向について計算し，これを Q1. QZ' ...…. Q6とする。つぎに図 4・4・6に示す 4

方向の通り易さ G1.GZ.G3.G4を次式によって

求める。

G1 = Qz +す(Q5 +仏)

G2=Q1+÷(Q5+Qd) 

G3= QZ+す(Q3+Q4)

G4 = Q1 +す (Q4+Q5) 

そして最後に道路抵抗値を次式によって求めた。

道路抵抗値=よ+.J.-+.J.-+よ
G1 ' Gz ' G3 ' G4 

ゾーン

〆。，t~件
、、↓〆

図 4・4・5 通過道路の方向

図 4・4・6 通り易さの方向

さて，以上の要因によって，式(4・4・21)に重回帰分析を適用し，表 (4・4・3) 

に示す結果を得た。重相関係数は 0.8245と高い。(すべての要因のカテゴリ-

1を0と置いた場合の定数値は 2.393であるから，町 a= -2.393である。)この

結果より 1kiのゾーンの市街化率は道路網と鉄道網の整備状態によって予測す
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表 4・4・5 重回帰分析の結果

要因 カテゴリー 回帰係数 標準偏差

2 -0.8519 0.22 74 
5 -0.8409 0.2956 
4 -0.8233 0.3548 

2 0.3399 0.2962 

2 5 -0.5100 0.2967 
4 -0.4 895 0.3474 

2 -0.4 491 0.4625 
5 5 -0.7953 0.4828 

4 -0.3794 0.4976 

2 -0.5721 0.2522 
4 5 -1.1268 0.3250 

4 -1.3890 0.4020 

2 -0.4656 0.2 1 73 
5 5 -0.0227 0.2379 

4 -0.1572 0.2814 

2 -0.2 733 0.2758 
6 5 -0.6363 0.3295 

4 0.24 74 0.3869 

2 0.1867 0.4466 
7 5 -0.0260 0.4529 

4 -0.0156 0.4203 

2 0.0137 0.1657 
8 5 0.2237 0.2230 

4 0.0956 0.2132 

2 0.2663 0.1 493 
? 5 --1.0165 0.2245 

4 -1.5097 0.2829 

2 ~0.3037 0.1427 
1 0 5 -0.0628 0.191 9 

4 -0.1076 0.2322 

定 数 2.3926 

位) カテゴリー 1はいずれも 0

(5) 結び

偏相関係数

-0.1 766 
-0.1341 
-0.1094 

-0.0541 
-0.081 0 
-0.0664 

0.0457 
-0.0776 
-0.0 359 

-0.1069 
0.1634 

-0.1629 

-0.1010 
-0.0045 
- 0.0263 

-0.0467 
- 0.0910 

0.0301 

0.01 97 
-0.0027 
-0.0017 

0.0039 
0.0473 
0.021 1 

-0.0841 
0.2135 

- 0.2515 

0.1003 
0.0154 
0.0218 

ることができる。

このモデルによる

市街化過程は図 4

・4・3 とほとんど

同じであるので省

略する。ただ前者

においては交通施

設整備による効果

は都市までの平均

時間距離人の短

縮だけに現われて

いるが，後者にお

いては前記 10種

類の要因のカテゴ

リーの変化となっ

て現われる。

本節では都市圏における市街化現象を予測するモデルを提案した。まず第 2節

で述べた選好関数に該当するものとして，適地度関数を定義した U そして区市都

単位で市街化現象を予測するモデルとしては，都心までの時間距離だけを要因と

した適地度関数を仮定し，また 11d程度の単位で予測するモデルとしては，前記

1 0種類の要因を用いた適地度関数を仮定して，これらのモテ'ルを実証した。さ

らに選択ルールとして確率ルールを仮定して，市街化現象を適地度関数式(4・

4・21 ).市街化率の関数式 (4・4・18)および需要条件式(4・4・2)の連立モデル

によって表現できることを示した。この連立モデルによって，市街地再要の変化
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都市施設の整備および埋立て等による宅地造成などの市街化過程に与える影響を

明らかにすることができるため，市街化計画にとって有効なモデルを提案し得た

と考える。

第 5節 都市圏における土地利用の分析68)

本節では都市圏における土地利用の現況を分析する。土地をある用途に利用する

目的にとって，それぞれの土地が適している程度を表わす指数をその用途にとって

の適地度と定義すると，この適地度はそれぞれの土地特性を表わす要因の関数とし

て仮定できると思われる。この関数を第 4節と同様に適地度関数と呼ぶことにする

と，この適地度関数が第 2節で一般的に述べた選好関数に該当する。したがって土

地利用モデルにおいては各用途別に選好関数が考えられる。つまり商業にとっての

適地度関数，工業にとっての適地度関数，住宅にとっての適地度関数などがある?)

ところが.後述するように土地利用の場合には第 2節で一般的に述べた確率ルール

を必ずしも適用できるとはいえない。このため第 2節の方法を，土地利用に対して

実証的に考察することは困難である。そこで本節では土地利用の現況を多変量解

析法によって分析し，用途別の適地度関数を実証するための基礎知識を得ることに

する。

( 1)概説

都市の土地利用が無秩序に行われていくと，都市の生活環境や生産環境が悪化

し，自治体が極めて不経済な公共投資を余儀なくされる。このような環境の悪化

を防ぎ，投資効率を高めるための法制的な手段として土地利用規制があり，また

より望ましい土地利用へと土地市場を誘導していく手段として都市施設の整備が

考えられる。ここで誘導とは，都市施設を整備することによって都市の土地市場

に影響を与え，土地市場のメカニズムによって土地利用をより望ましい形態に近

づけていくということである。

第 4節において，都市施設の整備が市街化の進行に及ぼす影響について，その

計量的な考察を述べた。そこでは土地が市街化にとってどれほど適しているかを

表わす指数を適地度と定義した。そして適地度が大きい土地から順次市街化され
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ていくと仮定した。ところが土地利用についてはこれを仮定することには問題が

ある。それはたとえば住宅にとって大きな適地度をもっ土地が同時に商業や工業

にとっても大きな適地度をもっているかもしれない。このときその土地が住宅に

利用されるかそれとも商業や工業に利用されるかは適地度だけでは決まらない。

土地利用規制によって商業や工業に利用することが禁じられていればその土地は

住宅に利用され易いといえるが，そのほかの土地については，住宅と商業や工業

との聞に何らかの競合が生じると考えられる。したがって複数個の用途がある以

上つの用途にとっての適地度の大小関係だけで，それぞれの土地がその用途

に転換されていくか否かを説明することはできない。本節ではこのように複数個

の用途がある場合に，現実の観測資料から，各用途別の適地度関数を推定する方

法を明示できない。そこで本節では土地利用に強い影響を与えていると思われる

道路網，鉄道網などの都市施設と土地利用との関係を統計的に分析し，都市施設

計画に役立つと思われる情報を得ることにし，各用途別の適地度関数の推定は今

後の研究課題とする。

表 4・5・1 ゾーンの分類

グループ 商 業 工業 住宅 ゾーン数

O O O 406 

2 O O x 35 

5 O X O 242 

4 x O O 265 

5 x O X 280 

6 O X x 75 

7 x X O 523 

8 x X X 3，342 

計 5，168 

(2) 分析の方法

分析の対象地域は第 4節と同様に近畿

圏であり，約 lkJ.の長方形の地区を 1ゾ

ーンとした。ゾーンの中には商業，工業，

住宅，その他が混在しており，昭和 40 

年の近畿圏の土地利用の現況は図4・5・1

に示す。これらの混合の割合によってつ

ぎのようにゾーンを分類する。まず商業，

工業，住宅それぞれについて 1ゾーンあ

たりの平均用地面積を求め，この平均値

以上の用地があるソーンと，平均値以下

の用地しかないゾーンとに区別した υ この結果，各ゾーンは表(4・5・1)のよう

注) 0:平均値以上の用地があるゾーン
x 平均値以下の用地しかないゾーン
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図 4・5・1 近畿圏の土地刺用現況(昭 40 ) 

その 1(住宅)
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図 4・5・1 近畿圏の土地幸IJ用現況 L附 4 日)

その 3 (工業)
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に 8つのグループに分類される。グループ 1は，商業，工業，住宅いずれの用途

にも適したゾーンであり，クループ 8はすべての用途に通していないゾーンであ

るの他の 6つのグループはグループ 1とクループ 8 との聞の中間的な性格をもっ

ているとみなされる。このようにゾーンを性格の異なるクーループに分け，各ゾー

ンの特性がそのゾーンの性格を決定する主要な原因であると仮定すると，ク.ルー

プの間ではゾーン特性が異なっているはずである。またゾーン特性としては，第

4節と同様に次の要因を用いた。

要因

道路による大阪都市部へのアクセス

2 H 京都 H 

5 H 神戸 H 

4 鉄道による大阪都市部へのアクセス

5 H 京都 H 

6 H 神戸 H 

7 道路による最寄港湾へのナクセス

8 H 最良インターチェンジへのアクセス

? H 最良鉄道駅へのアクセス

10 道路抵抗値

これらの要因をいずれも 4つのカテゴリーに分け，カテゴリー 1が最もアクセス

が良く，カテゴリー 4が最も悪いように分類した。さらに，これらの要因の一次

結合によってゾーン tの特性を代表する合成変量引を式 (4・5・1)で定義する。

α， = I: I: o， ( j k )X) k ， (i = 1 ， 2 ， …・・・， N) 
)=1 k=1 

うでないとき 0となるダ之←変数

( 4・5・1) 

l S (jk) …一の要因 一j付川川山カがμ川一:斗川kj]カ

X} k 要因 jのカテゴリ -kに与えられるパラメータ

そして，前記 8つのク〉レープの間でこの引ができるだけ異なるように，数量化

理論 E類を適用し ，X} k ( j = 1， 2，…・， 10， k 1， 2"・・一， 4 )を推定する。
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(3) 分析結果とその考察

前記 10種類の要因によって 8つのグループを判別し，表(4・5・2)の結果を得

た。このときの相関比は 0.8004 と比較的高い。この結果から，ここに取上げた

要因によって，それぞれのゾーンを 8つのグループに判別することができるとい

える。各要因がゾーンの性格づけ

に与える影響力の大きさはRANGE 表 4・5・2 グループの判別結果

によって把握することができる。

RANGEの大きさは要因によってそ

れ程大きな差は認められない。影

響力の小さい要因は鉄道による京

都都心部へのアクセス(RA悶 E

ニ 0.0833) ，道路による神戸都

市部へのアクセス(RANGE= 

0.2813)である。また影響力の

大きい要因は道路による最寄港湾

へのアクセス (RANGE=2.0229)， 

道路による最寄鉄道駅へのアクセ

ス(RANGE = 1. 8 8 4 8 )である。

都心部へのアクセスでは鉄道によ

るアクセスよりも道路によるアク

セスの方が影響力が大きく，また

道路.鉄道のいずれを利用する場

合でも大阪都心部へのアクセスが

京都，神戸へのアクセスより影響

力が強U、。またパラメータ X)k 

は，いずれの要因についても，カ

要因

2 

5 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

カテゴリー

2 
5 
4 

2 
3 
4 
1 
2 
5 
4 

2 
5 
4 

2 
5 
4 
1 
2 
5 
4 
1 
2 
5 
4 

2 
5 
4 

2 
5 
4 

2 
5 
4 

X) k RANGE 

1.0036 
-0.0036 

1.1087 
0.1052 
0.0553 
1.0口79

-0.3373 
1.0979 

0.0008 
0.0900 

-0.0545 
-0.2385 

0.2813 
0.0041 
0.04 3 0 

-0.6903 
-0.1899 

1.1 10日
0.2815 
0.4198 
0.0049 
0.0438 

0.0833 
0.0465 
0.0368 

-0.1567 
-0.1552 

0.4 1 86 
0.2620 

-0.0790 
-1.9367 
一0.79 7 0 

2.02 29 
- 0.2218 

0.0862 
0.7199 

-0.3648 
0.9637 

0.0141 
0.243 7 

- 1.3040 
-0.5132 

1.8848 
。目5398
0.5808 

-0.8775 
0.0830 

1.2506 
0.3730 
0.2618 

テゴリーが大きい程つまりアクセスが悪化する程，あるいは道路抵抗値が大きく

なるほど，ほぼ単調に増加している。したがって， 引の値が大きいということ

は，この近畿圏の交通網の中で，相対的に不便なソーンであると考えることがで
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きる。この αz の値をク'ル

ープ別に集計して表(4・5・

3 )の結果を得た。平均値

が最も大きいのはグループ

8 (ME釧=1.0334 )，最も

小さいのはグループ 1(ME-

ANニ-3.1527 )で、ある。ま

たクルーフ 8とそれ以外の

No. 

2 

5 

4 

5 

6 

7 

8 

表 4・5・5 グループ別の平均値，分散

グループ
散|標準偏差

ノミタ ン
平 均値 分

000 -3.1527 1.7981 1.3409 

OOx 1.7799 2.2180 1.4893 

OxO 2.4 796 2.0 925 1.4466 

xOO 2.3588 1.5701 1.2530 

xOx 一0.7981 2.0211 1.4216 

Oxx -0.7222 1.9864 1.4094 

x xO 1.1638 2.1 36 7 1.4617 

x x x 1.0334 0.8814 0.9388 

グループとが分離されていることがわかる。すなわち，何らかの用途に適してい

るゾーンと，いずれの用途にも適していないゾーンとでは， αz の{直に顕著な差

が認、められる。また 2つの用途に適しているとみなされるグループ 2， 3，4の

中ではグループ 3と4が近接しており，また唯一の用途に適しているとみなされ

るクループ 5，6， 7の中ではクループ 5と6とが近接している。したがって

商業と工業との平均値はほぼ等しく，これら 2っと住宅の平均値との間には差が

あると推定される。また表4・5・1より，それぞれの用途に適しているとみなされ

るソーンはつぎのグループに含まれている。

χ 
100 。

: 90 0|  O 商藁

ぞ80
て

'" ν、
る 70
ノ

30一一 -1-一一

一一一→古成電量 a

図 4・5・2 商業，工業，住宅に適しているゾーンの比率
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商 業:クザループ 1，2， 3， 6 

工業-クル ープ 1，2， 4， 5 

住宅:グループ 1，3， 4， 7 

そこでこの αz を適当な級に分け，それぞれの級に属しているゾーンのうち，各

用途に適しているとみなされるゾーンの比率を調べると，図 4・5・2 となった。

明らかにこの比率は αz に対して単調に減少している。したがって，いずれの用

途にとっても αs が小さい程，より適したゾーンであるといえる。したがって合

成変量引は各用途にとっての適地度に反比例するものであると解釈することが

できるが. αz の減少はすべての用途にとっての適地度を増加させるから，どの

用途の面積がどれ程増加するかを予測することはできない。つまり第 2節の確率

ルールを仮定できるような適地度関数は求められていないことになる。

つぎに αz を適当な級に分け，それぞれの級に属するゾーンのうち，各グルー

プの構成比を求めた。いまあるゾーンの合成変量が α のとき，そのソーンがグル

ーフ g， (g = 1， 2，……， 8 )に属する条件付確率を円 (α)とすると，先に求め

た構成比はこの π9(α)の観測値である O つぎに，各グループの αの平均値の大き

い順に πg(α)を加えて，次式の確率を定義する。

F (8 1α)=π8 (α) 

F (8， 6 1α)=π6 (α)十F(8 1α) 

F (8， 6， 5 1α)=π5 (α)+F(8，61α) 

F(8，6，5，71α)=π7 (α)+F(8，6，51α) 

F(8，6，5，7，21α)=π2 (α)+F(8， 6，5，71α) 

F(8，6，5，7，2，41α)=π4 (α)+F(8， 6， 5， 7， 21α) 

F(8， 6，5，7，2，4.31α)=π3 (α)+F(8， 6， 5，7，2，41α) 

ここにたとえば F(8， 6 1α) とはあるゾーンの合成変量が αのとき，そのゾ

ーンがグループ 8かグループ 6のどちらかに属している確率である。この確率の

観測値は π9(α)の観測より求められ，これを図示すると，図 4・5・5となった。

図より明らかにこの確率は正規分布関数をあてはめることができるので，平均値，

分散を計算すると表(4・5・4)となった。したがってあるゾーンの合成変量が αで
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図 4・5・5 土地利用構成比の αに対する変化

表 4・5・4 正規分布関数のパラメータ

平均値 μ 標準偏差 6 相関係数 T

F ( 8 1α) 一0.5097 1.6866 0.9831 

F (8， 6 1α) -0.6118 1.5844 。目8677

F ( 8， 6， 5 1α) 1. 1230 1.5333 0.9747 

F(8，6，5，71α) -2.2473 1.7377 0.9683 

F (8， 6， 5， 7， 2 1α) -2.3496 1.6866 0.9781 

F (8， 6， 5， 7， 2， 4 1α) -3.2 6 95 1.8396 0.9565 

F(8， 6， 5，7，2，4，31α) -3.7807 1.6355 0.9594 

あるとき，そのソーンが工業にだけ適しているゾーンである確率 π5(α)は

πs(α)=F(8，6，51α )-F(8，61α) 

て[日;いちの(-(ーたつ-吋ァ{-セデ1dz
として求められ，同様に πq(α)， (g = 1， 2，..一， 8 )を推定することができる。
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したがって，少なくとも近畿問において，交通施設の幣備たとによ J て，九ゾー

ンの合成変量 αが変化したとき，それそれのソ-./かとのグループ V'+.地利J!Jli，; 

態に属するかを確率的に推定できる》

(4) 結び

本節では都市圏における土地利用分布を分析した c まず都，li閏を約 1k"σ) ， 

シュ状に分割し，すべてのゾーンを土地利用ノータ ンによ J て8つのクル ブに

分けたョそして，各ゾーンの特性によって合成変量を仮定し， 8つのクル つ間

の相関比を最大化するように合成変量のノえラメータを推定した。推定結果による

と，合成変量は住宅，商業，工業それぞれにとっての適地度といずれも反比例す

るものであることが判明した。また任意のゾーンの前記 8刊のクループへの帰属

確率を合成変量の関数として推定できることが明らかとなった U したかって，少

なくとも近畿圏においては，今後交通施設等が整備されることによる合成変量の

変化を推定することができるから，この関数によって，帰属確率を推定できるこ

とになる。この 8つのクルーフ。への帰属確率は土地利用への適性を確率的に表わ

すものと解釈することができると思われるから，本節の分析方法は交通施設の整

備と土地利用との関係を計量的に表現するうえで，有効な方法といえる。

第 6節 住 宅 選択モデル

本節では，まず住宅の所有形態によ J て世帯特性を判別する O 次に，第 2節で;1:

ベた選好関数の理論を民営借家の選択モデルに応用し，これを実証する。

(1) 概説

わが国の住宅建設戸数は，昭和 4 1年度にはじめて年間 10 0万戸をこえ，以

来，年率 10 %以上の高い率で増加しつづけ，昭和 45年度には約 16 0万戸に

達するものと見込まれている。また住宅の投資も，経済の成長率を上同コて増加

し続け，昭和 4 3 ~ 4 5年度間では経済成長率 12.9 % ('f質)に対し. (i"七rr
資は年 17. 0 % (実質)，昭和 45年度には 5兆 5，0 0 0億円(名 r1 ) ， l主11¥!:総

生産に占める比率 7.5%に達し，用地費を含めると 7兆円をたきく上問るとは iヘ

まれるにギコている守)
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このような高い水準の住宅建設によって 5ヶ年間に 67 0万戸の住宅の建設

を目標とする第 1期住宅建設 5 ヶ年計画は，おおむねその計画戸数の達成を凶る

ことができたとされている。また住宅建設戸数の量の面での増大のみならず，

住宅の質も全体の平均ではかなり高まりをみせており，広さ，不燃化率，中高層

化率も高まっている。しかし，このような住宅の量的増大と質的向上にもかかわ

らず，国民の屈住条件向上の欲求によって，住宅問題は今や量的解決の段階から

質の向上を課題とする段階へと移行してきた心とりわけ借家の専用施設の不備，

狭さ，持家の遠距離通勤，そして各種公害の傑刻化に伴う住環境の悪化などは現

在なお残された質的住宅難といえよう。

こうした現存する質的住宅難と今後さらに予想される新規住宅需要に対して，

政府は第 2期住宅建設 5ヶ年計画を策定し，その目標として，すべての世帯が最

低限度必要な居住室の規模を有し，かつ適正な構造および設備を備える居住環境

の良好な住宅に住むことができることをとりあげている。こういった計画が現在

の住宅市場に有機的に作用してU、くためには，多くの分析が必要と思われる。と

くに現在の大都市地域では持家住宅の規模向上にくらべ，借家住宅の規模はなお

低水準のまま推移しており，この格差の拡大を防止するためには借家住宅に入居

せざるを得ない世帯，持家を建設できる世帯といった世帯階層に関する分析が必

要である。

そこで本節では，住宅の所有形態による世帯構成の違いを判別し，さらに民

営借家階層のみを対象として，世帯の住宅選好関数を明らかにする。

(2) 所有形態による世帯の判別モデル71)

住宅難と呼ばれる現象の中で，持家住宅と，借家住宅とではその内容が異なっ

ている。たとえば持家住宅においては広さに関する問題よりもむしろ遠距離通勤と

いう形の問題が深刻であり，借家住宅においては狭さがまず第 1の問題となって

いる。したがって住宅難を解決するためには，住宅の所有形態に応じた住宅政策

が立案されなくてはならない。さらに所有形態別に住宅政策を立案するためには，

将来における所有形態別の需要予測が必要となってくる。この需要予測は非常に

困難であるか.ここでは所有形態による世帯属性の相違を統計的に分析し，予測

モデルを開発するための手がかりを得ることを目的とする。
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表 4・6・1 所有形態と要因の種類

所有形態 持 家，給与住宅 ，公営住宅 ，公団住宅 民営借家tl宅

宗苛子主旦 1.世帯人数 2.世帯構成 3.事業種類 4.職 業 5 通勤時間 6 収 入

人
単 身 会社 専 門 。分 ~ 2万

2 2 夫 婦 自 営 伊目豆埠 理 日~ 30 2 ~ 4 

5 5 兄 弟 内職 販 売 30~ 60 4 ~ 6 
4 4 親子 1 農 林 60~ 90 6 ~ 8 

5 5 親子 2 運 輸 ?日~120 8~ 10 
6 6 子夫婦 技能工 120~ 10 ~ 12 
7 7 孫 サービス 12 ~ 14 
8 8 ヒ 孫 その他 14 ~ 
9 9 その他
10 10 

表 4・6・2 所有形態による世帯属性の

所有形態の種類と，世帯属性 判別結果

の要因とカテゴリーとを表 4・6・1

に示す。この世帯属性の一次結合に

よって，合成変量 α を式 (4・6・1)で

定義し，数量化理論E類によって未

知数 X)kを求めた G

α， = I: I: d i (j k )XJ k 

( 4・6・1) 

α 世帯 iの合成変量

れ(jk ) 世帯 4の要因が kカ

テゴリーでトあるとき

に 1，そうでないと

き 0となるダミー変

数

X) k j要因 kカテゴリーに与

えるノ4ラメータ

用いた資料は，神戸市が昭和 43年

度に実施した住宅調査である。計算

結果を表 4・6・2 に示す。

要因

2 

5 

4 

5 

6 
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カテゴリー

2 
5 
4 
5 
6 
7 
B 
? 

10 

2 
5 
4 
5 
6 
7 
8 
? 
1 
2 
3 

2 
5 
4 
5 
6 
7 
B 

2 
5 
4 
5 
6 

2 
5 
4 
5 
6 
7 
8 

X) k 

-1.2131 
-0.2131 

O.日255
0.3416 
0.5122 
0.2808 
0.4 7 73 
0.7168 
0.2202 
0.0501 
0.6 1 08 

-0.0243 
-0.3 773 
-0.1494 

0.0431 
0.8944 
0.2293 
0.1395 

-0.0101 
0.0 1 05 
0.1376 

-0.3856 
0.0888 
0.2098 

-0.0944 
I.O 615 

一日 1897
-0.11 07 
-0.1418 
-0.1530 

日5366
-0.2 1 37 
-0.0479 

0.29 7 0 
0.2424 
0.1 705 
0.0806 

-0.2532 
-0.2077 
-0.0048 

0.2633 
0.5959 
0.64 94 
0.7 4 7 3 

RANGE 
1. 9299 

1. 27 1 7 

0.5232 

1.2513 

0.7503 

1.0006 



計算結果より，所有形態Jjljの合成変量の平均値は次のようになった。したがっ

て合成変量が大きくなれば持家階層に近づき，小さくなれば民営借家層に近いこ

持家 0.6 0 4 1 

民営の借家叉は賃貸アパート

県営・市営住宅

公団・公社の賃貸住宅

給与住宅

-0.1719 

0.1 09 1 

O. 1 9 09 

0.3 3 4 5 

とがわかる。また公営と公団の賃貸住宅は合成変量の平均値が近い値であり，こ

れら両者に属する世帯の聞には属性の差はほとんどなく，公営と公団の形態の違

いは階層の違いというよりも，むしろ入居機会の差に帰因するものと考えられる。

給与住宅層はこの公営・公団層と持家悟の中間にある。

まず合成変量を適当な級に分け，各級に属する世帯のうち，各所有形態別の占

める比率を求める。この比率のうち，合成変量の平均値の最も大きい持家の比率

をFl(α)とする。つぎ

に平均値の大きい給与

住宅の比率と，持家の

比率とを加えた比率を

F2(α)とする。さらに

公営住宅と公団住宅ρ

平均値はほぼ等しいか

ら，これをまとめて公

共住宅とし，公共住宅

の比率と，給与住宅，

持家の比率とを加えた

比率を F3(α)とする。

そしてこれらF1(α)• 

h(α) • F5(α)を正規

確率紙上にブロノトす

ると関 4・6・1のよう

99 

95 

90 

80 

70 

60 

ミ50

140 
30 

20 

10 

0.1 

0.01 

一一斗-

;十

ー1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 

ー一一一→ d

図 4・6・1 正規分布関数のあてはめ
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に，直線とみなすことができるので.F1(α) • F2(α). F3(α)はそれぞれ次の式

に示す正規分布関数に近似できる。

Fdα)=fαァ'A_~ exp rー(t-1.44)~l 
1ど1Vどπ 2.42

F2(α)=fα __  1ヶr;::=e xp rー (t-O826)2) 
一∞1.081/どπ2.16

F3(α)=fα マデexp r一(t-O. 368 )~l 
「泊1.10V記πl 2.20 

よって，所有形態はこの合成変量α軸上に順序づけられ， α値の大なる世帯から

順に，持家層，給与住宅層.公共住宅層そして民営借家層となる O さらに，任17

の世帯が合成変量 αをもっているとき，その世帯が持家層，給与住宅層，公共住

民営借家層にそれぞれ属する確率を π1(α).π2 (α) • Tr 3 (α). Tr 4 (α)とす宅層，

1.0 

0.9 

0.8 

情 Q7

成 0.6

比

十ー

。
-10 一0.5 0.0 

一一一→ a

図 4・6・2 所有形態別の構成比

れば，図 4・6・2に示すことから明らかに，次式で与えられる。

π1 (α ) =F1(α) 

π2(α)ニ F2(α)-F1(α) 

π3 (α ) =F3(α) -F2(α) 

π4 (α) = 1 -F3(α) 

( 4・6・2 ) 

当然、 π1 (α)十 π2(α) ャ πョ(α)寸 π4(α)ニ 1 ( 4・6・3 ) 
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ゆえに対象都市における各世帯の属性を知ることができれば，それそれの世帯

がどの所有形態に入居するかを確率的に知ることができるので，今後各都市での

事例研究をふやしていくことによって核家族化等による新規住宅需要世帯の選好

傾向や今後の住みかえ動態などを把握する手がかりを得ることが可能となるだろ

フ。

(3) 民営借家の選択モデル72)

地代と立地の古典的理論は W.Alonso
73

)によって一般化，明確化され，古典

的消費者行動理論によって，つまり無差別曲線と機会軌跡の概念によって体系的

に説明された。そこでは古典的消費者均衡理論と同様に，完全情報，自由な市場，

効用の最大化，合理的な経済人としての消費者などが仮定されているが，これら

の仮定が現実的なものか否かについての疑問はあるにせよ，その仮定から導出さ

れた体系的理論とその均衡解は，都市経済学に多大な刺激を与えた。このように

必ずしも現実的に妥当でない仮定の下で理論を展開することは，理論を体系化す

るための一つの宿命であると思われるが.現実的な細目を無視し，一般化するこ

とによって，多くの状況に共通な要素を明らかにし，より深い理解を得ることが

でき，そのように理解が深められると，次には一般から特殊へと進むことが可能

となる o

本節においても，古典的な均衡理論と同様な仮定によって，民営借家住宅の選

択行動を展開する。基本的な仮説は「世帯は，経済的制約下において，その世帯

の効用を最大にする借家を選択する」ということである。そしてこの効用は，借

家そのものの内容と，その周囲の住環境，都市の中での位置および家賃を支払う

ことによって犠牲にされた他の一般財とによって，各世帯が固有に決定する値で

ある。ここでは理論展開を容易にするために，借家の内容を表わすものとして広

さ，都市の中での位置を表わすものとして都心までの時間距離，それと一般財の

購入金額のろつの変数によって効用関数を仮定する。世帯の効用協は，広さ S，

時間距離 t，購入金額Kを変数として，

u = g (S， t ，K) ( 4・6・4) 

さらに，世帯の収入を Yとすると，支出は一般財K と家賃 Cとに分配さ ιるから，
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Y=K+C ( 4・6・5) 

また借家の家賃が.広さと時間距離の関数であると仮定すると，

c=f(S. t) ( 4・6・6) 

式(4・6・5)と式(4・6・6)より

Y=K+f(S. t) ( 4・6・7) 

よって世帯は式 (4・6・7 )の制約下において，式(4・6・4)のuを最大にする借家

を選択する。さらに，式(4・6・4)に式 (4・6・5)を代入すると，

U = g (S. t. Y -C ) ( 4・6・8 ) 

であるから. S. ， Cが等しい借家であっても効用の大きさは収入によって異

なることがわかる。さて，包に同じ値を与える S. t， Cの組み合わせの 5次元

空間における点の集合を無差別曲面と呼ぶ。したがって無差別曲面上では du=0 

であるから，ある収入の世帯にとって，

du =持dS→%1-dt +努dC= 0 ( 4・6・9) 

ここで， 14S =θ g/as， ut =θg/a t， u cニ θU /aCとおくと U s，U t， Ucは

それぞれ広さの限界効用，時間距離の限界効用および貨幣の限界効用であり，あ

る一つの無差別曲面は式 (4・6・10 )で表わされる。

usdS + utdt十 ucdC = 0 ( 4・6・10) 

そこで，この式を利用して無差別曲面を S. t. Cの 5次元空間に図化すること

ができる。まず限界効用はそれぞれ一般的に考えると，

us，，>O. ut<O. uc<O 

である。したがって ，d t = 0なる平面上では，包sdS十 ucdC = 0であるから，

dC/dS=一也 s/包c〉 0 となり. C はSの増加民|数であり，面積の増加による効用
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の用分は家賃の増加に上辺て相

殺されるのこれを凶 4・6・5 に

おいて αldblで表わす O また

dCニ Oなる平面上では u<dS + 

utdt =0より dS/dt =-14fぺι

> 0となり. S は tの増加l知数

として同凶 de で表わされる。

つまり時間距離の増加による不

効用は面積の増加によって補な

われる。さらに dSェ 0なる平面

上では .utdtt ucdC=Oより，

dC/dtニ _ut/ucくO となり，

C は tの減少関数として，同図

α1 e c 1で表わされる。つまり，

時間距離の増加による不効用は

家賃の低下によって補なわれる。

¥¥  

、¥¥、t

図 4・6・5 無差別曲面と家賃曲面

こうして，ある一つの無差別曲面はぷ.t. C の 5次元空間上に， α1db 1 c 1 eのよ

うに表わすことができる O そしてこの無差別曲面よりさらに大きい効用をもっ無

差別曲面は明らかにその曲キ半径が小さくなり，たとえば曲面 α2b 2 C 2で表わさ

れる。

つぎに式(4・6・6)の家賃l対数を同じ 5次元空同に表わすことを考える。ます，

dC=Oなるヰミ凶1においては，

dc-36内十髭dt 二 O ( 4・6・11) 

であり，また一般に θf/aS>0 .θf/δtくGと考えられるから，

袋二一(斜)/(話)>0 ( 4・6・12) 

ゆえに，この干面上で(t .凶 4・6・3 の巾線 qrのように，メは tの増加関数であ

るυTた dt = 0なる平1(fIJ..では d(ソdSニ θf/θS..>Oであり，曲線 qpのように，
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CはSの増加関数.dS= 0なる平l面上では d(ソdt ~θfθo であり. ah綿、 pr

のように • cは tの減少関数である e よコて，この Z 次 lじ弔問におし、て. '~: t¥ [HI 

面は曲面 pqrで表わされる C

借家市場において，すべての借家はこの家賃曲面上にあり，世帯はこの家賃曲

面上の借家の中から効用の最大となる借家を選択する O 最大の効用を与える無差

別曲面は，図 4・6・5 においては，家賃曲面に接する無差別曲面である。そして

2 つの曲面の接点が住宅市場の中で，最大の効用をもっ借家である。 r~tlj 曲面は常

に接点または接線を持っと考えられるが.その理由はまず，家賃曲面はさまざま

な世帯の無差別曲面の包絡面となってし、ると考えられることである。また世借カ‘

家賃として支出できる金額には限度があり，収入から生活に必要な最低限度の金

額を差51いた額を越えて家賃に支出することはできな v'0 したかってこの限定軒

以下で両曲面が交わっているとすると，世帯はより曲率半径の小さい効用の高い

無差別曲面上の点を選ぶことになる。また家賃がこの限度額に近くなると，世帯

にとって家賃の限界効用 κ の変化率が.面積や時間距離の変化率より大きくな

り，このため無差別曲面の勾配は急速に大きくなる O ゆえに家賃が限度額に近づ

くと無差別曲面の勾配は家賃曲面の勾配より必ず大きくなってくると考えられる

から，両曲面は必ず接点もしくは接線をもっと考えられる。

また無差別曲面と家賃曲面とが交わってし、る場合，その交線は凶より明らかに

閉曲線となることかわかる o

そこでこの向曲線と家賃曲面

をs-t平面に平行な平面で

1;JJコた切片を .s -t平面上

に投影すると凶 4・6・4 を得

る。閉曲線の中心点Eが両曲

面の接点であり，この点で最

大の効用を得る。閉曲線の曲

率半径が大きくなるほど効用

の低い無差別曲線を表わして

いる。また家賃曲線はその曲

-一ーー毎茅 恥曲岬

ー一一一一守男~t'I肉耐

/ 

/8 
./' 

t 

図 4・6・4 無差別曲線と等家賃曲線
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率半径が小さくなる崖，高い家賃の住宅を表わしている。効用関数の異なる他の

世帯の無差別曲線はたとえば点Aを中心えする閉曲線によって表わされる。

さて現実の借家市場では. s -t -Cの 5次元空間の中で連続的な状態で供給

が行なわれているとは限らない。その s-t-c空間の中で離散的な点として供

給されていると考えて，連続的であるという仮定を除くと，世帯の借家選択は次

のように変る。まず無差別曲面と家賃曲面の接点に必ずしも借家は供給されてい

ないから，世帯は接点の近傍の借家を選択する。図 4・6-4において，中心点E

からの曲率半径が大きくなる程効用は減少するから，供給されている借家の中で，

最も曲率半径の小さい点 tを選択する。同様にして他の世帯は中心点Aに最も近

い点 jを選択する。今前者の世帯を 1，後者を Jと呼ぶことにすると，両者にと

って供給されている借家の中で最も効用の大きいのはそれぞれ点 tと点 jである

が，世帯Jにとって最も効用の大きい点 jは，世帯 zにとって必ずしも効用の大

きい点であるとはいえない。したがって，世帯 Iにとって，世帯 Iが選択した借

家の効用は，世帯 Jが選択した借家の効用より大きく，また逆に，世帯Jにとっ

て，世帯Jが選択した借家の効用は，世帯 Iが選択した借家の効用より大きい。

この関係を，各世帯の効用関数を fds，t， C)， f，(S.t.C)とおいて，次

式で表わす。

f，(S，. t c， )>f，(s，. t，. C)) 

f， (s， • tぃ C，)くf，(S). t).c，) 

( 4・6・13) 

こうして，借家の選択は，古典的な消費者均衡理論によって説明できることが

明らかとなったが，現実的には，仮定の妥当性に多くの問題が残っている。そこ

で，この理論の基本式である効用関数と家賃関教について，若干の実証的分析を

行う。

まず家賃は理論展開を容易にするために広さと時間距離とによって決まると仮

定したが.現実にはその他多くの変数が影響していることは明らかである。そこ

で，広さ，時間距離の他に建て方，便所，浴槽の有無を含め，また入居年度タミ

ーをも含めて，すべての変数をダミー変数とした。まず，式(4・6・14)によって

家賃関数を仮定して，重回帰分析によって推定した。
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C， = L: 'E 0， (j k ) X， k十八日 ( 4・6・14 ) 

ここ に(C，借家 tの家賃(円/月 j

0， (jk) 借家{が j変数 表 4・6・5 家賃関数の重回帰分析結果

の k水準である

とき 1.そうで

ないとき Oとな

るダミ←変数

Ko 定数項

神戸市の住宅調査資料によって推定

した結果を表 4・6・5 に示す。重相

関係数は 0.584であった U 借家の広

さ，とくに 18畳以上と以下とで家

賃差が大きくなっていることが注目

される。

つぎに住宅の効用を表わす指数 V

を式(4・6・15)によって仮定し，数

量化理論E類によって Xjk を推定

した。

要 困

(1)建て方 2 

5 

1 

(2) 時間距離 12 

5 

2 
(3) 畳 数

5 

4 

(4) 便 所
2 

(5) 浴 槽
2 

2 

定
t一一

水 準 1111G%」ji係重&

一戸建 。
長w建 550 

共同{士℃ ?日日

3 0分未満 350 

3 0分-1時間 i 250 

1時間以上 。
6畳未満 。
6 - 12畳 165日

1 2 - 1 8畳 275U 

1 8畳以上 7350 

専用 1 5日日

共用 。
有 1850 

無 。
4 0年 日

4 1年 400 

4 2年 450 

4 3年 750 

数 2500 

表 4・6・4 住宅の効用関数の推定結果

V，=.E.E 0 ，(jk)X) k 

( 4・6・15) 

ここに V，は世帯 tの指

数であり. 0， (jk)は式

(4・6・14)と同じである O

同じ効用関数をもっとみ

なされる世帯集合として，

月収 2- 6万円の単身世

帯をとり この集合と，

残りのドJ:帯集合との聞の

要 因 水準 X) k レンジ I
1 一戸建 0.12950 

(1) 建て方 長屋建 0.04031 
5 共同住宅 -0.01472 

0.140 
一一一 1 一一了百奇未 0.0 70 1 1 

(2) 通勤時間 2 3 0分~満1時間 0.04609 
3 時間以上 0.1 15881 

0.18599 
6畳未満 0.80785 

2 6 - 1 2畳 0.14 1 961 
(3) 畳数 3 1 2 - 1 8畳 0.192151 

4 1 8畳以上 016655l 

1 用 0.191 57 
(4) 便 所 2 専共用 -0.519361 

1 ー十一一一←0ー 7 1 ，:193 
1 有 r----o.os三百ヤ

(5) 浴槽 2 無 日o1 94 1 I 
L 0.1.D150 
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相関比を最大にするん k を推定した υ 推定結果は表4・6・4 に示す。相関比は

o. 4 2と低いが.これは月収と家族数が似ているだけでは十分に効用関数が等し

いとみなせないためであるかもしれない n

このように家賃関数と効用の指数関数とは，用いた資料によって十分に検証さ

れたとは断定できないが.この計算結果によって無差別曲線と家賃曲線とをs-

t平面上に表わす。推定関数はいずれもダミー変数を利用したため.図 4・6・4

のような連続曲線を直接得ることはできない。推定値のうち. S. t以外の変数

を一定と考えると，広さの 4水準と時間距離の 5水準の組み合わせ 12点につい

て，それぞれ家賃と効用指数の相対的大きさを求めることができる。この大きさ

によって無差別曲線と家賃曲線の略図は

図 4・6・5となるの

この図より，単身世帯は時間距離 1時

間以上，広さ 12 ~ 1 8畳の近傍の借家

に最大の効用をもっていることがわかる。

この点より時間距離の短い借家では家賃

が高くなることによって，またより広い

借家でも家賃が高くなることによって，

またより狭い借家では効用が減少するこ

とによっていずれもより効用の小さい無

差別曲線となる。

(4) 結び

ーーーーーー句麗，~ -':I~ a・a ・.....可有転貸前線

1 ~ 30 

図 4・6・5 無差別曲線と家賃

曲線の略図

本節では都市世帯による住宅選択に関する 2つの分析を行った υ まず住宅の所

有形態は，世帯属性によって判別できることを明らかにした。この結果より，少

なくとも神戸市においては，世帯属性さえ与件とすることができれば，その世帯

が選択する住宅の所有形態を確率的に推定することが可能である。したがってさ

らに多くの都市で実証し，また経年的にも実証を重ねることによって，本節のモ

デルの客観性を確認する必要があるが. しかし，本節のモデルによって所有形態

別の住宅需要を予測することが可能となると思われる。住宅政策は所有形態別に

内容を異にしているから，本モデルの住宅政策の合理化に対する意義は大きいと
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忠、われる。つぎに選択対象を民営借家住宅に限定して，都市世帯の住宅選択モテ

ルを実証した。選好関数に該当するのは住宅の効用関数であるが.この関数は前

述の要因によって表わされることが明らかとなった。また選択ルールとしては確

実性ルールが適していると思われるが.このルールに関する実証は不十分なまま

であり，今後の課題としたいの

第 7節結 語

本章では都市施設を合理的に計画するためには，都市施設が都市現象におよぼす

影響を計量的に表現することが重要であるという認識に基づいて，その影響を数式

モデルとして表現する場合の方法論について考察し，さらにこれを実証的に考察し

た。

まず第 1節では都市施設計画からみた現象モデルの重要性について述へ，さらに

現象モデルが都市施設計画にとって有効であるためには，そのモテルが現象を正確

に再現できることはもちろんとして，操作可能なモデルであることも必要であるこ

とを明らかにした。そしてまた計画システムの効率を効果的に高めるためには，第

2章で述べた現象システムの定義域Xの範囲内で現象モデルを開発することが必要

であることを明らかにした心

第 2節では，まず(1)において従来の都市に関する現象を扱った代表的な研究とし

て比較都市論と都市生態学について考察し，それらの問題点について述べた。つぎ

に現象モデルをマクロモデルとミクロモデルに分け，両者の長所短所について考察

することによって，本章では，現象モデルを次のように性格づけた。現象モデルは

マクロモデルとする。マクロな集計量の中に含まれている行動主体を集約し，行動

に対する仮説を設ける。そして，この仮設からマクロモデルを展開する。このよう

にマクロモデルにミクロモデルの長所をとり入れることによコてマクロモデルの問

題点が軽減されることを明らかにした。つぎに. (2)において行動に対する仮説を古

典的消費者行動理論の効用理論に基づいて考察し，現象モデルを選好関数と選択ル

ールの 2つの概念によってまとめた。選好関数とは，選択財の効用を，選択財の特

性を説明変数として表わしたものであり，選択財の効用とは，選択主体からみた選
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択財の選好順序を示す指数である。そして選択主体は効用の大きい財を選択する

と仮定したいさて，本章の対象はマクロモデルであるから，選好関数によって推

定された効用にはあいまいさが伴っている O このあいまいさは一般的に 2つの原

因によるものであると仮定した。 1つは逮択主体によって選好関数は異なってい

るから，集約された選好関数には，主体聞の違いか含まれている。 1つは選択財

には，それ自身のパラツキがある。そして，効用のλ ラツキを選択主体の側に起

凶するものと解釈するか.あるいは選択財に起因すると解釈するかによって，選

択ルールが異なり， Simonの定義を参考にして前者の解釈によるものを確実性ル

ール，後者の解釈によるものを確率ルールと名付け，これらのルールを定式化し

た。つぎに(3)において，選好関数を観測資料から重回帰分析や数量化理論などに

よって推定できることを明らかにした。そして，第 5節，第 4節，第 5節，第 6

節において都市施設計画にとって重要と思われる都市現象に対して，前記の理論

を適用し，実証的に考察した。

まず第 5節では都市圏における人口分布と交通施設との関係を分析対象とした。

分析の結果，都市閤の人口は摩擦費用あたりのエントロビーを最大にするように

分布することを示した。摩擦費用は通勤時間と地代とによって表わされるから，

交通施設の整備によって人口分布を誘導することが可能であり，交通施設の整備

を都市圏計画の手段として用いることができる。

第 4節では都市閏の市街化過程と広域的な交通施設との関係を分析対象とした。

第 2節の選好関数に該当するものとして，市街化にとっての適地度関数を定義し，

適地度の大きい土地程，市街化に選好されるという行動仮説を設けた。また選択

ルールとしては適地度の大きい土地から順次市街化されていくという確率ルール

を仮定した。そして，この選択ルールによる市街化過程を定式化し，交通施設の

整備，ゾーン面積の造成，市街地需要の増加などによる市街化過程の予測モデル

を提案した O

第 5節では都市圏における土地利用の分布を分析対象とした。ますすべてのソ

ーンを，土地利用バターンによって 8種類のグループに分け，これらのクループ聞を

最もよく判別できる合成変量を，各ゾーンの特性の関数として推定した。推定結果

によると，合成変昂は，作宅，商業， T企業それぞれにとっての適地度と反比例す
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るものであることが明らかになった。また任意のソーンが 8つのグループに属す

るそれぞれの確率が合成変量の関数として表わせた υ したか 1 て少なくとも，対

象都市圏において今後交通施設等が整備された場合，各ゾ ンの土地利用にと J

ての適性を予測することができる。

第 6節では，住宅選択モデルについて実証的に考察した Q まず住宅の所有形態

によって世帯属性を判別し，有意な結果を得た。そこでこの分析結果は，所有形

態の需要予測を行うために重要な手がかりになると思われる。また住宅政策は所

有形態によって内容を変える必要があるから，この分析結果は住宅政策を合理化

するために基礎的な知識を与えると思われる。つぎに民営借家住宅に範囲を限定

して住宅選択モテールを提案した。第 2節の適好関数に該当するものとして住宅の

効用関数を仮定し，さらに第 2節の確実性ルールに基づいて，この効用関数を推

定する方法を述べ，これを実証した。

第 2節の現象モデルに対する基礎的な理論を検証するためには，さらに多くの

説象について実証的研究を積み重ねる必要があるし，また本章で実証的に研究し

た現象についても，他の多くの都市で実証し，また時系列分析を追加しなくては

なら庁い n したがって本章の結論として，第 2章の理論の正しさや，第 3節，第

4節，第 5節，第 6節の実証結果の客観性について，ここで断定することはでき

ないが.しかし少なくともここにとり上げた現象に対して，第 2節で述べた現象

解析の方法を適用し，現象モデルを定式化することは可能であるといえる。また

最初に仮説を明示し，その仮説からモデルを開発していくという方法は，モデル

展開に科学的積み重ねを導入できるという利点をもっていると考えられる。した

がって，本章の現象モデルの理論によってさらに多くの現象について研究を重ね

ることにより，都市施設計画システムの中の現象システムを体系化することが可

能となるであろう。
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Eコ京者第 1節

これまでに述べてき都市施設の計画システムを構成する主要なサブシステムは，

たように評価システムと現象システムであると思われる。第 3章と第 4章において，

都市施設に関連する分野はさこれらのサブシステムに関して基礎的に考察したが，

らに広く，実証しなければならない分野が多く残っている。このため，現実の都市施設

評価しかし計画iに適用できる計画jシステムをここで提案することは困難である。

システムと現象システムとを計画システムの中でどのように位置づけるかについて，

ヲF

、ーそこで本章では，本論の考えを明らかにしておくことは重要であると思われる。

サブシステムの位れら 2つのサブシステムを用いた計両システムについて考察し，

置づけを明らかにする。

に示すものが考えられる。まず計画シス計画システムの概念、図として図 5・1・1

|制 約トー

意
志
決
定
シ
ス
テ
ム

計画システムの概念図
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テムの中には，計画主体と行動主体と評価主体のろ者か存在するつ計[<hi主件とは代

替案を提示し.最適な代替案を選択する主体であり，行動主体とは斉1;市で活動 L.

結果的に都市に起こる現象に作用する主体であり，また評価主体とは都市に件ーみ.

都市内の現象を各自の判断で評価する主体である。

まず計画主体(たとえば地方自治体)が代替案を提案する n この代替案に対して，

都市住民などの評価主体の反応は評価モデルによって推測され，各施設思IJの評価主

体の意識状態を効用行列として把握し得る。一方，代替案は都市に新たな刺激を与

えることになるので，世帯や企業などの都市内の行動主体の行動が変化して，新た

な現象が生じるったとえば，それは人口分布，市街化率.土地利用，交通量などの

変化として現われる。もちろん，これらの新しい現象は，代替案が建設された後.

ある一定の時間を経て現われる。そして，計画主体はこれら評価王体の反応と新た

に予測される現象とを総合的に判断し，予算制約を考慮して，より望ましい代替案

を探策していく。したがって，計画システムを完成するためには計画主体の総合的

な評価基準を表わす計画目的を明示しなくてはならないハしかしすでに第 5章第 2

節で述べたように.計画目的は地方自治体などの計画主体が都市住民などの意見や

評価を考慮して政策的に設けるものであり，この計画目的に関して客観的に分析す

ることは困難である。そこで本章では計画目的を仮定して，その目的に応じた計画

モデ‘ルを提案する。まず第 2節では，第 3章で分析した評価モデルを応用して，生

活環境施設を対象とした計画モデ‘ルを提案し，第 3節でそのモデゾLの解法について

考察する。さらに第 4節では，第 4章で分析した現象モデルを応用して，市街化過

程を対象とした計画モデルを提案する。

第 2節 生活環境施設の配置計画 74) 

(1) 概説

第 5章第 4節で生活環境に対する住民の評価モデルについて考察したが，まだ

評価モデルはすべての要因について実証されていないし，また計画モテルとして

はコストに関する分析が行なわれていないのそこで，本節ではこの評価モデルの

位置づけに重点を置いて計画モデルを提案することにする。
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守活:EG:識をとらえて，都市施設の配置計画を行なおうとする試みは，今までも

すでに幾度かなされている。それらは，何らかの形で効用関数を設定して生活効

用をFたにする形での計画手法を採用している。生活意識を分析する方法は，種

々の都市施設が生む生活効用相互間の異質性を人間意識という同レベルの上に投

影し，同じ軸上でその質を推定しようというねらいを含蓄している。しかし.生

活効尉という抽象的な概念を 1ウーに把握するか.また効用という質的な概念をい

かなる量 r もって表tよかと¥:で三 σ種。"approach法の問題点が潜λ で

いξ ように思える。また新たなfIiiGJ緬訟ょ建設は，都市に新たな現象を招くこと

も十分考えられる。こ行い♂た現象ンステムを考慮した上で計画されなくてはな

らない。

本節で提案する計画モデ‘ルは，いまのところ現象システムを有効に構成すると

ころまでに達しておらず，評価モテ、ルだけを用いたものである。

ここで考えている問題をま Eめるとつぎのようになる。まず都市は ，N個の地

区に分割されてお~， 1.地区には m，人の角民m任んでいるとナ F。さ f，#"，都市

住民が満足するか否かに重要と思われる R個の生活環境施設があり i地区には施

設 jが現在，人口 1人当りおけ単位配置されているとする i 1， 2 ，…… ，N 

j 1， 2 ，…... ，R )。今，生活環境施設を整備するために全地区，全施設の合

計として予算Koがあるとする。このとき，都市f民ゎ満足感を高めることを目的

と仮定し，施設整備量 L1Xi) ， i 1，2・….， N; j 1，2…… ，R )の最適解

を求めよ。

(2) 施設に対する住民の満足感

施設 j ( j = 1， 2， ...… ， R )に対する住民の満足感が k= 1，2，・ー・・ ，h個に順

序づけられているとする。たとえば h= 5とすると， 1) 非常に満足， 2) 満

足， 3) 普通， 4) 不満， 5 )非常に不満， の 5つのカテゴリーによって表わされ

る。地区 4の施設 jは整備後には Xi) + J Xり単位になる。そして，式(ろ・ 2・

2 8 )より満足感がカテゴリ -kよりも優位な状態になる超過確率 Fk ( Xリ十

J x') )は，次式によって表わされる。

F 1.: (x， ) +d x') )= 1-e xp (一{(Xi)+d竺ょ )-n)}s k J1 
.、 Ak)
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さらに，施設jに対する 4地区の住民の満足感が kカテコリ←に該当する確千;

ゎ () k )は，式(3・2・30)より

じ(j1) =F1 
(… )  

π • (jk ) =F" ( xり +L1xり)-Fkー 1 (xり +L1xり)( 1 <k <h ) 

π，(jh)=1-FAー 1 (xり +L1xり)

( 5・2・2) 

と表わされ，当然、

A 

Z 川 (jk)= 1 ( 5・2・3) 

となる。ゆえに 4地区の住民の施設 J に対する満足感はその地区の施設量x，， 

+ L1 x 'Jに対して確率的に表現できることになる。

(3) 施設全体に対する満足感

地区 4の住民の施設 jに対する満足感が kカテゴリーに該当する確 J事がわ

(jk )であるとき，その地区の住民のR個の施設全体に対する序数的評価値の期

待値 Viは，式( 3・2・9 )より

R " 
V i = E E 7r， (j k ) Xj k， ( ， = 1， 2，一"， N) ( 5・2・4) 

j =1 k=1 

となり，さらに R個の施設全体に対する満足感を満足と不満の 2分法に分け，地

区tの住民が満足する確率を p，とすると式 (3・2・14)より，次式によって表わ

えれる。

.1!i土主旦 + 2、

Pi=ぐfvす ex p l-~ J d t， ( ，= 1， 2，......， N ) ( 5・2・5) 

したがって，地区 tの住民m.人のうち，満足している住民数は，m，p，となるか

ら，都市全体で満足している住民数の期待値Yは，次式のようになる。

N 

Y = E m，p， 

したがって ，YをMαZにすることを目的と考えればよい n

(4) 施設整備コスト

( 5・2・6) 

地区 4に施設 jを人口 1人あたり L1x， )単位だけ建設するときの人口 1人あた
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りの建設費を Ktj とする。 Kijは dxりを建設する費用と土地代とからなる。建

設費用は.各施設固有の値であり，施設 jの単価を αz とすると， α}dXリで与

えられる。また土地代は各地区固有の値であり，施設 jを 1単位建設するのに必要

な面積を bt とし，地区 4における土地単価を Ci とすると，土地代として cib)

dxりが必要になる。したがって .Kijは次式のようになる。

K'j αjdXij +cibjLlXij= (αj+cibj)dXij 

( i = 1， 2，・ー ....N;j = 1，2，………. R) ( 5・2・7) 

よって，地区 tの整備コスト Ki.• 施設 j の整備コスト K.j および全体のコスト

Kは，次式のようになる。

R 

Ki. Z Kり .mi
j =1 

N 

K. j = Z Kij 'm， ( 5・2・8) 
i = 1 

N R 

K Z Z Kij .mi 
i = 1 j=1 

ここで，予算を Koとすると，予算の制約条件は次式で表わせる。

K~Ko ( 5・2・9) 

(5) 住民の不満足に対する制約条件

不満足に対する制約条件には種々な型が考えられるが.そのうち代表的なもの

を列挙する。まず生活環境施設全体に対する住民の満足感はすべての地区である

レベル以下であってはならないと考えると，地区 zの住民の満足する確率は Pi

であるから，満足しない確率は 1-Piである。これに対して不満足の最低基準

poを設けると，次式のような関係にならなければならない。

1 -p， ' P 0 (1 1， 2，……. N ) ( 5・2・10 ) 

一方，地区 zの満足率の期待値Piは，式(5・2・5)で与えられるから，制約

式は変形されて次式となる。

v，+x 0 

1-.f σφ (t)dt::二po ( 5・2・11 ) 
ー- 0 0

したがって，図 5・2・1より p0 に対応する序数的評価値の下限世 oがあって，
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R 

1.0 

不
満
足
す
る
確
率

ぴVo 
0.0 

不満足に対する制約図 5・2・1

( 5・2・12) N) ( • = 1， 2， V. 主 Vo， 

さらに，地区 aの序数的評価値の期待値L は式(5・2・4) でなければならない。

で与えられるから，式(5・2・4)に式(5・2・2)を代入すると，

R "-1 
1: C F 1 ( X i ) +.1 X • j ) X) 1 + E {F k ( X i )十.1X i ) ) -F k -1 ( X • )十.1x.)) } 

j=1 1t=2 

V. 

X j k +( 1-F "-1 (X')十.1x.j)Xj" J 

l
J
 

I
 

F

-

-em叩
↑

ρ
μ
-

)
一，ノ一

'
b凡
一γ'一一一

J

J

一
k

一、
d
A

B

一

Z
-

d
一

ふ
1
0

一
，J-z

-
Z
一

(一

この式に式(5・2・1)を代入すると，

yz= 

'

A

K

 

R 

z 1〔X J1一

さらに，

(X) k-X) k+1)' e Xp {一

( 5・2岨 13 ) 

( • = 1， 2，……， N; 1=  1，2，"…，R ) 

V. 

.1x.j ， したがって，式(5・2・12)の制約は，

(X. i +.1 X 1 1 -r k 1 ) s k} 
J A J  J })乙官。

k) 
(X) k -X} k +1 ) . e Xp {一

に対する制約として

R ，，-1 

Z1 〔XJ1-Z1

( 5・2・14 ) i = 1， 2， ..…， N) 

このような生活環境施設全体に対する満足また，式 (5・2・14 )に変形される。

個々の施設に対する満足感の制約も必要と思われる。ある

式(5・2・2)のわ() k). (j = 1， 2，… ， R ; k = 1， 2，... ， h ) 

-151-

施設 Jに対する満足感は，

感の制約だけでなく，



て与えられる。このうちわ()1 )と 7Z'i()h)を図示すると，図 5・2・2 のように

1.0 
カカ

E Zπ(j 1) 
リリ

h ~ 
、-.-'

該
当

Zπ(j2) 

確
率

。j1 施設量

図 5・2・2 施設 jに対する制約

なる。れ()1 )は，地区 zにおいて施設 J に対する満足感が最良のカテゴリー

(たとえば非常に良い)に該当する確率であり， ゎ(;h )は，それが最悪のカテ

ゴリ (たとえば非常に悪い)に該当する確率であるから，式(5・2・2 )より

わ()1 )は，施設量に対して単調増加し， π，() h )は，単調減少する。すべての

地区において，ゎ()h )はある確率 π(;1 )以下であることが望ましいから，図

5・2・2より施設 Jは())1以上である必要がある。またれ()・ 1)はに漸近す

る程望ましいが.式(5・2・2)の仮定によって， れ()1 )となるためには，

施設量が無阪大必要である。これは，式(5・2・1)を操作する便宜上，連続関数

であることを仮定したことによるものであるが.現実にはある確率 π()2) 以上

ではわ (J，)-=.1とみなしてさしっかえないと思われるから，図5・2・2より施設

量は().2 を越える必要はない。結局，各施設に対して次式の制約が考えられる。

。)，ζZり十 L1xり二()) 2 

( 5・2・15) 
( ) = 1， 2，" ・・ ， R ，. 1，2， …田・ ， 入!) 

ここで，現在すでに施設整備が進んでいる地区では()) 1主 Zりあるいはめ 2.:' 

x. )となる場合があり得るが.前者の場合には 0・L1x" ())2-Xi) ，後者の

場合には L1xリ=0と変形して，一般性を失わないの

(6) 外生変数と構造ノミラメータ

この計画モデルの外生変数は，地区別の人口 m. ， ( . = 1， 2，……， N) 地区別，
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施設別の現在の施設整備の状態 Xij ・(i二 1，2，・・ N;j = 1，2，…・・・，R ) ， 千算

Ko，および制約式を決定する基準として p，あるいは 11n ，π() 1 )， π() 2 l， () = 

1， 2;..…， R )あるいは {}j1，{})2である。さらに構造式に用いられているパラメ

ーターは，すべて先決されていなければならない。これらを列挙すると下記のよ

うになる。

式(5.2・1)において).k j ， r k) ， (3 k) ， (k = 1， 2，……. h ; j = 1， 

2， •• ・・，R ) 

式(5・2・4)において ;Xj k， (j = 1， 2，……， R ; k = 1， 2，… h 

式(5・2・5)において rJ， X 0 

式(5・2・7)において ;αj，C i， b j. (i = 1， 2，…・， N; j =1， 2;...一，R) 

(7) 計画モデ、ル

以上の展開をモデルとしてまとめると，

目的関数

制約条件

末知数

Y = 1: mi Pi→MαZ 

11 ，之申 o ， (i = 1， 2，…・・， N) 

( 5・2・16 ) 

( 5・2・17 ) 

。j1:::: X.j +t1X.j ζ{} j 2 ，( . = 1， 2， ...…，N j = 1， 2;.. 

R ) ( 5・2・18) 

K::::K. (5・2・19) 

t1xりよど 0， (. = 1， 2，.…..， N ; ) = 1， 2， ••• ...， R ) 

( 5・2・20) 

t1xり， (. = 1， 2，..…， N; j = 1，2，…"， R ) 

構造方程式式(5・2・1) ，式(5・2・2) ，式(5・2・3) ，式(5・2・

4 ) ，式(5・2・5) ，式(5・2・7) ，式(5・2・8) 

さてつぎにこの計画モデルの解法について考察する。

第 5節 生活環境施設の配置計画モデルの解法

目的関数，制約条件式はいずれも t1xりの非線形関数であるから，これは非線形

計画法の問題となる。非線形計画法の一般的解法は，いまだに得られていないが.

この計画モデルは次のような方法で解くことができる。
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目的関数は，次式のように表わされる。

y = mlpl十例2P2 ・・・ +mNPN

そして，ある地区 4のp，の変化は，他の地区Pi(iキiI )に対して独立である。し

たがって，予算Koを各地区に Kt. (i = 1， 2，…・，N)ずつ配分したとき，それぞれ

の地区内では，この Kt. を各施設に対して PiをMαzにするように Kij， (j 

1， 2，"… ， R )ずつ配分すればよい。したがって，解法としては，地区 i i = 1， 

2，・… ，N )において，地区予算Kt. を地区内の施設 J' (j = 1， 2， ..…， R)に最適

配分する段階と予算Koを各地区に最適配分する段階とからなる n

(1) 地区 4内の配分過程75)

まず任意の地区 4に予算Kt.があって，これを地区内の施設に配分することを

考える。この場合の目的関数は ，miPiをMαzにすることであるが .miは外生変

数であるから p.を最大にすればよい。さらに Ptは，式(5・2・5)より明らかに

h の単調増加関数であるから Ptの最大は h の最大と同義である。制約条件

は前と同じであるから，結局次のように定式化される。

引→ Max

制約条件式

川 > Vo 

。j1 S;: X. J +L1Xtj 三()) 2， (j = 1， 2，・・… ，R ) 

R 

E K.j三 K..

L1 X. jミ o ( j = 1， 2，……， R) 

制約条件式(5・5・3)は次のように変形される。

( 5・3・1) 

( 5・5・2) 

( 5・3・3) 

( 5・5・4) 

( 5・5・5) 

。)1 - X. )三 L1X • j <' () j 2 - X t J， (J = 1， 2，……， R ) ( 5・5・6) 

さらに新たな変数Z.)を式(5・5・7)によって定義すると，この制約式は，式

( 5・5・8)の制約条件式となる。

ZtJ =L1X.j一(()) 1 - X. j )， (J = 1， 2，"…， R ) 

O 三 ZiJ 三()j 2 - () j 1， (j = 1， 2，……， R ) 

また式(5・3・4)の制約条件式に式(5・2・7)を代入すると，
R 

E (aj+c，bj)L1Xijζ Ki. ， 
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ここで， α}+c.bj=dり・(i = 1， 2， ••• ...， N ; j = 1， 2. ...…， R)  とおき，式(5 

3・7)乙関係を考慮すると，次式のようになる。

R 

E d.j (Z.}+O}I-Xり ) 三五 K.， 

R R 

.. E dリ・z.j三二 Kι - E d.j (O) 1 -X.j ) 

R 

さらにここで， ka.-Z1d g J(Oj1-Z B J)=dkz. とおくと，

R 

E dij 'Z'}ζ dK.. ( 5・5・11

定義より dKi，は予算K.. から式(5・5・6)のめ l-Xりこ dXi} を満足する

ための最少限の額を差し号|いた残額である。

一方 Zi}が.式(5・3・8)を満たす必要があるから，地区 4の予算は，次式

を満たさなければならない。

R R 

E d.} (O) 1 -X'} ) <;;.K.. s.. E d.j (O) 2-Xリ) ( 5・5・12) 

地区 tに対する予算K.. は，この段階では外生変数であるが，この外生変数が

式(5・5・12 )を満足していない場合には，この地区での実行可能解は存在しな

いことになる。そこでここでは K・.が式(5・5・12)を満足する場合についての

み展開する。まず石zは式(5・2・13 )によって与えられるが.この式の中で，
R 

フZ1XJ1 =c omt. であるから，新たに R(dX.} )を式(5・5・13)で定義す

ると Viの最大は R(dXi} )の最大と同義である。

R "-1 

R(dXil， dX.2， ・・…，dX， R)  E E (X) k + 1 -X) k ) • e Xp 
) =1 k = 1 

c-~十dx.}-r k } )βk} 
一(5・5・13) 

)， k} 

さらに式(5・5・13 )に式(5・5・7)を代入すると ，R (d.x.) )は z‘Jの関数

となり，次式で表わせる。
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R }， -1 

R(Z.I， Z!2， ー・.. Z， R ) =:E :E (X) k + 1 -X} k ) 
j = 1 k =1 

l
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一
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ev 
( 5・3'14 ) 

ここで¥
Aー "Zi}十(}}I-Tkj)skj 

g (Zij)= :E (Xjk+1-Xjk) exp l--' 1.. 
k=1 

( 5・5・15) 

とおくと，結局目的関数は，式(5・5・16)となる。

R (Z. 1， Z， 2， ・…・・，Z i R ) = g (Z i 1 ) + g (Z i 2) +… ・・・・ + g (Z i R ) 

( 5・5・16) 

なお，一般に Xjk + 1 s Xj kであるから g(Zij)fi， Zij の増加の関数に

ある。

こうして，地区 4内の配分問題を変数Zi jを用いて表わせば，計画モデ、ルは次

のようにまとめられる。

R(Zi1，Zt2， 

R 

Z i R ) = :E g (Z. j )ー-+Max. 

制約条件式;r三 z.j-s. {}j 2 -{}j 1 

R 

:E dij 'Zij二 ，dK.. 

( j = 1， 2， ...…， R) 

ただし，式(5・3・2 )の制約は，この段階でまだ考慮されていない。

これは，簡単な一次元の配分過程であるが.これを以下簡単に述べておく。まず

任意の 1つの施設 jにだけ配分するとすれば ，g (Z i j )は Zりの増加関数である

から ，Z.jを大きくする程 g (Z i j )を最大化することができる。一方~i jは，

式 (5・5・8)と式(5・5・11 )の制約を受けているから ，Z i jの最大値MαX'Zij 

は式(5・5・17 )によって与えられる。

" ^ ，dKi. 、
Max・Zij=Mi... l {} j 2 -{}j 1， or，一τー)

叫.} 

( 5・3・17 ) 

τして，唯一つの施設にK.. を配分した場合に R (Z i j )を最大化できる施設Jは

式(5・5・18 )によって与えられる。
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g (t¥1 a r 'Z， t) = Ma x C g (Mαx.Z，l)，g(MαX'Zi2)， • 
3 

g (MαX.Z，R) J 

この最大値を与える施設Jについて式(5・5・17 )が.

dKi 
0/2-0;1ミ一一一一

diJ 

( 5・5・18) 

である場合には，地区 4の予算残額 dKi. は，施設 fにすべて配分されたことに

なり，これで配分過程は完了する。また 0;2-0;1<主 ? で あ る 場 合 に

は施設 Iへの予算配分はふ 1(0/2-0;1)であり，予算はまだ dK，-d，; 

(0/2-0;1) >0 残っていることになる。したがってもう一度 t1K'. =t1K i. -d ') 

(0l2-0;1)とおいて施設 j 以外の施設に対して dK，.の配分を同様に行う。そ

して，すべての施設について Zij=0)2-0j1となるか.あるいは dK i. = 0 

となるまでこの過程を繰り返す。この結果として解ベクトル dz=(z f1，Z a ;， 

Z i R)が得られたとすると，最大化された目的関数は式(5・5・14 )にこの

Ziを代入して得られ，さらに地区 4の序数的評価値は，次式で得られる。

R 寧

MαX. Vi E X) 1 +R (Zi ) ( 5・5・19) 

ここで，今まで残しておいた制約条件式(5・5・2 )を考慮することができる。

もし，MαX.V'>Voであれば問題はないが ，MIαX. V，子三官。である場合，地区 t

の予算Ki. では，この制約を満足できないことを意味している。以上の配分過程

を図 5・3・1に示す。
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パラメ ー タ

(j )1， :J j 2， d，) 

(; =1，2，一:R)

Zりの最大値をさがす

4Ki 
Mαx Z i ) =;，μπ{ (j) 2 -(j j 1， -;-ー}

u ') 

()=1，2;'・"， R) 

4K， • を唯 1 つの施設J に配分するときの
目的関数の値を計算する

R(o，o，…， MaxZ.) ， 0山・・・ ，0)=g (MaxZ.) ) 
( ) = 1，2，….. ， R ) 

g (Mαx Z. t )の最大となる施設Jをさがす

g(MaxZ.J) =Max{g(MaxZi 1)， g(J悼rZi2)，…，g(MaxZiR)} 

施設 j をMα XZiJだけ整備する

解ベクトルをアウトプットする

-Z.=(M<αx Z. 1， .¥1αx Z. 2， lv[α:r ZjR) 

図 5・5・1 配分過程(1)(その 1) 
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制 約

V 0 

現在の施設量

Xij 

(j=1，2，…R) 

最大化された序数的評価値を計算する

R 事

MαZ U z=Z1XJ1+R (Zz) 

施設量を計算し，アウトプットする

L1x'j =Zi) + ((}) 1 -x<)) 

( j = 1， 2. ・・ー， R) 

図 5・5・1(その 2 ) 

(2) 予算K.の地区への配分過程 76)

NO 

先の配分過程では，地区 4の予算 K，.を与件とみなして地区内での施設への最

適配分の方法を明らかにした。 Ki. はもちろん未知数であるが • K，. を変化さ

せて，それぞれの値に対する解ベグトル Z~ を求めておけば，この結果を利用し
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てK.を各地区に最適配分することができる。その方法をここで述ベることにす

る。

まず Ki.は，式(5・2・8)の制約を受けるから，次式が成立しなければなら

ない。

N 

}; K.. mi ζ K~ ( 5・5・20) 

したがって，地区 4 に全額配分するとみなせば Ki ・~ K. /miであるから，す

べての地区のうち Ki.の最大値は，次式に定まる。

r Ko Ko Ko . 
MαXKi. = Mαx L一一一一一…一一 j

ー ηt1，作t2，旬tN

よって ，Ki.の変動範囲は，式(5・5・22)となる。

。二 Ki. ~Max Kt. 

( 5・5・21) 

( 5・5・22) 

そこで，式(5・5・22)の範囲内でKi. をL個に分けて oくKlくK2< ・・

<K  L-l <KL =MaxKi. としておく。そしてすべての Kl; ( l = 1， 2，…・・， L ) 

について，これを各地区の予算とみなして先の配分過程を解いておく。ただし，

配分過程が実行可能な解を持つためには，式(5・3・12)の制約があるから，地

区 4については，式(5・5・12)と式(5・5・22)の共通範囲についてのみ解けば

よし、。さらに得られた解のうち ，Max吉zζVoとなる場合は実行可能解から除い

ておく。結局， L個の予算案についてすべての地区で図 5・5・2 に示す斜線部を

除いた (Kt.)の組み合わせの解ベクトルが得られる。今，予算案Kl，地区 4

の解ベクトルをZt 1とすると，式(5・5・23)が成立する。

R 

Max石it E Xj 1 + R (Zi t ) ( 5・5・23) 

さらに，これを式(5・2・5)に代入して，次式を得る。

Ma:z ，，; t +x. 
Pi t =/ σφ ( t ) d t ( 5・5・24) 

ー- 0 0

こうして，地区 4において予算案 Kl内で最大化された Pilが図 5・5・2の斜線

部以外の組み合わせについて得られる。先述の計画モデルのうち(1)の配分過程に

よって，式(5・2・16) .式(5・2・17) .式(5・2・19)の制約条件式は満たさ
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残る制約は式

( 5・5・20)の下で式(5・2・

れているので，

15 )を最大化すればよい q

新たな変数 eit， (i 

L) 

で

を割り当て

e ， t は

を導入し，式(5・5・25) 

V; 1=1.2・

定義する。すなわち，

地区 tに予算 Kt

ここで¥

= 1.2. ......• 

、¥〈予算案
ゆr.1K

2 

----------・
4
b

そうでないとき Oるときに，
N 

となる。
制約条件による地区別予算案の範囲

4
1
n
U
 

{
 

一一''b z
 

ne 

図 5・5・2

( 5・5・25) 

と便宜上置くことにするとPi t =←∞  さらに，図 5・5・2の斜線部分について，

式 (5・2・15 )の目的関数は，次式のようになる。

N L 
E E rn， Pi l e i lーー→ ¥[ax
= 1 l= 1 ( e i l ) 

5・26) l 5 y = 

また式(5・5・20)の制約条件式は，次式のように定義される三とになる O

( 5・5・27) 
N L 

E E m， K l e i l 三 Ko

たかだか 1つの予算案しか割り当てられないから次式がいえまた，各地区には，

L
Z作

る。

l 5・5・28) N) ( i = 1. 2. .. e i t 三二 1 ， 

また式(5・5・25)より

l 5・5・29) R) ( i = 1. 2....一，N ; ) = 1.2; e ， l 主 o， 

LP手未知数(e， t 1 をLP手法によって求めることができる O結局，となり，

l' = 1.2. 

5 " ，V)なるとき，地区 iに予算K*tを配分すればよいの以上のプロセスを凶

， 3・5に示す。

事

e ，t 1 • そして，法については専門書にその解説は譲ることにする。
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Ki.の最大値をさがす

rKo Ko...... KO I 
MMki=M?ziF面・，百万}

k. .の最大値をKLとおく

KL =MaxKi. 

Ki.の変動範囲を適当なL個
に分けて。予算案をつくる

O<K1 <品 〈…・・くKt<…… <K1.

地区 4の予算を Ktとする

R R 

E dij ({}jl-Xij )<:J.{t三i:dij{O)2-z‘ 
J司、¥~三 j=1

最小限必要な予算を差引く

R 

dKt=Kt-E d ・) ({}) 1 -X i j ) 
j =1 

3 

NO 

予算 Ktでは，地区4のすべての
施設について，制約式 (5・3・3)
を満足できない。

図 5・5・5 配分過程 (2)(その 1
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予算案 Ktによる最大化され
た序数的評価値を計算する

R 占

Max Vit= E Xj 1十R(Zi t ) 
) =1 

地区の満足する確率を計算し
アウトプットする。

Max 町 t+Xo 

Pi t= J二∞ σφ (t)d t 

図 5・5・3 (その 2
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①
 

パラメーターとしてインプット

P i t ， (i = 1，2，…一， N; l = 1，2;'…. 

mハ (i = 1， 2;…・・，N) 

K t (l = 1，2..'一.L)， 

解

¥予算案

地区¥ K1 ---------K2 一一一一一一KL
( e 11一一------e 12 ---------e lL i 

2 I e 一一 e 一一一一-e 
21 zど 2L

N ~ eN2--一一一--el¥ID --------- e 
川 ど NL 

eit = { 1 

地区 4の予算案

本 L

K i. L e t tKt 

予算Ki.のときの施設量をアウトプット

本

11 X t ) ， 
(4=1，2，…….N、

j = 1，2;.....， R' 

図 5・5・3 (その 3
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こうして，配分過程(1)と(2)とにより，外生変数と構造パラメータを与件とすれ

ば，地区別，施設別の人口 1人あたり整備量の最適解が求められ，これをつぎの

ょうに表わすことができる。

施 設

2 R 

• 司事 縄住

Ll X 11 LlXl宮 LlXIR 

f句、 • 訓院 Mド

地
2 Ll X 21 Ll X 22 Ll X 2R ( 5・5・30) 

区
、-'

N l Llゐ1

本 * 
LlXN2 LlXNR 

そして，現在の整備状態と合わせると，この施設整備計画が実行されると，都市

内の整備状態は，

(施設)

2 R 

‘' 
本 ‘ド

ml (X 11十LlX 11 ) .悦 1(X 12十LlXI2). ml (X lR+Llx lR ) 

調院 調ド • r-.. : I向 (X 21 +Ll X 21 )問(山内2) 
m2  (X lR+Llx 2R ) 

地 I (5・5・31) 
区

N l mN( xN1 +Ll x~1 ) 

司ド 4ド

m
N 

(xN2十LlXN2) rrw ( XNR +LlXNR) 

式(5・5・31)によって表わせることになる。

最後にこの解法の問題点を整理して，今後の研究課題とする。

(i ) 施設量はここでは連続変量として扱っているが.施設の種類によっては離散

的な変数としてしか扱えないものもあると思われる。

(ii) 施設の建設費は施設量の線型式で仮定してU、るが.建設費は非線形である場

合が多いの

uii) ここで設定した地区を越えて，広域的なサービスを供給する機能をもっ施設

がある場合には，施設によって地区の分割を変えなければならない。しかし施

設によって地区分割を変えた場合には，この計画モデルでは解けない。

M 新たな施設整備によって，都市内に新たな現象が生じることが予想されるが，

このそデルはそういった予測に関しては考慮していない n
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第 4節 広域的な都市施設の配置計画

(1) 概説

本節では，第 4章で考察した現象モデ、ルを応用した計画モデルの一例として，

市街化区域の設定に基づいた都市施設の整備計画を考察する。昭和 43年 6月に

公布された新都市計画法は，都市計画区域を 2分して，市街化区域と市街化調整

区域に分けている。そして市街化区域には，用途地域，都市施設等の計画を明確

に定めて，都市施設を優先的かっ計画的に整備するとともに，民間の開発につい

ては開発許可制度により市街化の水準を確保することにしている。これに対して，

市街化調整区域には一切の開発を原則として禁止し，無秩序な市街地の膨張を抑

止しようとしている。このような制度の生まれた動機は，全国的規模で進行しつ

つある都市化現象であり，この都市化現象とは具体的にはスプロール現象に他な

らない n スプロール現象の弊害は，都市的側面と農村的側面の両面から指摘され

ている 077) 都市的側面から観れば，無秩序な市街地の膨張拡散が都市施設を有

効に整備することを困難にし，その結果，必要最低限度の都市施設すら整備され

るに至っていない不良市街地が形成されていくことである。農村的側面からみれ

ば，宅地化の進行に附随して農業生産に悪影響がもたらされ，また宅地化の見込

みによって農地価格が高騰し，農民の栄農意欲の低下などによる広範囲に渡る荒

廃地の出現であるといえ上う。したがって，市街化区域と市街化調整区域の設定

の目的は，こうした都市的側面と農村的側面の両面に渡る弊害をなくすことであ

るといえる。またこの制度は，市街化のエネルギーをすべて市街化区域内に吸収

しようとするものであるから，市街化の速度に合わせて都市施設を先行的に整備

することが是非とも必要である。このことから，市街化包域および市街化調整区

域の設定と都市施設の整備とは補完的な関係にあり，両者を一組のセットとし

て，上記目的を達成し得るために計画することが必要である。そこで本節では，

こういった多くの側面から市街化区域と市街化調整区域の区域界が設定されたと

仮定して，この区域界を与件とした都市施設の整備計画について考察する。した

ぞって都市の膨張や農村への弊害等についての対策はこの区域界によるものとし，

都市施設の整備計画の直接の目的は，都市的側面からのものにかぎりこの区域界
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のもとで，効率的に不良市街地を減少させることであると仮定する。

(2) 計画の目的

計画の目的については先述したが，計画モテ'ルとして扱うためにはこの目的か

具体的に定式化される必要がある。

まず都市的側面からみれば不良市街地が減少することが，第一義的に必要であ

る。さて，第 4章第 4節において，各土地が市街地としてどれ程適しているかを

示す指数を適地度と定義した。したがって.不良市街地とは適地度が小さいにも

かかわらず市街地が形成された土地であると仮定することができる。しかし具体

的にどれ程の大きさの適地度によって不良市街地とそうでない市街地との境界と

するかについては，第 5章で分析したような方法で市街地に対する住民の意識調

査が必要である。ここでは，この境界を与件と仮定し適地度がW本以下の土地

であって市街地が形成されている土地を不良市街地と仮定しておく。したがって.

都市的側面からみた計画目的の 1つは ，W以下の適地度をもっ市街地面積をなく

すことであるといえよう。都市的側面からみたもう 1つの目的は，投資効率に関

するものである。すなわち，前記目的を達成するために都市施設を整備する場合

の費用は最小化されなくてはならない n

ここで市街化区域内の不良市街地面積を C，都市施設の整備費をKとおくと，

計画の目的は CとK とをともに最小化することであるといえる。

(3) 市街化過程のモデル

計画モデルについては後で述べるが.本節の計画モテルは，第 2節のように，

L P やDP などの数理計画手法を用いて最適解を求めるという方法をとるこ

とはできない。その理由は，求めるへき解が都市施設の整備ノ込タ←ンであること

による。第 4章第 4節で分析したように市街化の適地度に影響する都市施設は道

路網などのように広域サービスを提供し，また integral units として建設

される施設である。このためこれらの施設を分割して何単位，どのソ ンに配置

するなどということは無意味である。したがって，これらの都市施設ハターンは，

代替案として計画モデルヘのインプヴトでなくてはならない。

そこで，計画モデルとしては，それらの代替案の市街化過程への影響を予測す

るそテノレが必要となってくる。ここでは第 4章第 4節の市街化過程のモデルを利
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用する。このモデルで、は，市街化過程は次の 5つの方程式によって表現される。

WZZ228z(J K)・X)k ， (i = 1， 2;" ...， N)  ( 5・4・1) 

(X一切i) 2 

pi =f 一戸公一 .e xp (一一τァーJd x 
WO V2π a L U 

( i = 1， 2，……， N)  ( 5・4・2) 

N 

E p‘. S i =S ( 5・4・3) 

さて，区域界が設定され，市街化区域のゾーン集合を A，市街化調整区域のゾー

ン集合を Bとする。さらに市街地の総需要が L1S増加するものとする。このとき，

都市施設の整備によって，各ゾーンの特性れ()k)が 8;(JK)に変わったことに

よる影響を求める。まず新しい適地度Wiは式(5・4・1)より，

Wi = E E 17 i () k ) X) "， (i = 1，2，……， N)  ( 5・4・4) 

また市街化率 piは市街化区域内では増加するが，市街化調整区域内では一定と

みなされるから，市街化区域内の限界適地度のみが変化し，式(5・4・2)より

... (X-Wi) 
p. +L1pi =f ，A っニプ exp (一一一一r-J dx， (托A)

制。+sWOV2π(} 2a 
( 5・4・5) 

さらに，需要の増加との関係は式(5・4・3)より

.E (p i十L1pi}S.+ E P)S)=S+L1S ( 5・4・6) 
zξA )εB 

よって，都市施設の整備による市街化率の変化 L1pi;(iE三A)と，限界適地度の変

化 L1Woとは，上式を連立することによって求めることができる。

さらに L1Pi，L1wo， Wi は目的Cに影響を与えるから cを最小化するため

に，都市施設の整備バターンを誘導手段として位置づけることが可能である。

(4) 計画の外生変数

このモデルでは都市施設の最適パターンが未知であり，市街化区域と市街化調

整区域の区域界は与件とみなしているので，この区域界は外生変数である。また
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都市計画区域の現況を表わすいくつかの変数も外生変数である。まず各ゾーンの

市街化率 p'，(i = 1，2，…・・， N)，都市施設の整備状況を表わすダミ←変数 o1 (j 

k )， (i = 1，2;…， N; j =1，2，….. R ; k = 1，2，……， k) )，各ゾーンの可住地面積S'. 

( i = 1， 2，……， N)。また式(5・4・1)のパラメータ -X} k， (j = 1，2，……， R; k = 

1，2，……， kj )も外生変数とみなす。そして計画時点までに予測される市街地需要

JS，および不良市街地を決める適地度の境界W とを外生的に与えられているとする。

(5) 計画モデル

さて，ある区域界を与件とみなしたとき，その区域界のもとで都市施設を整備

した結果，各ゾーンの特性がれ()k )かられ() k )に変わることによる影響は式

( 5・4・4)，式(5・4・5)，式(5・4・6)に表わされている。このとき，新たな限

界地適地度がwo+JWo乙 W事であれば，市街化区域内には不良市街地は存在しない

ことになり，この場合の施設の整備バターンは不良市街地をなくすという目的か

らすれば最適である。しかしこのような現象にするためには当然多額の整備費が

必要とされ，不十分な整備費では不良市街地が残る。定義より，不良市街地とは

適地度がW$ 以下の市街地のことであるから，市街化区域内の不良市街地面積C

は式(5・4・7)で表わせる。

$ 

w (x寸。~ ) 2 本

c= }; si.f 一言 ， e x p [-，-r:~ 2 ' J d x， (W之初。+L1wo ) 

z εA ~ Wo +L1ωo V2π6μ  

( 5・4・7) 

したがって，都市施設の整備計画の代替案それぞれについて， o.{}k)を計算し

これを式(5・4・4)に代入して，式(5・4・4) ，式(5・4・5) ，式(5・4・6)を

連立して Wo+L1woを求めておけば，式(5・4 7 ) より将来出現することが予

測される不良市街地面積を求めることができる。一方，各代替案の整備費K を見

積っておけば， cとK との組み合わせが，たとえば図 5・4・1 のように得られる。

ことに点 αは都市施設の整備を一切行なわなかった場合であり， 品はそのとき

の不良市街地面積である。また点 bは不良市街地を無くすために必要なすべての

整備を行なった場合であり. ふはぞのときに必要な投資額を表わしている υ そ

れ以外の点はすべて代替案の例を表わしているが，代替案 1，2， 3，よりも優れた代
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替案があることはK 

明らかであるから.

最適代替案は α，
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しかしこれ
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。円の損失と考え

不良市街地面積

dSの需要れは，代替案の比較図 5・4・1

を市街化区域内に吸収するためにK 十 C . tan{}円の総費用がかかったことになる。

K+C . tan{}を最小化する代替案が最適となる。たとえば図 5・4・したがって，

1において，点αと点 4を結ぶ直線と C軸との交角を {}a ，点 bと点 7とのそれ

バラメータ Oの大きさによってつぎのことがいえる。もし Oくとすると，を {}b

ここに比較した代替案よりも点 αの総費用の方が小さいことにな。αであれば，

その結果として oaの不る。つまりこの場合には，今後一切の整備をしないで，

。>{}b 良市街地面積が生じても，総費用からみれば望ましいことになる。また，

不良市街地を完全に無くすために必であれば，点 bの総費用が最小となるから，

そして，で行なうことが望ましいことになる。要なすべての施設整備を費用 ob

の場合には，各代替案を通る交角。の平行な直線群のうち，最も{}a 三 O 三三 {}h 

原点に近い直線をもっ代替案が総費用最小である。以上の計画モデルの手順を図

5・4・2に示す。

パラメータ-{}を与件と考えることができれば，都市施設の整備このように，

グターンの代替案の中から一義的に最適解を選定することができる。
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START 

バ=子iO; (j k ) Xj k 

pi+L1pi=f φ(x I w; )dx 
-WO +L1ω。

~ -(p‘十L1pi) S i+ ~_PjSj =S+L1S 
Zヒ s }'C D 

c=~sif _ φ(x IWi) dx 
Wo +.a"，o 

S T 0 P 

図 5・4・2 計画モテル
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しかし，パラメータ-{}を客観的に決めることは非常に難かしく，またこれ以

外にも，不良市街地と優良市街地の境界 w.を客観的に決めることにも問題が残

っている。これらの変数はいずれも住民の満足観と密接な関係があり，第 5章の

評価モデルをさらに発展させて，これらの変数を推定する手掛りを得ることを今

後の課題としたい。

第 5節結 語

本章では，第 5章の評価モデルと第 4章の現象モデ、ルとを計画モテザルの中に位置

づけることに重点を置いて 2つの計画モデルを提案した u 本来，計画モデルの中

にはこれらの評価モデルと現象モデルとが有機的に連結して位置づけられるべきで

あるが.本論ではこれらを結びつけて実証的に考察するに至らなかった U そこで，

これらをそれぞれ別々に用いて計画モデルを構成しても比較的問題が無いと思われ

る対象について考察した。

1つは生活環境に強い影響を持つ都市施設の配置計画である。これらの施設の種

類については第 5章第 4節で述べている。これらの施設の整備水準によって都市住

民の満足感がどのように形成されていくかについては第 5章第 4節で分析した。一

方これらの施設の整備によって，たとえば日常の買物や娯楽などの生活パターンが

変化することも考えられる。しかしそういった現象の変化は，計画モデルにとって，

満足感に与える効果からみればほとんど無視できると思われる。そこで第 2節では，

生活環境に対する住民の評価モデルを応用して，住民の満足感を高めることを計画

目的とした計画モデルを提案し.このモデルで、は施設整備に伴う現象の変化を無視

した。さらに第 5節ではこの計画モデルの解法について考察し， DP手法と LP手

法とによって最適配置を求めることができることを明らかにした。

他の 1つは広域的な都市施設の配置計画である。これらの施設の種類については

第 4章第 4節で述べている。これらの施設は，住民の生活環境に対する満足感を形
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成する要因でもあるが.第 4章第 5節，第 4節，第 5節の各モデルをみればわかる

ように，都市圏内の人口分布.市街化退程，土地利用などに強い影響を持つ要因で

ある。したがって，これらの施設を整備する直接の目的は，前記現象を誘導するこ

とであり，住民の満足感を高めることはむしろ間接的な目的と思われる。そこで第

4節では第 4章第 4節の市街化モデルを応用して，都市圏の市街化過程を誘導する

手段として都市施設を位置づけ，この誘導の効率を計画目的とした計画モデルを提

案し，このモデルでは住民の評価を無視した。計画の手法はそれぞれの代替案につ

いて市街化を予測し，その予測結果から最適な代替案を選定するというシミ孟レー

シa ンモデルである。

これら 2つの計画モデルには多くのノ4ラメーターが与件とされているが.そのう

ち，評価基準に関係するバラメーターの推定については，まだ実証的な考察が欠け

ているため.計画モデルを実際に適用するには問題が残っている。しかし本章の考

察によって，第 5章の評価モデルと第 4章の現象モテゾレとの関係を明らかにするこ

とができたと考える。今後は，評価モデルと現象モデルを有機的に位置づけた計画

モテソレを開発したいと考える。
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第 6章結
曇&
日間

ここ数年の聞に，わが国の行政投資の基本姿勢は大きな転換を迫られているよう

である。従来の資源配分方式はどちらかと言えば産業優先的なものであったが.そ

の方式による多くの欠陥が表面化してくるにつれ，生活優先的な財政主導型の資源

配分方式が模策され始めた。都市施設の整備においても，生産活動のための施設か

ら生活環境施設の整備に重点を移すべきであるということが大勢の流れとして明

らかとなってきたピしかしながら，この転換の欲求があまりに急激に生じたことに

より，生活環境を改善するために都市施設を整備するといっても，長期的な見通し

に立って，総合的な計画を策定し，そして効果的に整備するためには，解明されな

ければならない問題が非常に多く残っている。とりわけ，各都市施設のもつ都市生

活への効果を総合的に把握することが是非とも必要であろう。このためには各種都

市施設と都市の社会現象との聞の関係を住民意識や住民行動の側面から分析してお

かなければならないn

本論文は，以上の認識の下に都市施設計画の合理化を究極の目標として，都市施

設に対する評価モデル，都市施設に関する現象モデルおよび都市施設の配置計画モ

テソレ等について理論モデルを提案し，実証例について分析した。以下に改めて本論

文の研究成果を明らかにするために，各章の内容について論述することにする。

まず序論においては，本論の立場と研究の目的について論述し，本研究の内容を

概説した u 都市施設と都市の社会現象との関係を操作的なモデル体系のシステムと

して表現することによって，都市施設計画の合理化を図ることが本論の目的である

ことを明らかにした。そして，都市施設と都市の社会現象との関係をすべてそデ‘ル

体系に組み込むことは不可能であるということを基本的には認めるが.モテソレ化が

可能とされる事象だけをモデル体系として表現しておくことは都市施設計画をより

合理的なものに発展させていくのに必要であるという立場から研究を進めることを
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述べた υ 本論の研究内容は，すべてこの基本方針に従ったものである。

第 2章においては，まず計画システムが評価システム，現象システム，意志決定

システムの 3つのサブシステムによって構成されていることを述べ，このうち評価

システムと現象システムの特徴を明らかにした。都市施設計画における評価システ

ムは，都市施設計画による都市住民の生活効用の増加を計量するものであり，また

都市施設計画における現象システムは，都市施設計画による都市発展への影響を計

量するものであることを論述し，計画システムにおけるこれら 2つのサブンステム

の位置づけを明らかにした O このようにサブシステムを明確に定義することによっ

て，膨大で複雑な都市現象の研究を都市施設計画の合理化という目的に照らして方

向づけることができたとし、える。第 2章において明らかにした評価システムと現象

システムの特徴をふまえて，次章からさらに詳細な分析を行った U

第 5章では，都市施設の評価に関する理論を展開し，これを実証的に考察した。

現代都市社会が各種の都市施設をどのように評価しているかを分析する理論を提案

し，その理論によって都市施設計画の目的としてどのようなものがありうるかを知

ることができることを示した。さらに，都市における生活空間を公共空間.個人空

間，生産空間に分類し，それぞれの空間における実証例として，生活環境に対する

住民の評価モデル，住環境に対する世帯の評価モデルおよびCBDに対する事務所

の評価モデルをとりあげた。しかし，実証例は不十分であり，さらに多くの実証的

研究を積み重ねる必要があるが.ここでの実証結果は，本章で提案した評価の理論

が十分に適用可能であることを示している。すなわち，都市施設に対する評価モデ

ルは，施設に対する満足率関数，評価関数，および全体に対する満足率関数とによ

って表わすことができるといえる。したがって，住民の意識と都市施設との対応関

係を計量化する方法を提示できたことになり，都市施設計画の目的関数に住民の意

識を組み込み，施設計画を合理化するうえで，この評価モデルは大きな意義をもっ

ているといえよう。

第 4章では.都市施設の整備が都市の社会現象に与える影響をマクロに推定す
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る理論を提案し，その実証的考察々を行った。都市施設整備の重要な目的の 1つは，

これを先行的に投資して，都市の発展過程を望ましい方向へと誘導することである

といえよう。この場合に，施設整備による誘導効果が十分に達成されるためには，

施設整備が都市現象に与える影響を計量的に把握しておく必要がある。本論で提案し

た現象モデルはこの影響をマクロに捕えて計量化する方法論である。この方法論は

古典的消費者行動理論を応用して発展させたものであり，選択主体，選好関数およ

び選択ルールの 5つの概念によって現象モデルを表現できることを明らかにした。

この現象モデルの一般的理論を，都市施設によって強い影響を受けていると思われ

る現象に適用し.実証的に考察した。とりあげた現象は，都市閤における人口分布，

市街化.都市圏における土地利用の分布および住宅選択モデルである。実証例は必

ずしも十分とはいえないが，少なくとも実証結果は，その現象に応じた選択主体，

選好関数および、選択ルールがありうることを示している。提案した現象モデルの理

論は，都市施設と都市現象との対応関係を計量的に把握するための基礎的な方法論

として有効であるといえる。したがって，都市施設を先行的に整備する場合に多く

の代替案の比較をする必要が生じるが，これを計量的に比較するうえで，本論の現

象モテ‘ルの果たす役割は大きいものがあるといえよう。さらに，この現象モデルを

基礎にして多くの実証的研究を追加し，また問題点を克服していくことにより，都

市施設計画における現象システムの体系化も可能となると考えられる。

以上の評価と現象に関する研究を発展させ.さらに意志決定システムに関する研

究の発展とを合わせて，はじめて都市施設の計画システムは完成するものである。

しかし本論の研究成果はまだそういった総合的な計画システムについて論述するま

でには至っていない。そこで都市施設の種類を限定し，また計画目的を仮定して，

部分的な計画モデルを第 5章で提案した。ここでは 2つの計画モデ、ルを提案した。

1つは第 3章の生活環境施設に対する住民の評価モデ、ルの研究成果を応用して，住

民の満足感を高めることを目的とした生活環境施設の配置計画を考察し.LPとDP

手法が適用できることを明らかにし，その解法について論述した。他の 1つは，第
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4章における市街化モデルの研究成果を応用したものである。計画目的が市街地の

適地度を高めること，および都市施設の整備費用を最小化することの 2っから構成

されていると仮定した場合には.都市施設の配置計画モデルはシミュレーション・

モテ、ルとして表わされることを明らかにした。こういった都市施設の種類を限定し，

また計画目的を単純化した計画モデルは，現実に適用させるには問題が残っている

と考えられるが.この計画モデルによって，前章までに展開した評価モテルと現象

モデルの位置づけを明確にすることができたといえる。

都市施設の計画システムを完成するためには，意志決定システムに関する理論的

研究やまた評価システムと現象システムに関する実証的研究が多く残されている。

とくに本論文におけるモデ、ルの不均衡は，今後計画のシステム化が進むにつれて大

きな問題となるであろう。その使用目的に照らして考えれば.あるものは組雑すぎ，

あるものは精密すぎることになると考えられる。またモデルの信頼性，精度，普遍

的妥当性の実証の多くは今後の研究に待たなければならない n しかし本論の研究成

果によって，都市施設計画のシステム化の一応の方向づけは，明確にしえたものと

考えるの今後，この方向づけに従って，より一層研究を進め，都市施設計画のシス

テム化を図り.合理的な都市施設計画の策定の基礎理論を体系づけることが重要で

あると考える。
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